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第１章 総論 

 

１ 計画改定の背景と趣旨 

平成23年の東日本大震災など、我が国は度々、大規模な自然災害に見舞われてきた。 

これまで、災害発生の度に甚大な被害を受け、その都度、莫大な費用と長い時間をかけて復

旧・復興を図るといった「事後対策」が繰り返されてきたが、いかなる自然災害が発生しよう

とも最悪の事態に陥ることが避けられるような「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心

な社会を平時から作り上げていくことが重要となる。 

このような状況を踏まえ、国においては、平成25年12月に「強くしなやかな国民生活の実現

を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」を公布・施

行し、平成26年６月には、同法に基づき、国土強靱化に関する国の計画等の指針となる「国土

強靱化基本計画（以下「基本計画」という。）」を策定した。 

さらに、基本法が制定されて10年が経過しようとする中、令和５年６月に国土強靱化実施中

期計画の策定の法定化及び国土強靱化推進会議の設置を主な内容とする改正基本法が可決・成

立した。これにより、継続的かつ安定的に国土強靱化の取組を進めることが可能となるととも

に、令和５年７月には、新たな基本計画が策定され、デジタル新技術の活用や地域における防

災力の一層の強化が新たな重点項目となり、国土強靱化のためにハード整備のみならずソフト

施策を更に推進していく方針がより明確化された。 

県においてもこのような国の動きに合わせ、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、「千葉県国土強靱化地域計画（以下「県強靱化計画」という。）」を策定し、県

土全域にわたる強靱な地域づくりに向けた取組を進めている。 

本市においてもこれら国や県の動きと一体となり、また、令和元年房総半島台風等の被災経

験を踏まえ、令和３年３月に「富津市国土強靱化地域計画」を策定した。同計画の期間が令和

８年３月をもって満了となることから、頻発化・激甚化する風水害や切迫する大地震が発生し

ても「致命的な被害を負わない強さ」と「速やかに回復するしなやかさ」を持った安全・安心

な地域づくりを更に進めていくため、計画を改定するものである。 
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２ 計画の位置づけ 

（１）法的な位置づけ及び関連計画との関係 

本計画は、基本法第13条に基づく「国土強靱化地域計画」であり、本市の国土強靱化に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するための指針となるものである。 

本計画は、基本計画、県強靱化計画との調和を保ちつつ、また、市の計画や施策体系の最上

位となる「富津市みらい構想（令和４年６月）」と整合を図りながら、各種分野別・個別計画に

おける国土強靱化に資する内容について、分野横断的・網羅的に取組を整理するための計画と

して位置づける。 

 

■ 富津市国土強靱化地域計画の位置づけ ■ 

 

（２）SDGs（持続可能な開発目標）との関係 

「SDGs（持続可能な開発目標）」は、平成27（2015）年９月の国連サミットで採択された「持

続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記載された令和12（2030）年までに持続可能でよ

り良い世界を目指す国際目標である。17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の

「誰一人取り残さない」ことを誓っている。 

本市では、令和７年３月に策定した「富津市まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、

SDGsの視点を取り入れて事業を推進することとしており、本計画においても本市の国土強靱化

の取組みを推進することで「11 住み続けられるまちづくりを」を中心としたSDGsの達成に貢

献していくものとする。 
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３ 計画期間 

本計画は、基本計画に準じておおむね５年ごとに見直すこととし、計画期間は令和８年度か

ら令和12年度までとする。 

ただし、計画期間中においても、施策の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に

応じて柔軟に見直しを行うものとする。 
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【参考：国土強靱化とは】 

 

① 国土強靱化とは 

 大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策を、まち

づくり政策や産業政策も含めた総合的な取組として計画的に実施し、強靱な国づくり・地

域づくりを推進すること。 

 

② 地域防災計画との違い 

 「地域防災計画」は、地震・津波、風水害等の災害リスクを特定し、そのリスクに対する

対応を取りまとめたもので、本市では、災害対策基本法に基づき「富津市地域防災計画」

を策定し、地震・津波、風水害等の災害リスクごとに予防対策、応急対策、復旧対策につ

いて実施すべき事項を定めている。 

 一方、「国土強靱化地域計画」は、災害リスクごとに対策を定めたものではなく、発災前

における施策を対象とし、あらゆるリスクを見据え、いかなる事態が発生しようとも最悪

の事態に陥ることを避けるべく、地域特性を考慮しつつ、地域全体としての強靱化に関す

る総合的な指針である。 

 そのため、策定にあたっては、あらゆるリスクを想定しながら「起きてはならない最悪の

事態（リスクシナリオ）」を明らかにするとともに、最悪の事態をもたらさないために事

前に取り組むべき施策を考えるというアプローチから、強靱な仕組みづくり、地域づくり

を平時から持続的に展開する強靱化の取組の方向性・内容を取りまとめた。 

 

■ 地域防災計画との関係 ■ 

 

 

 

行政機能、 
地域社会、 
地域経済の 

強靱化 

迅速な 
復旧・復興 
体制整備 

応急体制 
整備 

災害予防 

応急 

復旧 

復興 

発災前 発災後 

国土強靱化地域計画 地域防災計画 
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４ 地域を強靱化する上での目標 

（１）基本目標 

国土強靱化を推進していくためには目標を明確にすることが重要である。 

基本法第14条において国土強靱化地域計画は、「基本計画との調和が保たれたものでなければ

ならない」と規定されている。また、県と一体となって大規模自然災害に対応できる安全・安

心な地域をつくりあげるためには、県強靱化計画との調和を図る必要があることから、本計画

の策定に当たっては、基本計画及び県強靱化計画を踏まえ、次の４つを「基本目標」として設

定する。 

いかなる大規模自然災害が発生しようとも 

Ⅰ．人命の保護が最大限図られること 

Ⅱ．市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

Ⅲ．市民の財産及び公共施設の被害の最小化 

Ⅳ．迅速な復旧復興 

 

（２）事前に備えるべき目標 

４つの基本目標に基づき、大規模自然災害を想定してより具体化し、達成すべき目標として

「事前に備えるべき目標」を次のとおり設定する。 

これにより、あらゆる大規模自然災害を想定しながら、リスクシナリオ（起きてはならない

最悪の事態）を明らかにし、最悪の事態に至らないための事前に取り組むべき施策を検討し、

「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な地域・経済社会の構築に向けた施策を推進す

る。 

１．あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

２．救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ 

３．必要不可欠な行政機能は確保する 

４．経済活動を機能不全に陥らせない 

５．情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の

被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる 

６．社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
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５ 計画の構成 

本計画の策定に当たっては、強靱化施策を総合的・計画的に推進するため、国土強靱化地域

計画策定に関する国の指針である「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」を参考に、以下の

プロセスを経て、強靱化の目標や方向性を示し、推進方針を定めた。 

■ 富津市国土強靱化地域計画策定の流れ及び構成 ■ 

 

 

 

第１章 総論 

１ 計画改定の背景と趣旨    

２ 計画の位置づけ 

３ 計画期間          

４ 地域を強靱化する上での目標 

５ 計画の構成          ⇒ 基本目標と事前に備えるべき目標を設定 

第２章 脆弱性評価 

１ 市の地域特性 

２ 想定するリスク        ⇒ 大規模自然災害全般を設定 

３ 起きてはならない最悪の事態  ⇒ 28 の起きてはならない最悪の事態を設定 

（リスクシナリオ） 

４ 国土強靱化に関する施策分野  ⇒ 個別施策分野 11、横断的分野２を設定 

５ 脆弱性の分析・評価 

第３章 強靱化の推進方針 

１ リスクシナリオごとの推進方針 

⇒ 脆弱性の評価結果に基づき、「起きてはならない

最悪の事態」を回避するために、今後必要となる

施策を整理 

⇒ 進捗管理のための重要業績指標（ＫＰＩ）を設定 

２ 施策分野ごとの推進方針・取組 

３ 施策の重点化 

第４章 計画の推進と進捗管理 

１ 推進体制 

２ 計画の進捗管理と見直し 

資料：施策分野ごとの 

施策・取組一覧 

⇒推進方針に基づく施

策分野ごとの施策・

取組について整理 
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第２章 脆弱性評価 

国土強靱化の取組は、大規模自然災害等による被害を回避するための対策（施策）や国土利

用・経済社会システムの現状のどこに問題があるかを知る「脆弱性評価」を行うとともに、こ

れを踏まえて、これから何をすべきかという「対応方策」を検討し、重要度・優先度に応じて

施策を推進していく点に特徴がある。これにより、国土強靱化に必要な施策を効率的、効果的

に実施することが可能となる重要なプロセスである。 

本計画の策定においても、本市の特性を踏まえた上で、国土強靱化地域計画策定に関する国

の指針である「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」に沿って、対象とする大規模自然災害

（想定される災害リスク）、起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）、国土強靱化に関

する施策分野を設定し、脆弱性評価を実施した。 

 

■ 脆弱性評価の手順 ■ 

 

 

１ 富津市の地域特性の整理 

２ 想定するリスクの設定 

５ 脆弱性の分析・評価 

（リスクシナリオを回避するための現状分析・評価） 

３ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定 

４ 国土強靱化に関する施策分野の設定 
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１ 市の地域特性 

（１）自然特性 

① 位置・面積 

本市は千葉県の中南部、房総半島の中西部に位置し、東京湾の湾口部を臨む場所にある。 

北東部を君津市、東南部を鴨川市、南部は鋸山を隔て鋸南町に接し、西部は東京湾に臨み、

対岸に神奈川県横須賀市と相対している。 

また、面積は205.40㎢で、南北40kmにわたる長い海岸線を有す。 

■ 位置・面積等 ■ 

位       置 

 極  東 極  西 極  南 極  北 

東 経 

北 緯 

140°00′ 

35°10′ 

139° 44′ 

35°18′ 

139° 54′ 

35°08′ 

139°50′ 

35° 21′ 

面     積 
広    ぼ    う 

海  岸  線 
東   西 南   北 

205.40 ㎢ 23.8km 24.4km 約 40 ㎞ 

資料：富津市「富津市統計書（令和５年版）」を加工して作成 

② 地形 

本市は、東京湾に突き出した富津岬から、冬の晴れた日には三浦半島、富士山を一望できる

ことから、関東の富士見百景にも選ばれ、「関東の天橋立」とも呼ばれている。富津岬一帯の

海岸は、内陸部の鹿野山や鋸山と合わせて南房総国定公園に指定され、その豊かな自然環境や

眺望が保全されている。 

また、東京湾に面する海岸から上総丘陵の最高峰である鹿野山の中腹まで352ｍの高低差が

あり、変化に富んだ地形となっており、市の北部は沖積平野が形成され、市の中部から南部に

かけては房総丘陵を形成する山地となっている。 

鹿野山（標高379.0ｍ）、鋸山（同329.5ｍ）、高宕山（同330.1ｍ）等の山々が連なりこれら

を源流とする小糸川、染川、湊川、金谷川があり、更に中部には、岩瀬川、小久保川、南部に

は白狐川等があり、それぞれ東京湾に注いでいる。 

③ 地質 

地質は、市北部はおおよそ第四紀層、南部は第三紀層である。 

なお、地表地質にあっては、南部は三浦層群、中部は上総層群、下総層群、北部は沖積層、

埋立層であり、三浦層群は北に傾斜しており千葉市辺りで地下3,000ｍとなる。 

④ 気象 

平均気温は15℃前後で温暖であり、年間平均降雨量は2,000mm程度である。春と秋に降雨量

が多く特に雷や台風によるものは、降雨が急激であるため、日雨量が多く排水しきれず出水の

原因となっている。 
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（２）社会・経済特性 

① 人口 

本市の総人口は、昭和60（1985）年の56,777人をピークに、以降減少傾向にあり、令和２

（2020）年の人口は42,465人で、平成27年から令和２年の人口増減率は6.9％の減少となって

いる。 

また、令和２年の65歳以上人口の総人口に占める比率（高齢化率）は38.6％で増加傾向で推

移している。 

■ 国勢調査による人口の推移 ■ 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」    

■ 総人口に占める割合の推移 ■ 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」    
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② 交通 

本市は、東京都心からは直線距離で約50km圏に位置し、東京駅からは電車で約２時間、自動

車では東京湾アクアラインや館山自動車道を利用し約60分となっている。 

市域内には、北東部の君津市と南部の鋸南町を結ぶ館山自動車道・富津館山道路が縦貫し、

３箇所のインターチェンジが設置されている。広域道路として一般国道16号、一般国道127号、

一般国道465号並びに（県道）木更津富津線、（県道）鴨川保田線、（県道）富津館山線等の主

要地方道が伸び周辺市町と連絡している。 

また、沿岸部ではJR内房線が重要路線としての役割を果たしており、市内には、青堀駅、大

貫駅、佐貫町駅、上総湊駅、竹岡駅、浜金谷駅がある。 

さらに、航路では、金谷港から久里浜港へフェリーが運航している。 

③ 産業経済 

ア 農林・漁業 

稲作を中心とした農業や畜産業が盛んであったが、現在は農家数・農業従事者数ともに減

少傾向にある。 

東京湾に面した長い海岸線を持つ本市では海苔の養殖漁業が盛んだが、漁業経営体数、漁

業就業者数ともに減少が続いている。 

イ 製造業 

富津沖埋立てにより大規模な火力発電所、技術研究所等があり工業地帯を形成しており、

令和２年の製造品出荷額等は約1,008億円で、近年は堅調に推移している。 

産業中分類別でみると、はん用機械・金属製品製造業が中心となっている。 

ウ 商業 

令和３年の小売業年間販売額は279億円となっており、食料品などの生活必需品が中心と

なっている。 

エ 観光業 

マザー牧場、鋸山、ゴルフ場などの観光資源を有し、市全体では約190万人（令和５年）

の観光客が訪れ、夏休み期間中の８月が最も多い。東京湾アクアラインが開通したことによ

り、近年は自動車利用で神奈川方面から訪れる観光客も増加している。 

④ 公共施設の状況 

本市の公共施設は、ほぼ半数を昭和50年代後半にかけて整備してきた。その後、平成４年頃

まで市役所本庁舎や各小学校の改修など大規模な整備を実施している。近年でも、平成19年に

富津中学校、平成25年に富津市消防防災センター、令和７年には富津市学校給食共同調理場と

いった大規模な整備を行っているものの、築40年を超える老朽化した施設が全体の４割程度あ

り、今後、大規模改修や建替えが集中し、膨大な財政負担が必要になることが見込まれる。 
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２ 想定するリスク 

南海トラフ地震、断層型地震等が遠くない将来に発生する可能性が高まっていることや、気

候変動の影響等により水災害、土砂災害が多発していること、一たび大規模自然災害が発生す

れば広範囲に甚大な被害をもたらすことから、富津市地域防災計画を踏まえ、大規模な地震・

津波をはじめ、台風等による洪水、土砂災害等の大規模自然災害全般を想定する。 

（１）地震・津波・液状化 

地震・津波により本市が過去に大きな被害を受けたのは、大正12年９月１日に南関東を中心

に発生した、大正関東地震（1923年関東大震災）による大規模な被害の記録が残っているほか、

平成23年の東日本大震災では、住家への浸水・一部損壊、漁船の転覆、一部破損等が発生し、

1,178人が避難するなど大きな被害をもたらした。 

■ 地震・津波の記録 ■ 

区  分 被  害  状  況 

大正 12 年 
（1923） 

関東地震 

死亡 負傷 

住 家 学 校 役 場 社寺・工場 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 

人 
52 

人 
142 

棟 
978 

棟 
762 

棟 
15 

棟 
11 

棟 
3 

棟 
3 

棟 
31 

棟 
45 

（資料 富津市のあゆみより） 

昭和 62 年 
（1987） 

千 葉 県 
東 方 沖 
地  震 

住家一部破損  ９棟 
がけ崩れ    ２箇所 

平成 15 年 
（2003） 

千葉県北西
部 を 震 源 
とする地震 

重症      １人 

平成 23 年 
（2011） 

東北地方太
平洋沖地震 

住 家 床上浸水 ４戸、床下浸水 ３戸、一部損壊 19 戸 
避難所 17 箇所、避難者数 1,178 人 
漁 船 転覆 57隻、一部破損 ８隻 
海苔網 破損等 ５組合 

資料：富津市防災会議「富津市地域防災計画（地震・津波編）」 

国の公表によると、大正関東地震（Ｍ7.9）や元禄地震（Ｍ8.2）などの相模トラフ沿いで発

生するマグニチュード８クラスの地震の発生間隔は180～590年、そのうち元禄地震相当又はそ

れ以上の大きな地震だけを取り出すと、その発生間隔は2,300年程度とされているが、千葉県を

含む南関東地域で今後30年以内にマグニチュード７程度の地震が発生する確率は70％程度とさ

れており、地震発生の蓋然性が高い状況にある。 

なお、本市は、市街地の多くが海岸及び河川沿いに位置し、津波や地盤の液状化による被害

を受けやすい状況にあり、市街地への人口集中は今後も続くことが予想されることから、地震

災害の危険性は拡大する傾向にあることに留意する必要がある。 
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また、市の北部沿岸部には大規模な火力発電所、技術研究所等が立地しており、地震や津波

等の災害により、大規模な火災、危険物の流出・拡散などの発生が懸念されることから、災害

時における周辺域を含めた被害の最小化とともに、サプライチェーンの確保・早期回復の観点

から、耐震化等の防災対策が求められる。さらに、地震発生時には多数の帰宅困難者の発生が

予想されることから、来訪者の安否確認や帰宅支援が必要となると考えられる。 

① 地震被害想定 

県の地震被害想定調査結果によると、本市において地震による被害が最も大きくなると予想

される三浦半島断層群による地震（Ｍ6.9）が発生した場合、建築物被害については、3,847棟

の全壊、6,737棟の半壊が予測されており、多くの市内建築物に多大な被害が発生することが

想定される。 

人的被害についても、建物の倒壊等により、死者65人、負傷者800人の被害の発生が予測さ

れている。避難所避難者数は、発災１日後で21,239人の発生が想定されているほか、１か月後

でも12,439人の発生が予測されている。 

震災廃棄物については、439,263㎥の発生が予測されている。 

■ 平成 19 年度千葉県地震被害想定調査結果（三浦半島断層群地震）の概要 ■ 

（冬の夕刻（18 時）、風速９ｍ／秒）    

予測項目 三浦半島断層群地震 

物
的
被
害 

建物被害 

全壊棟数 3,847 棟 

半壊棟数 6,737 棟 

合 計 10,584 棟 

交 通 

施 設 

道路・ 

橋梁 

大規模損傷（通行止め） 0 箇所 

中規模損傷（通行止め） 0 箇所 

小規模損傷（交通規制） 16 箇所 

鉄道橋脚 損壊（運行不能） - 

港湾施設 港湾・漁港の被害数 2 箇所 

ライフラ

イン 

都市ガス 停止戸数 0 戸 

LP ガス 漏えい戸数 688 戸 

工業用水※ 被害箇所数 1.2 箇所 

人
的
被
害 

死傷者 

死者数 

揺れ（全壊・半壊） 60 人 

火災 2 人 

急傾斜地崩壊 2 人 

ブロック塀等の転倒 1 人 

小 計 65 人 

負傷者数 

揺れ（全壊・半壊） 695 人 

火災 30 人 

急傾斜地崩壊 30 人 

ブロック塀の転倒等 45 人 

小 計 800 人 

合 計 865 人 

避難者数 
１日後 21,239 人 

１か月後 12,439 人 

エレベーター閉じ込め台数 18 台 

震災廃棄物 439,263 ㎥ 

※工業用水被害は、君津工業用水道全体の数値 
資料：千葉県「平成 19 年度千葉県地震被害想定調査結果」   
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② 津波浸水想定 

県は、平成24年４月に千葉県浸水予測図を公表（平成25年３月一部修正）し、富津市付近の

沿岸部については、1703年の元禄地震が発生した場合及び平成25年３月から気象庁が運用を開

始した津波警報の発表を想定した浸水深を予測している。 

■ 津波浸水予測図の概要 ■ 

津波予報区 想定津波高 発表される津波警報 

東京湾内湾 東京湾口（房総半島南端）で約 10ｍ 津波警報３ｍ 

千葉県九十九里・外房 

千葉県内房 

おおむね１～３ｍ 津波警報３ｍ 

おおむね３～５ｍ 大津波警報５ｍ 

おおむね７～10ｍ 大津波警報 10ｍ 

 

これらの津波の到達時間は、金谷付近の沿岸で５分～10分、竹岡付近の沿岸で10分～20分、

湊川河口から富津漁港付近にかけての沿岸で20分～30分、富津漁港から小糸川河口付近の沿岸

で30分～60分と予測される。 

また、これらの津波の高さは、千葉県内房では最大５ｍ～11ｍ、東京湾内湾では最大３ｍ以

下と予測される。 

津波による浸水は富津岬や河口付近を中心に広範囲にわたり、最も浸水域が広い大津波警報

10ｍのケースでは、沿岸部のほぼ全域で浸水深が２ｍ以上となるほか、湊川を遡上する津波は

館山自動車道以東へ到達すると予測される。 

なお、防潮施設等の防御効果が見込まれない場合は、防御効果が見込まれる場合よりも陸地

部分の浸水範囲が広がると予測される。 

その他、県は「津波防災地域づくりに関する法律」に基づき、発生頻度は極めて低いものの、

発生すれば甚大な被害をもたらす「最大クラスの津波」（富津市笹毛付近において津波高6.9ｍ）

が沿岸に到達した場合の浸水を予測しており、過去に本県沿岸に津波被害をもたらした地震や、

将来最大クラスの津波をもたらすと想定される５つの地震を選定して各地震のシミュレーショ

ンを行い、各地で最大となる「浸水域」と「浸水深」を設定している。 

◆千葉県で選定した５つの地震モデル 

 

 

 

 

 

 

○延宝房総沖地震（1677年） 

○元禄関東地震（1703年） 

○東北地方太平洋沖地震（2011年） 

○房総半島南東沖地震（想定） 

○相模トラフ沿いの最大クラスの地震（想定） 
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（２）風水害等 

本市は、市域が広く降雨、暴風によるがけ崩れや河川の氾濫等による被害を受けやすい地形

的条件にあり、多くの災害の記録が残っているものの、治水、治山事業等が計画的に推進され

てきたため、風水害等による被害は最小限にとどめられていた。 

しかしながら、都市化の進展、市民の生活様式の変化による電気、上下水道、ガス等ライフ

ラインへの依存度の高まり、高齢化社会の進展に伴い要配慮者が増加していること、市民の相

互扶助意識が低下していることなどから防災面に関する様々な課題が指摘されているところで

ある。 

近年では、令和元年９月９日未明に襲来した台風第15号の記録的な暴風により、家屋被害、

長期の停電、断水など本市に甚大な被害を及ぼした。これは平成元年８月の雷を伴った大雨に

よる被害を超えるもので、これまで経験のない災害対応となった。さらに、10月12日の朝と昼

過ぎの２回、大雨のピークがあった台風第19号は、台風第15号の被害を拡大させるものとなり、

災害対応の長期化を余儀なくされた。 

① 洪水浸水想定区域 

水位周知河川である小糸川と湊川では、浸水想定区域が指定されている。 

小糸川の浸水想定区域は、指定時点の小糸川及びその支川の河道、洪水調整施設の整備状況

を勘案して、想定し得る最大規模の降雨（小糸川流域の24時間総雨量660.4mm）に伴う洪水に

より、小糸川及びその支川が氾濫した場合の想定で、二間塚の一部で最大で3.0～5.0ｍ未満浸

水すると予想されている。 

湊川の浸水想定区域は、東郷橋より下流の広い範囲で想定されており、指定時点の湊川及び

その支川の河道、洪水調整施設の整備状況を勘案して、想定し得る最大規模の降雨（湊川流域

の24時間総雨量667.1mm）に伴う洪水により、小糸川及びその支川が氾濫した場合の想定で、

湊川沿いの低地が最大で5.0～10.0ｍ未満浸水すると予想されている。 

また、令和３年７月に改正された水防法に基づき、令和４年３月に小規模河川（岩瀬川、小

久保川、染川、北上川、白狐川、金谷川）においても浸水想定区域が指定され、想定し得る最

大規模の降雨に伴う洪水により氾濫した場合に一部の川沿いの地域で、白狐川では最大で0.5

～3.0ｍ、小久保川、北上川、金谷川では最大で3.0～5.0ｍ、岩瀬川、染川では最大で5.0～

10.0ｍ未満浸水すると予想されている。 

② 高潮浸水想定区域 

令和３年７月の水防法改正により、令和４年６月に東京湾沿岸の高潮による氾濫が発生した

場合に浸水が想定される区域が指定された。高潮による被害としては、市内沿岸部のほか市街

地においても1.0ｍ～3.0ｍ未満の浸水が予想されている。 

③土砂災害警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号。

以下「土砂災害防止法」という。）に基づく土砂災害警戒区域の指定に係る調査が進められて
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おり、急傾斜地の崩壊、土石流について1,178箇所が土砂災害警戒区域（うち1,128箇所に土砂

災害特別警戒区域がある。）に指定されている。 

④ 山地災害危険地区 

治山事業の基礎調査で把握されている山地災害危険地区は、山腹崩壊危険地区（がけ崩れ）

が113箇所、崩壊土砂流出危険地区（土石流）が25箇所、地すべり危険地区が９箇所、それぞ

れ把握されている。 

山腹崩壊危険地区は平地を除く市内のほぼ全域、崩壊土砂流出危険地区は市域東部から南部

にかけての山間地に広く分布し、地すべり危険地区は鋸南町との市境付近の山中地区に集中し

て分布する。  
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■ 風水害の記録（平成元年以降） ■ 

発生年月 区分 被  害  状  況 

平成元年８月 雷を伴った大雨 ７月 31 日 18 時から８月１日 24 時頃まで約 30 時間にわたり、

千葉県南部を中心に雷を伴った大雨があり、最大時には、時間雨

量62ミリメートルに達し、降り始めから８月１日24時までに459

ミリメートルの豪雨を記録した。このため本市南部を中心にがけ

崩れの発生や河川の氾濫により、死者１人、負傷者６人、住家の

全壊 11 棟、半壊８棟、一部破損 37 棟、床上浸水 159 棟、床下浸

水 259 棟、田畑の埋没冠水 739.9 ヘクタール、道路の決壊 368 箇

所、がけ崩れ 519 箇所、その他橋梁、農業用施設等に大きな被害

をもたらし、その被害総額は 6,092,411 千円に及んだ。 

なお、危険区域の市民に対し避難勧告を随時行い、公設の避難

所 26 箇所を開設し 420 人の避難者を収容した。 

平成２年９月 台風 20 号 ９月 29 日から 30 日にかけ接近した台風 20 号により、29 日 22

時から 30 日 21 時までに総雨量 186 ミリメートル、時間最大雨量

50 ミリメートル（18 時から 19 時）の降雨があり、床下浸水 38

棟、道路被害 26 箇所、がけ崩れ４箇所、その他農林水産業施設

等に被害をもたらし、その被害総額は 231,045 千円に及んだ。 

平成２年 12 月 竜巻 12 月 11 日午後から夜にかけて発生した低気圧が関東北部を通

過し、県内において局地的に竜巻や雷雨、ヒョウが降るなど茂原

市では大きな被害が発生した。当市では、田倉地区において発生

した竜巻により、建物が倒壊し負傷者１人、住家の半壊２棟、非

住家の全半壊５棟の被害が発生した。 

平成７年１月 突風 １月４日寒冷前線が房総半島を通過し、朝から南西の強い風が

吹き 12 時 30 分頃、青堀地区及び富津地区で突風が発生し、建物

114 棟の屋根等に被害が発生した。 

平成８年９月 台風 17 号 ９月 22 日未明から夕刻にかけ台風 17 号の影響により強風を

伴った大雨があり、総雨量262ミリメートル、最大時間雨量47ミ

リメートル（11 時～12 時）を記録した。このため、死者１人、

重傷者１人、住家の全壊１棟、床上浸水18棟、床下浸水151棟を

はじめとして農地の冠水、道路の陥没、河川の決壊、がけ崩れ

等、市内全域にわたり大きな被害が発生した。 

平成 10 年７月 雷雨 ７月 30 日午後から夕刻にかけて、千葉県南部を中心に雷雨が

あり、落雷により全焼１棟、一部損壊３棟の火災が発生した。 

平成 11 年５月 暴風 ５月 27 日未明から夕刻にかけて、発達中の低気圧が北陸地方

から東北地方に進んだため、千葉県は南西の風が強く吹き、屋根

の修理中に突風にあおられて転倒しけがをした者３人の被害が発

生した。 

平成 11 年７月 大雨 ７月 13 日未明から深夜にかけ、日本の南海上を熱帯低気圧が通

過し、暖かく湿った空気が流れ込み大雨をもたらし、総雨量179ミ

リメートル、時間最大雨量42ミリメートル（14時～15時）を記録

し、床下浸水９棟、がけ崩れ25箇所の被害をもたらした。 

平成 11 年 11 月 強風 11 月１日未明から夕刻にかけて、南西の風が非常に強く、強風

にあおられ転倒し１人の者がけがを負う被害が発生した。 

平成 13 年９月 台風 15 号 ９月10日から11日にかけて接近した台風15号の影響により、

強風にあおられ転倒し軽傷を負った者１人、暴風による住家の一

部破損 10 棟の被害が発生した。 
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発生年月 区分 被  害  状  況 

平成 14 年 10 月 台風 21 号 10 月１日夕刻から夜遅くにかけて接近した台風 21 号の影響に

より、屋根の修理中に軽傷を負った者１人、暴風のため、被災者

所有の鉄塔が屋根に倒れたことによる住家の半壊１棟、住家の一

部破損１棟、大雨の影響による床下浸水１棟の被害が発生した。 

平成 15 年８月 台風 10 号 ８月９日台風 10 号の接近による強風により、作業中の女性が

転倒し重傷を負う被害が発生した。 

平成 16 年 10 月 台風 22 号と秋

雨前線による大

雨 

10 月９日の未明から 10 日にかけ、台風 22 号の接近と秋雨前線に

より強風を伴った大雨があり、総雨量 217 ミリメートル、時間最大

雨量31.5ミリメートル（９日０時～１時）を記録した。このため、

強風により転倒した重傷者１人、住家の一部破損９棟、床上浸水１

棟の被害が生じ、６地区11世帯33人が自主避難をした。 

平成 18 年 10 月 高潮 10 月７日から８日にかけて、富津、西川、大堀地区において高

潮の影響で海水が排水路を遡上し冠水、床下浸水３棟、道路の冠

水３箇所の被害が発生した。 

平成 18 年 12 月 大雨、暴風 12 月 26 日から 27 日にかけて、強風を伴った大雨があり、総雨

量 221 ミリメートルを記録した。このため、床上浸水１棟、床下

浸水３棟の被害が発生し、１世帯３人が自主避難をした。 

平成 19 年９月 台風９号 ９月６日から７日にかけて、強風を伴った大雨があり、総雨量

144 ミリメートルを記録した。このため、自主避難所を７箇所開

設し 10 人が避難をした。 

平成 23 年９月 台風 15 号 非常に強い勢力の台風 15 号が日本列島を北上した影響によ

り、本市では住家一部破損が５棟、道路被害・冠水各１箇所の被

害が発生、最大雨量 208 ミリメートルを記録し、自主避難所を５

箇所開設し 25 人が避難した。 

平成 24 年９月 台風 17 号 ９月 30 日の夜遅くにかけて関東甲信地方を通過した台風 17 号

の影響により、住家一部損壊 １棟、漁業被害３件、防災行政無

線子局スピーカ１個に被害が発生し、自主避難所５箇所を開設し

て 27 人が避難した。 

平成 25 年 10 月 台風 26 号 10 月 16 日未明から当市に接近した台風 26 号により、連続雨量

441 ミリメートル、時間最大雨量 64 ミリメートル、最大風速 20

メートルを記録した。このため、床上浸水 20 棟、床下浸水 43

棟、住家一部損壊 34 棟をはじめ、市内各所において道路の決

壊、がけ崩れ、水産業関連施設、農業用施設等に大きな被害をも

たらした。 

なお、湊川流域、白狐川流域及び土砂災害警戒地域に対し避難

勧告を行い、公設の避難所10箇所を開設して138人が避難した。 

平成 29 年 10 月 台風 21 号 10 月 22 日未明から朝にかけて本州を通過した台風 21 号の影響

により強風を伴った大雨があり、住家全壊１棟、道路等の倒木・

土砂災害13件、停電 最大 2,500軒、断水92戸の被害が発生した

ほか、高潮による被害として、金谷地区などで床上浸水３棟、床

下浸水２棟、大型商業施設の損壊、数隻の漁船が転覆・打ち揚げ

られるなど大きな被害が発生した。 
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発生年月 区分 被  害  状  況 

令和元年９月 令和元年房総半

島台風 

９月９日未明から朝にかけ台風 15 号の影響により強風を伴っ

た大雨があり、最大時間雨量 73 ミリメートル（２時 40 分～３時

40分）を記録した。このため、重傷者１人、軽傷者１人、道路・

河川等の倒木・土砂災害が 172 件、道路通行止め箇所が 90 路線

（国道・県道・市道）、ライフラインの被害として停電 最大

26,200 軒（最長 17 日間）、断水 最大 2,000 戸（最長 11 日間）、

農業施設や農産施設、農地、林道、漁船等市内全域にわたり大き

な被害が発生した。 

なお、自主避難所を８箇所開設し、市内全域の土砂災害警戒区

域に対し避難勧告を発令した。 

令和元年 10 月 令和元年東日本

台風 

10 月 12 日の朝と昼過ぎに台風 19 号の影響により大雨のピーク

があり、倒木・土砂災害 28 件など台風 15 号の被害を更に拡大さ

せるものとなり、停電 最大 5,500 軒（最長５日間）、断水 最

大 115 戸（最長４日間）の被害が発生した。 

なお、市内全域に避難勧告を発令し、公設の避難所 16 箇所を

開設して 1,658 人が避難した。また、地域において自主的に避難

所６箇所を開設した。 

台風 15 号及び 19 号を合わせた住家被害は、全壊 48 棟、半壊

230 棟（うち床上浸水２棟）、一部損壊 3,586 棟（うち床上浸水１

棟、床下浸水１棟）、非住家被害は、全壊２件、半壊３件、一部

損壊 16 件の被害が発生した。 

令和元年 10 月 大雨 10 月 25 日明け方から夕方にかけて、台風 21 号に伴う大雨があ

り、総雨量183ミリメートル、最大時間雨量38ミリメートル（15

時～16時）を記録した。このため、床下浸水１棟、倒木・土砂災

害 20 件の被害が発生した。 

令和３年 11 月 突風 11 月９日の午後２時ごろ、大雨警報発令中の富津地区に最大風

速推定 35m の突風（竜巻の可能性が高い）が発生し、その影響に

より、住家40件、非住家20件、その他11件の被害が発生した。 

資料：富津市防災会議「富津市地域防災計画（風水害編）」 
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３ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

起きてはならない最悪の事態に関しては、基本計画を参考にしつつ、想定したリスク及び本

市の特性を踏まえて、６つの「事前に備えるべき目標」の妨げになるものとして、28の「起き

てはならない最悪の事態」を次のように設定した。 

■ 事前に備えるべき目標と起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

事前に備えるべき目標 回避すべき「起きてはならない最悪の事態」 

１．あらゆる自然災害に

対し、直接死を最大

限防ぐ 

1-1 
大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複

合的・大規模倒壊による多数の死傷者の発生 

1-2 
地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者

の発生 

1-3 広域にわたる大規模津波による多数の死傷者の発生 

1-4 
突発的又は広域的な洪水・高潮に伴う長期的な市街地等の浸水に

よる多数の死傷者の発生※ 

1-5 
大規模な土砂災害（深層崩壊、土砂・洪水氾濫）等による多数の

死傷者の発生 

２．救助・救急､医療活

動が迅速に行われる

とともに、被災者等

の健康・避難生活環

境を確実に確保する

ことにより、関連死

を最大限防ぐ 

2-1 
自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の

絶対的不足 

2-2 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エ

ネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

2-3 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災

者の健康・心理状態の悪化による死者の発生 

2-4 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エ

ネルギー供給の停止 

2-5 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による混乱 

2-6 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-7 大規模な自然災害と感染症との同時発生 

３．必要不可欠な行政機

能は確保する 
3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

４．経済活動を機能不全

に陥らせない 

4-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

4-2 
工場や産業施設の火災、爆発に伴う有害物質等の大規模拡散・流

出 

4-3 
食料等の安定供給の停滞に伴う、市民生活・社会経済活動への甚

大な影響 

4-4 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

4-5 
農地・森林や生態系等の被害に伴う地域の荒廃・多面的機能の低

下 

 
※ため池の損壊によるものや、防災インフラの損壊・機能不全等による

洪水・高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含む。 
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事前に備えるべき目標 回避すべき「起きてはならない最悪の事態」 

５．情報通信サービス、

電力等ライフライ

ン、燃料供給関連施

設、交通ネットワー

ク等の被害を最小限

にとどめるととも

に、早期に復旧させ

る 

5-1 

防災・災害対応に必要な通信インフラの障害等により、災害時に

活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず

避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5-2 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供

給、石油・LP ガス等の長期間にわたる機能の停止 

5-3 上下水道施設の長期間にわたる機能停止 

5-4 交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

６．社会・経済が迅速か

つ従前より強靱な姿

で復興できる条件を

整備する 

6-1 
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョンや地

域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域が衰退する事態 

6-2 

災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネー

ター、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術

者等）の不足等により復興できなくなる事態 

6-3 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れ

る事態 

6-4 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず

復興が大幅に遅れる事態 

6-5 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等に

よる有形・無形の文化の衰退・損失 

6-6 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、失業・倒産等による地

域経済等への甚大な影響 

 

 

４ 国土強靱化に関する施策分野 

本市の強靱化に向けた取組を推進していくための施策分野については、リスクシナリオを回

避するために必要な施策を念頭に置きつつ、基本計画及び県強靱化計画を参考として、次の11

の個別施策分野と２つの横断的分野を設定した。 

■ 国土強靱化に関する施策分野 ■ 

個別施策分野 

① 行政機能／消防等 ② 住宅・都市 ③ 上水道／下水道 

④ 保健医療・福祉 ⑤ 教育・文化 ⑥ 情報通信 

⑦ 産業構造 ⑧ 交通・物流 ⑨ 農林水産 

⑩ 地域保全 ⑪ 環境  

横断的分野 ⑫ リスクコミュニケーション ⑬ 老朽化対策  
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５ 脆弱性の分析・評価 

脆弱性評価に当たっては、リスクシナリオを縦軸に、施策分野を横軸に配置したマトリクス

表を作成し、まず、「起きてはならない最悪の事態」を回避するための施策群を「プログラム」

として整理した。 

次に、各プログラムを構成する個別施策ごとの課題や進捗状況を把握し、施策によって「起

きてはならない最悪の事態」の回避が可能であるか、不可能である場合に何が足りないかを脆

弱性として評価し、対応方策の検討を行った。 

 

■ マトリクス表による脆弱性評価及び推進方針の検討イメージ ■ 

 

 

リスクシナリオごとの脆弱性の分析・評価結果については、「第３章 強靱化の推進方針」に

おいて、リスクへの対応方策と合わせて示すとおりであり、この評価結果を踏まえた脆弱性評

価結果のポイントは以下のとおりである。 

 

① 施策の重点化とハード整備とソフト対策の適切な組合せ 

本市の国土強靱化に係る施策の実施主体の能力や財源に限りがあることを踏まえ、施策の重

点化を図りつつ、ハード整備とソフト対策を適切に組み合わせる必要がある。 

 

② 代替性・冗長性等の確保 

いかなる災害が発生しても社会・経済が機能不全に陥らず、速やかに復旧・復興を可能とす

るためには、バックアップの施設・システム等の整備により、代替性・冗長性を確保する必要

がある。 

行政機能／
消防等

住宅・都市 上水道／下水道 ・・・ ・・・

1-1

大規模地震に伴う、住宅・建
物・不特定多数が集まる施設
等の複合的・大規模倒壊によ
る多数の死傷者の発生

〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇

1-2
地震に伴う密集市街地等の大規
模火災の発生による多数の死傷
者の発生

〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇

・・・ ・・・・・・・・・ 〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇

2-1 ・・・・・・・・・ 〇〇〇〇 　 　 　 〇〇〇〇
　 　

2-2 ・・・・・・・・・ 〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇

・・・ ・・・・・・・・・ 〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇

・・・ ・・・・・・・・・ 〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇

・・・ ・・・・・・・・・

２．救助・救
急､医療活動
が迅速に行わ
れるとともに、
被災者等の健
康・避難生活
環境を確実に
確保することに
より、関連死を
最大限防ぐ

３．必要不可
欠な行政機
能は確保す
る

事前に備え
るべき目標

起きてはならない最悪の事態
（リスクシナリオ）

施策分野

脆弱性評価 推進方針

１．あらゆる
自然災害に
対し、直接死
を最大限防
ぐ

脆

弱

性

の

評

価

施策分野ごとの推進方針・事業の整理

① リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）

を回避するために必要な取組みを整理

② 個別施策ごとの課題や進捗状況を把握

③ リスクシナリオごとに、最悪の事態の回避に向けた

既存施策の対応力について分析・評価

④ 脆弱性の評価結果を踏まえ、リスクシナリオ（起きて

はならない最悪の事態）を回避するために、今後必要な

施策を検討

対

応

方

策

の

検

討

⑤ 推進方針を施策分野ごとに整理
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また、平時においても利活用等が図られ、市民にとっての利便性の増進が期待できるかとい

う点や、自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮されているかという点について留

意することが必要である。 

 

③ 施策実行のための人材育成・担い手確保、デジタル等新技術の活用 

事前防災や復旧復興を担う建設業における技能労働者の高齢化の進展等を要因とする担い手

不足に対応し、優れた技術を次世代に継承するため、人材の確保・育成、最新のデジタル技術

の活用による生産性の向上等に係る取組や適正な請負契約の推進といった環境づくりを進める

必要がある。 

また、人口減少下において、各種の国土強靱化に関する施策を従来よりも効率的に進めてい

くためにもDXを推進していく必要がある。 

 

④ 「自助」「共助」「公助」の組み合わせ 

本市における国土強靱化に係る施策を効果的に実施するためには、国や県、民間事業者、住

民等の多様な主体との情報共有や連携が必要不可欠である。 

また、連携と同時に、地域における民間事業者、市民一人ひとりが、行政任せではなく、自

らの身は自ら守り、お互いが助け合いながら地域でできることを考え、主体的に行動できるよ

う、国土強靱化の取組を広く周知するとともに、行政、民間事業者、住民それぞれが、様々な

形で周りと連携・協力しながら強靱化の取組の輪を広げ、重ねていくことが重要である。 
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第３章 強靱化の推進方針 

 

１ リスクシナリオごとの推進方針 

前章の脆弱性の分析・評価の結果に基づき、リスクシナリオを回避するために、今後何をす

べきか必要となる施策を検討し、リスクシナリオごとに対応方策として取りまとめた。 
 

目標１．あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 
1-1 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 1-1 
大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合的・大規模

倒壊による多数の死傷者の発生 
 

脆弱性評価  

（住宅・建築物等の安全対策の推進） 

○令和６年度末における市内の住宅の耐震化率の目標 95％を下回っている状況であり、耐震化を

より進める必要がある。 

○建築物等の耐震化に加え、危険ブロック塀等の除却や建築物の特定天井等非構造部材の耐震

化、アスベスト対策等を県と連携して推進していく必要がある。 

（市街地等の防災性向上） 

○本市の空家率は 21％（令和５年住宅・土地統計調査）となっている。災害時の倒壊等による危

害を防ぐため、管理が不十分な空家については、所有者等による適正管理や除却の対策が必要

である。 

○大規模な造成宅地において滑動崩落が発生し大きな被害が生じたことを踏まえ、大規模盛土造

成地の耐震対策の促進を図る必要がある。 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

○災害時に公共施設は、防災拠点施設や避難所となることから、施設の安全性の確保対策等を推

進する必要がある。 

○市内には、公立保育所６箇所、私立保育園４箇所、私立認定こども園２箇所、公立の地域子育

て支援拠点１箇所があり、耐震化への対策は講じたところであるが、築 40 年程度経過している

施設もあることから、市立保育所再配置計画に基づき存続する保育所については、今後策定す

る個別施設計画に沿った老朽化対策等による施設・設備の整備を実施する必要がある。 

○公共施設等総合管理計画や長寿命化修繕計画に沿った社会資本等の老朽化対策を推進していく

必要がある。 

（地域防災力の強化） 

○過去の大規模地震において家具等の転倒によって人的被害が生じたことを踏まえ、市民への家

具転倒防止対策等の必要性の周知を図る必要がある。 

（二次被害の防止） 

○職員の被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士の登録、判定資機材の備蓄、情

報連絡網の更新等、体制の維持・充実に努めているが、震災時に速やかな対応を可能とするた

め技術者の育成・確保が必要である。 
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推進方針 
 

  

（住宅・建築物等の安全対策の推進） 

① 住宅・民間建築物の耐震化 【住宅・都市】【建設経済部】 

○防災・安全交付金を活用し、木造住宅の耐震化、及び危険ブロック塀等の除却事業を推進する。 

《 主な取組 》 

 わが家の耐震相談会（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

 富津市木造住宅耐震診断事業（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

 富津市木造住宅耐震改修事業補助金（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

 富津市危険ブロック塀等除却事業補助金（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

わが家の耐震相談会開催回数 
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

4 回 

（令和 6 年度） 

4 回 

（毎年度） 
都市政策課 

富津市木造住宅耐震診断診断実施件数 
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

7 件 

（令和 6 年度） 

6 件 

（毎年度） 
都市政策課 

富津市木造住宅耐震改修事業補助金交付件数 
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

0 件 

（令和 6 年度） 

2 件 

（毎年度） 
都市政策課 

富津市危険ブロック塀等除却事業補助金交付件数 
（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

2 件 

（令和 6 年度） 

10 件 

（毎年度） 
都市政策課 

 

② 既存建築物等の総合的な安全対策の推進 【住宅・都市】【建設経済部】 

○国・県の交付金・補助金制度を活用し、各種市有施設の対策を行うとともに、助成制度を通じ

て民間建築物の耐震化、アスベスト対策、危険ブロック塀対策等を推進する。 

《 主な取組 》 

 住宅・建築物安全ストック形成事業 
 

（市街地等の防災性向上） 

③ 空家対策の推進 【住宅・都市】【建設経済部】 

○空家等対策計画に基づき管理が不十分な空家等について、所有者等へ適正な管理を促す。 

《 主な取組 》 

 空家等対策事業 
 

④ 大規模盛土造成地の耐震対策 【地域保全】【建設経済部】 

○国から、第二次スクリーニングが完了するまでに相当な期間や多大な費用を要するため、第二

次スクリーニングによる安全性の確認が完了していない盛土に対しては「経過観察」を実施し、

安全性が確保されていることを把握する必要があるとされ、「大規模盛土造成地の経過観察マ

ニュアル」が示されたことを踏まえ、当該マニュアルに沿った大規模盛土の状況把握に努める。 
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（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

⑤ 児童福祉施設等の防災・減災対策 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○富津市こども計画（第Ⅲ期富津市子ども・子育て支援事業計画）に基づく地域子ども・子育て

支援事業を利用する児童やその保護者、職員の安全・安心を守るため、児童福祉施設等の耐震

性の向上を図るとともに、防災・減災機能の強化に努める。 

《 主な取組 》 

 児童福祉施設等整備事業 
 

⑥ 幼児教育・保育施設等の災害対策の強化 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○市立保育所再配置計画に基づき存続する保育所については、今後策定する個別施設計画に沿っ

た老朽化対策等による施設・設備の整備を実施する。また、私立保育園等についても建築年が

経過している施設もあり、施設・設備の老朽化に懸念があることから、交付金等を活用して施

設等の整備を実施する。 

《 主な取組 》 

 幼児教育・保育施設等整備事業 
 

⑦ 学校施設の災害対策の強化 【教育・文化】【教育部】 

○老朽化が進んだ施設については、「富津市学校施設整備基本計画」に基づき、長期的な使用を

想定した長寿命化改修や非構造部材の耐震化を補助事業等を活用しながら実施していく。また、

屋内運動場や特別教室など、空調設備が整備されていない教室等に対し、計画的に空調設備を

整備していく。 

《 主な取組 》 

 大規模改造（空調）事業 

 防災機能強化事業 

 長寿命化改良事業（長寿命化事業・予防改修事業） 
 

⑧ 公民館等の施設整備、危機管理対策の推進 【教育・文化】【教育部】 

○社会教育施設の適切な管理と、老朽化した設備の改善工事や修繕を実施し、避難者が安全で安

心して利用できる環境を整備する。また、万が一事故や災害が起きてしまった場合の様々なリ

スクをあらかじめ把握し、危機管理対策を講じる。 

《 主な取組 》 

 公民館（市民会館）管理運営事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

公民館における防災訓練実施回数 
2 回／年 

（令和 7 年度） 

2 回／年 

（毎年度） 
公民館 
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（地域防災力の強化） 

⑨ 防災意識の高揚、家具固定の促進 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○学校における防災教育や家庭内備蓄等の防災啓発を推進するとともに、出前講座や防災フェス

タ等により家具転倒防止の必要性を啓発し、各家庭において取り組んでもらうことで被害を軽

減できるよう努める。 

《 主な取組 》 

 出前講座・防災フェスタの実施 
 

（二次被害の防止） 

⑩ 被災建築物・宅地の応急危険度判定体制の整備 【住宅・都市】【建設経済部】 

○被災建築物応急危険度判定を迅速かつ円滑に行うため、千葉県建築士会君津支部及び千葉県建

築士事務所協会君津支部との「地震災害発生時における応急対策活動に関する協定書」に基づ

く協力体制による、連絡体制の維持や受入体制の整備に努める。 

○千葉県被災宅地危険度判定連絡協議会を通じ、判定士の研修訓練に努めるとともに、自治体相

互の応援・連絡体制をとることで、迅速な判定ができるよう努める。 
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1-2 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 1-2 地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 
 

脆弱性評価  

（火災予防対策の推進） 

○不特定多数が利用する施設への消防用設備等の適正な設置や、住宅用火災警報器、感震ブレー

カー、消火器等の設置、維持管理を継続的に行っていく必要がある。 

（市街地等の防災性向上） 

○本市の消防水利の設置率は 83.4％であり、今後も引き続き、地域の水利バランスの維持に配慮

した消火栓等の整備を進めていく必要がある。 

○市街地における延焼防止を図るため、建築物が密集し災害時に多くの被害が生じるおそれのあ

る地域においては防火地域及び準防火地域等の指定により、耐火建築物又は準耐火建築物の建

築の促進が必要である。 

○本市においては、富津都市計画区域、大佐和都市計画区域及び都市計画区域外とした都市計画

区域を設定し、都市施設の設定や用途地域を定めることにより誰もが安全・安心なまちづくり

を進めているが、人口減少・少子高齢化に伴い、都市機能等の集約などを踏まえたコンパクト

なまちづくりの検討が必要である。 

 
 

推進方針 
 

  

（火災予防対策の推進） 

① 住宅用火災警報器等の設置奨励 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○令和６年度において、富津市火災予防条例に基づき住宅用火災警報器を設置している条例適合

世帯率は46％であったことから、引き続き富津市独自に住宅用火災警報器配布事業を推進し、

条例適合率の向上を図る。また、設置から10年以上経過した感知器を交換する認識が普及して

いないことから、市の広報紙等を活用し、認知度の向上を図る。 

《 主な取組 》 

 富津市高齢者等住宅用火災警報器設置事業 
 

② 不特定多数が利用する施設への消防用設備等の適正な設置促進【行政機能／消防等】【消防本部】 

○消防用設備の設置指導、違反是正を推進するためには、消防法、建築基準法、火災予防条例等

の専門的知識が必要なことから予防技術資格者（消防職員）を育成し、違反是正の徹底や防火

管理体制の強化を図る。 

《 主な取組 》 

 教育訓練計画に基づく人材育成 
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（市街地等の防災性向上） 

③ 消防水利の整備推進 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○本市の上水道を管理する「かずさ水道広域連合企業団」の配水管改良工事計画に併せ、市内消

火栓の新設改良工事が実施され、老朽した消火栓の機能回復が進んでいる一方、大規模地震発

生時には市内各所において断水が予想され、消火栓は使用不可となることから、耐震性防火水

槽の増設に努め、自然水利（海・河川・堰等）を含めた消防水利の整備を図る。 

《 主な取組 》 

 消火栓負担金 

 消火栓新設改良負担金 

 耐震性防火水槽設置 
 

④ 防火地域等の指定 【住宅・都市】【建設経済部】 

○建築物が密集し災害時に多くの被害が生じるおそれのある地域においては、市街地における延

焼防止を図るため、防火地域及び準防火地域等の指定による耐火建築物又は準耐火建築物の建

築の促進が必要であるため、当該指定を継続する。 

 

⑤ 密集市街地の改善 【住宅・都市】【建設経済部】 

○都市計画区域における都市施設の設定や用途地域を定めることだけではなく、人口減少・少子

高齢化に伴い、都市機能等の集約などを踏まえたコンパクトなまちづくりの推進を図り、密集

市街地における様々なリスクの低減に努める。 
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1-3 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 1-3 広域にわたる大規模津波による多数の死傷者の発生 
 

脆弱性評価  

（警戒避難体制の整備） 

○令和４年３月に河川の洪水浸水想定区域、高潮の浸水想定区域内、津波の浸水想定区域のほ

か、土砂災害警戒区域等も含めた総合防災マップを作成し、全戸配布を行った。市民１人１人

が自宅を含め生活する場所のハザードを認識し、洪水・高潮・土砂災害等の災害時において適

切な避難行動がとれるよう、総合防災マップの浸透を図り、防災対策を促す必要がある。 

○出前講座、地区防災訓練等を通じて避難場所・避難経路等の確認やマイタイムラインの作成、

ローリングストック法の推奨、家具の転倒防止等日頃からできる準備について伝えている。継

続して市民の危機管理意識の向上に努めるとともに、災害リスクの周知・啓発を行っていく必

要がある。 

（津波避難体制の整備） 

○富津市地域防災計画に基づく津波避難に対する周知や訓練等を推進し、津波対策の強化を図る

必要がある。 

○引き続き、津波避難路・避難場所（津波避難ビル）等の整備や避難場所の方向を示した標高

（海抜）標示板の掲示を行うとともに、防災訓練の実施を通じた津波避難意識の向上を進め、

円滑な避難できるようにしていく必要がある。 

○南海トラフ地震に伴い発生する津波からの円滑な避難体制を確保するため、南海トラフ地震に

係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づき、津波浸水想定図における浸水深 30cm 以

上の区域内で、病院等不特定多数の者が出入りする施設や要配慮者利用施設に対して、避難計

画の策定を推進し、円滑な避難ができるようにする必要がある。 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

○災害時を想定し、要配慮者利用施設における入居者等の安全確保や避難計画等を定めるなど、

緊急時の防災対応を整備しておく必要がある。 

（防災インフラの整備） 

○準用河川施設（護岸等）の修繕等による機能維持を図っているが、管理用道路がなく、定期的

な状況確認が困難な箇所があるため、対応策を検討するとともに、準用河川として指定の見直

しも含め、今後検討が必要である。 

 
 

推進方針 
 

  

（警戒避難体制の整備） 

① ハザードマップの作成・活用 【行政機能／消防等】【総務部】 

○引き続き土砂災害（特別）警戒区域や津波災害警戒区域の指定、気象庁が発表する防災気象情

報の変更等を踏まえ、新たな総合防災マップの作成を推進するとともに、更新したハザード

マップの配布やハザードマップを活用した出前講座を実施することで住民への浸透を図り、災

害への備えと適切な避難行動がとれるよう啓発に努める。また、冊子だけでなくスマートフォ

ン等からでも各種ハザードを確認できるようWeb版防災ハザードマップの活用を推進する。 
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《 主な取組 》 

 富津市総合防災マップの作成・配布・活用 

 

② 災害リスクの周知 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○富津市総合防災マップやWeb版防災ハザードマップの更新を進め、出前講座や地区防災訓練を

通じて地域における災害リスクを認識してもらうとともに、各家庭において日頃から取り組む

ことができる備え等について分かりやすく伝えていく。 

《 主な取組 》 

 ハザードマップの周知・出前講座の実施 

 

③ 警戒避難体制の整備 【行政機能／消防等】【総務部】 

○ハザードマップの活用方法について出前講座を実施するなど、危険箇所を認識してもらい、避

難場所・避難所への経路の確認等の啓発に努めるとともに、公的施設だけではなく、安全な親

戚・知人宅や地域の集会所等への避難も有効な手段であることの周知啓発を行う。 

《 主な取組 》 

 出前講座の実施 
 

（津波避難体制の整備） 

④ 津波避難体制の推進 【行政機能／消防等】【総務部】 

○富津市地域防災計画に基づく津波避難に対する周知や訓練等を推進し、津波対策の強化を図る。 

《 主な取組 》 

 津波避難体制の推進 
 

⑤ 津波避難路・避難場所等の整備 【行政機能／消防等】【総務部】 

○新たな避難場所や津波避難ビルの指定を引き続き進めていく。また、総合防災マップを活用し

た出前講座や地区防災訓練等を通じて指定緊急避難場所だけでなく、地域の避難場所、避難経

路の確認等の呼びかけを実施していく。 

《 主な取組 》 

 指定緊急避難場所・津波避難ビルの指定、出前講座の実施 
 

⑥ 南海トラフ地震防災対策計画作成対象施設における計画策定の促進 【行政機能／消防等】【総務部】 

○浸水想定区域の施設（要配慮者利用施設を含む。）に対して、避難計画策定の必要性を説明し、

避難場所や情報伝達などについて説明することで支援する。 

《 主な取組 》 

 南海トラフ地震防災対策計画の策定の周知 
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⑦ 津波避難意識の向上及び訓練の実施 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○沿岸地域においては、直ちに海から離れた高さのある場所へ避難することなどを、出前講座を

活用して啓発するとともに、地区防災訓練などを通じて避難場所までの避難経路の確認を行う

ことで人的被害を防ぐよう努める。 

《 主な取組 》 

 津波避難訓練の実施 
 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

⑧ 要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等 【保健医療・福祉】【総務部】 

○河川・高潮浸水想定区域、土砂災害警戒区域及び津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設等に

対して、避難計画を作成する必要があることを周知し、内閣府が作成した避難行動判定フロー

やマイタイムライン等を活用して計画作成の支援を行う。 

《 主な取組 》 

 避難確保計画の作成支援 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成 
15 施設 

（令和 7 年度） 

作成義務施設数 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

 

（防災インフラの整備） 

⑨ 河川管理施設の整備推進 【地域保全】【建設経済部】 

○準用河川の現状を把握し、河川として管理すべき箇所を検討したのち、準用河川の指定を見直

す。 

○見直し後の準用河川について、必要に応じ、施設の維持補修や改修を行う。 

《 主な取組 》 

 河川維持事業 
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1-4 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 1-4 
突発的又は広域的な洪水・高潮に伴う長期的な市街地等の浸水による多数の死

傷者の発生 
 

脆弱性評価  

（警戒避難体制の整備） 

○令和４年３月に河川の洪水浸水想定区域、高潮の浸水想定区域内、津波の浸水想定区域のほ

か、土砂災害警戒区域等も含めた総合防災マップを作成し、全戸配布を行った。市民１人１人

が自宅を含め生活する場所のハザードを認識し、洪水・高潮・土砂災害等の災害時において適

切な避難行動がとれるよう、総合防災マップの浸透を図り、防災対策を促す必要がある。 

○出前講座、地区防災訓練等を通じて避難場所・避難経路等の確認やマイタイムラインの作成、

ローリングストック法の推奨、家具の転倒防止等日頃からできる準備について伝えている。継

続して市民の危機管理意識の向上に努めるとともに、災害リスクの周知・啓発を行っていく必

要がある。 

（市街地等の防災性向上） 

○排水施設について、壊れた箇所の修繕を行っているものの、下水道区域外の排水経路につい

て、そのほとんどが不明であるため、把握をするとともに、河川（県管理）への排水接続箇所

のフラップゲートが機能するよう、適切な管理を行う必要がある。 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

○災害時を想定し、要配慮者利用施設における入居者等の安全確保や避難計画等を定めるなど、

緊急時の防災対応を整備しておく必要がある。 

（農林業基盤・施設等の整備） 

○集中豪雨等による農地や農業用施設の湛水被害の解消、自然的社会的状況の変化等によって機

能低下した農業用排水施設等の整備・補強を進める必要がある。 

（防災インフラの整備） 

○準用河川施設（護岸等）の修繕等による機能維持を図っているが、管理用道路がなく、定期的

な状況確認が困難な箇所があるため、対応策を検討するとともに、準用河川として指定の見直

しも含め、今後検討が必要である。 

 
 

推進方針 
 

  

（警戒避難体制の整備） 

① ハザードマップの作成・活用［再掲］ 【行政機能／消防等】【総務部】 

○引き続き土砂災害（特別）警戒区域や津波災害警戒区域の指定、気象庁が発表する防災気象情

報の変更等を踏まえ、新たな総合防災マップの作成を推進するとともに、更新したハザード

マップの配布やハザードマップを活用した出前講座を実施することで住民への浸透を図り、災

害への備えと適切な避難行動がとれるよう啓発に努める。また、冊子だけでなくスマートフォ

ン等からでも各種ハザードを確認できるようWeb版防災ハザードマップの活用を推進する。 

《 主な取組 》 

 富津市総合防災マップの作成・配布・活用 
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② 災害リスクの周知［再掲］ 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○富津市総合防災マップやWeb版防災ハザードマップの更新を進め、出前講座や地区防災訓練を

通じて地域における災害リスクを認識してもらうとともに、各家庭において日頃から取り組む

ことができる備え等について分かりやすく伝えていく。 

《 主な取組 》 

 ハザードマップの周知・出前講座の実施 

 

③ 警戒避難体制の整備［再掲］ 【行政機能／消防等】【総務部】 

○ハザードマップの活用方法について出前講座を実施するなど、危険箇所を認識してもらい、避

難場所・避難所への経路の確認等の啓発に努めるとともに、公的施設だけではなく、安全な親

戚・知人宅や地域の集会所等への避難も有効な手段であることの周知啓発を行う。 

《 主な取組 》 

 出前講座の実施 
 

（市街地等の防災性向上） 

④ 内水浸水対策の推進 【住宅・都市】【建設経済部】 

○排水施設の修繕を行い、排水経路の適切な管理に努める。 

《 主な取組 》 

 道路維持事業 
 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

⑤ 要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等［再掲］ 【保健医療・福祉】【総務部】 

○河川・高潮浸水想定区域、土砂災害警戒区域及び津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設等に

対して、避難計画を作成する必要があることを周知し、内閣府が作成した避難行動判定フロー

やマイタイムライン等を活用して計画作成の支援を行う。 

《 主な取組 》 

 避難確保計画の作成支援 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成 
15 施設 

（令和 7 年度） 

作成義務施設数 

（令和 12 年度） 
防災安全課 
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（農林業基盤・施設等の整備） 

⑥ 農地・農業水利施設等の適切な保全管理 【農林水産】【建設経済部】 

○農業者等による組織が取り組む水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動、

並びに農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共同活動を支援する。 

《 主な取組 》 

 多面的機能支払交付金事業 

 中山間地域等直接支払推進事業 

 農業用施設維持事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

多面的機能支払交付金事業活動面積 
32,908a 

（令和 6 年度） 

32,908a 

（令和 12 年度） 
農林水産課 

中山間地域等直接支払推進事業活動面積 
509ａ 

（令和 6 年度） 

509ａ 

（令和 12 年度） 
農林水産課 

 

（防災インフラの整備） 

⑦ 河川管理施設の整備推進［再掲］ 【地域保全】【建設経済部】 

○準用河川の現状を把握し、河川として管理すべき箇所を検討したのち、準用河川の指定を見直

す。 

○見直し後の準用河川について、必要に応じ、施設の維持補修や改修を行う。 

《 主な取組 》 

 河川維持事業 
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1-5 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 1-5 大規模な土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 
 

脆弱性評価  

（警戒避難体制の整備） 

○令和４年３月に河川の洪水浸水想定区域、高潮の浸水想定区域内、津波の浸水想定区域のほ

か、土砂災害警戒区域等も含めた総合防災マップを作成し、全戸配布を行った。市民１人１人

が自宅を含め生活する場所のハザードを認識し、洪水・高潮・土砂災害等の災害時において適

切な避難行動がとれるよう、総合防災マップの浸透を図り、防災対策を促す必要がある。 

○出前講座、地区防災訓練等を通じて避難場所・避難経路等の確認やマイタイムラインの作成、

ローリングストック法の推奨、家具の転倒防止等日頃からできる準備について伝えている。継

続して市民の危機管理意識の向上に努めるとともに、災害リスクの周知・啓発を行っていく必

要がある。 

○土砂災害のおそれのある箇所に対して、防止施設設置により対応することは非常に困難である

ため、早期の避難を促すことが重要である。 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

○災害時を想定し、要配慮者利用施設における入居者等の安全確保や避難計画等を定めるなど、

緊急時の防災対応を整備しておく必要がある。 

（農林業基盤・施設等の整備） 

○本市の森林面積は全体の６割を占めているが、その多くが伐採時期を過ぎた森林となってし

まっている。また、令和元年発生の災害により、市内各所で土砂崩落や倒木があり、荒廃して

いる森林が多い状況である。市内民有林に対して林業事業体が少ないことが課題として存在し

ていることに加え、森林を所有していることを認知していないことや認知をしているが管理で

きていない所有者が多いため荒廃している山林が多いことから、災害防止機能を持つ森林を適

切にするため、造林や間伐を促進する必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（警戒避難体制の整備） 

① ハザードマップの作成・活用［再掲］ 【行政機能／消防等】【総務部】 

○引き続き土砂災害（特別）警戒区域や津波災害警戒区域の指定、気象庁が発表する防災気象情

報の変更等を踏まえ、新たな総合防災マップの作成を推進するとともに、更新したハザード

マップの配布やハザードマップを活用した出前講座を実施することで住民への浸透を図り、災

害への備えと適切な避難行動がとれるよう啓発に努める。また、冊子だけでなくスマートフォ

ン等からでも各種ハザードを確認できるようWeb版防災ハザードマップの活用を推進する。 

《 主な取組 》 

 富津市総合防災マップの作成・配布・活用 
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② 災害リスクの周知［再掲］ 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○富津市総合防災マップやWeb版防災ハザードマップの更新を進め、出前講座や地区防災訓練を

通じて地域における災害リスクを認識してもらうとともに、各家庭において日頃から取り組む

ことができる備え等について分かりやすく伝えていく。 

《 主な取組 》 

 ハザードマップの周知・出前講座の実施 
 

③ 警戒避難体制の整備［再掲］ 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○ハザードマップの活用方法について出前講座を実施するなど、危険箇所を認識してもらい、避

難場所・避難所への経路の確認等の啓発に努めるとともに、公的施設だけではなく、安全な親

戚・知人宅や地域の集会所等への避難も有効な手段であることの周知啓発を行う。 

《 主な取組 》 

 出前講座の実施 
 

④ 土砂災害の危険性のある個所の指定促進 【地域保全】【建設経済部】 

○引き続き、がけ崩れのおそれのある箇所の「急傾斜地崩壊危険区域」への指定等、土砂災害を

起こすおそれのある箇所の指定を県に働きかけていく。 

 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

⑤ 要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成等［再掲］ 【保健医療・福祉】【総務部】 

○河川・高潮浸水想定区域、土砂災害警戒区域及び津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設等に

対して、避難計画を作成する必要があることを周知し、内閣府が作成した避難行動判定フロー

やマイタイムライン等を活用して計画作成の支援を行う。 

《 主な取組 》 

 避難確保計画の作成支援 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

要配慮者利用施設等の避難確保計画の作成 
15 施設 

（令和 7 年度） 

作成義務施設数 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

 

（農林業基盤・施設等の整備） 

⑥ 森林の多面的機能の保全 【農林水産】【建設経済部】 

○「富津市森林整備計画」に基づき、森林資源として多面的機能の発揮のための整備を促進する。

また、森林の所有者や管理状況を県・林業事業体と情報共有し、計画的な森林整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 森林環境整備事業 
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目標２．救助・救急､医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確

実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ 
2-1 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 2-1 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 
 

脆弱性評価  

（救助救急活動体制の整備） 

○災害時における救命率向上のため、救急救命士の計画的な養成及び資格取得者の継続的な採用

が必要である。 

（消防体制の整備） 

○初動体制の整備及び各種教育訓練により高度な知識と技術を備えた消防職員を養成しており、

引き続き、訓練等の充実に努めるとともに、消防施設をはじめ、緊急車両・資機材の計画的な

更新を進め、消防体制の充実強化を図る必要がある。 

○緊急消防援助隊及び千葉県消防広域応援隊受援時の連携体制の強化や援助隊の円滑な運用体制

の構築が必要である。 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

○津波浸水予想域内に設置されている消防施設は天羽分署のほか、消防団詰所及び機庫は４箇所

あり、適地への移転や施設の老朽化に対する対応が必要である。 

○大規模災害においても 119 番通報の受信、出動隊の編成、指令を送る設備である通信指令シス

テムと、消防救急活動の情報伝達を行う無線設備は極めて重要なシステムであるため、引き続

き耐災害性の強化による安定運用と障害発生時における代替通信手段の整備と早期復旧体制の

構築を図っていく必要がある。 

（地域防災力の強化） 

○大規模災害時には、「公助」が行き届かないことが過去の例からも明らかなため、地域の防災力

の充実強化に努め、引き続き、自主防災組織の設立促進のための支援及び組織活動の活発化に

努める必要がある。また、自主防災組織等によるこれまでの地域の取組を活かしながら、地区

の特性に応じた計画の策定を促進する必要がある。 

○消防団については消防団 OB による災害活動に特化した機能別団員制度の導入、女性を含めた若

者の入団促進や消防署と連携した活動の推進を図っているものの、消防団員の減少・高齢化が

進行している状況を踏まえ、自主防災組織等との連携を強め、地域防災力の向上を図るととも

に、大規模災害時の現場活動において、安全確保のため装備品を充実させていく必要がある。 

○企業等の防災力の向上のため、職場などの災害対応計画等の作成を促進するとともに、企業が

自衛活動にとどまることなく、近隣地域での発災に対しても自発的な応援活動を行うなどの

「共助」による取組を推進する必要がある。 
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推進方針 

 
  

（救助救急活動体制の整備） 

① 救急救命士及び指導救命士の養成等 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○経験豊富な救急救命士の昇格等で救急車に乗車しない救急救命士が段階的に増え、現場救急救

命士の人員不足が懸念されることから、救急救命士の養成及び断続的な採用に努める。また、

大学及び専門学校を卒業した若年層の救急救命士が増え、救急活動の円滑化、知識、技術の向

上を目的とするため、教養及び訓練計画を担う指導的立場である指導救命士の養成を図る。 

《 主な取組 》 

 救急高度化推進計画に基づく人材育成 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

救急救命士有資格者 
31 人 

（令和 7 年度） 

31 人 

（令和 12 年度） 
消防署 

指導救命士の養成 
1 人 

（令和 7 年度） 

3 人 

（令和 12 年度） 
消防署 

 

（消防体制の整備） 

② 消防力の強化 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○多数の経験豊富な職員の定年退職に備え、各種教育訓練により高度な知識と技術を備えた消防

職員の養成に努める。 

○引き続き、訓練等の充実に努めるとともに、消防施設をはじめ、緊急車両・資機材の計画的な

更新を進め、消防体制の充実強化を図る。 

○千葉県消防広域化基本計画に基づき、近隣消防本部との消防広域化への協議を推進し、不足す

る消防力の充実を図る。 

《 主な取組 》 

 千葉県消防広域化基本計画の推進 

 教育訓練計画に基づく人材育成 

 富津市消防本部受援計画の更新 
 

③ 消防広域応援体制の整備推進 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○緊急消防援助隊及び千葉県消防広域応援隊受援計画を基に、受援時の連携体制の強化や援助隊

の円滑な運用体制の構築を図る。 

《 主な取組 》 

 応援隊登録車両更新計画の更新 
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（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

④ 消防活動拠点の耐災害性強化 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○富津市津波・高潮ハザードマップの津波浸水予想域内に設置されている消防施設を適地に移転

新築し、その他の消防施設は改築や補修等により適切な維持管理に努め、防災拠点施設として

の機能の維持を図る。 

《 主な取組 》 

 消防団詰所等整備事業 
 

⑤ 消防の情報通信施設の強化 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○耐災害性の強化による安定運用と障害発生時における代替通信手段の整備と早期復旧体制の構

築に努めるとともに、デジタル無線機固定局及び移動局等設備の更新を関係機関と協力し、計

画的に推進する。 

《 主な取組 》 

 消防救急デジタル無線機の更新 
 

（地域防災力の強化） 

⑥ 消防団の充実・強化 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○消防団員を確保するため、機能別団員制度の活用や女性を含めた若者の入団促進に努める。 

○自主防災組織等と連携を深めるため定期的に訓練を実施するとともに、老朽した車両や資器材

及び個人装備の更新と、団員の安全を確保するための安全管理マニュアルの更新に努める。 

《 主な取組 》 

 消防団車両更新・装備品貸与 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

消防団員充足率 
85.0％ 

（令和 7 年度） 

100% 

（令和 12 年度） 
消防総務課 

⑦ 自主防災組織の充実・強化 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○地域の防災リーダーとなる人材を育成するため、災害対策コーディネーター養成講座や防災研

修会の実施、自主防災組織への資機材の交付など、人と物の両面で自主防災組織の充実・強化

を推進し、地域防災力の向上を図る。 

《 主な取組 》 

 自主防災組織促進事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

自主防災組織の設置率 
（設立団体数／自治会数） 

87.9％ 

（令和 7 年度） 

100％ 

（令和 10 年度） 
防災安全課 

 



 

40 

⑧ 地区防災計画の策定促進 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○自治会や自主防災組織のように地域単位で活動している団体に対して、その地域の実情に合っ

た計画の策定を促進するため、計画策定の助言などの支援を行う。 

《 主な取組 》 

 地区防災計画の策定支援 
 

⑨ 企業防災の促進 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○企業に対して、災害時に企業の果たす役割を認識してもらい、また、業務継続計画（BCP）の

策定に努めるよう推進するとともに、事業所における防災訓練の実施など防災活動の普及に努

める。 

《 主な取組 》 

 BCPの策定及び防災訓練の普及 
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2-2 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 2-2 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給

の途絶による医療機能の麻痺 

 

脆弱性評価  

（救助救急活動体制の整備） 

○ドクターヘリ対応については、市内 25 箇所の指定された臨時離発着場において傷病者の引き継

ぎを行っており、千葉市消防局航空隊ヘリ、自衛隊及び海上保安庁ヘリコプターとの合同訓練

を防災センターヘリポートにて実施している。一方、小学校等の統廃合により、廃校となった

学校利用者が民間に移行することで、今まで離発着場として利用していたグランドが使用でき

なくなった箇所があり、令和２年度より離発着場が減少している。陸路の閉鎖時においてはヘ

リコプターを活用することにより災害対応に迅速・適切な傷病者搬送等を行うため、平時から

の関係機関との連携強化を図っておく必要がある。 

（医療救護体制の強化） 

○君津木更津医師会・君津中央病院企業団等医療関係機関と連携し、負傷者への迅速かつ適切な

医療救護活動を実施するため、初期医療体制及び後方医療体制等の整備充実を図る必要があ

る。 

○医師や医薬品等の不足に備えた応援要請体制の整備を推進する必要がある。 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

○指定病院については、災害拠点病院に準じる施設として、災害時の医療確保のための機能の充

実を図るとともに、関係機関と連携して、電気、ガス、水道、医療用ガス等の災害時における

医療施設への円滑な供給体制を確保する必要がある。 

○医療施設への食料、飲料水、医薬品等の現物備蓄や緊急時における供給体制の整備等を促進す

る必要がある。 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

○大規模災害による道路ネットワークの分断や地区の孤立を回避するため、道路ネットワークを

形成する国・県・市の各道路管理者が平時から連携体制を構築し、災害時の情報共有、迂回路

の設定、応急復旧での応援など、相互に協力して対応する体制を整備する必要がある。 

○複数の輸送ルートの確保を図るため、緊急輸送路を補完する市道の整備を推進し、代替経路の

確保による道路ネットワークを整備する必要がある。 

○中山間地域は、多くの交通難所があり、全ての解消には多大な費用と時間を要するため、地域

の実情を踏まえて緊急性の高い箇所から計画的に整備を進める必要がある。 

○迅速な電力復旧及び道路啓開のため、引き続き協定に基づく情報伝達訓練等の実施による連携

強化を図っていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（救助救急活動体制の整備） 

① ヘリコプターによる救急搬送体制の確保 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○各地区の離発着場の空洞化を避けるため、新たな離発着場の確保に努め、災害時において迅速

な救急搬送体制が取れるよう、ヘリコプター離発着場の拡充を図る。 
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《 主な取組 》 

 ヘリコプター離発着場整備 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

ランデブーポイントの設置数 
25 箇所 

（令和 7 年度） 

30 箇所 

（令和 12 年度） 
消防署 

 

（医療救護体制の整備） 

② 医療救護体制の強化 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○君津木更津医師会・君津中央病院企業団等医療関係機関と連携し、負傷者への迅速かつ適切な

医療救護活動を実施するため、初期医療体制及び後方医療体制等の整備充実を図る。 

○医療救護活動に従事する医師等、又は医薬品・医療器具が不足する場合に備え、君津木更津医

師会・歯科医師会・薬剤師会と協定を締結し、応援要請体制の整備を図る。 

○避難所開設時に避難所に派遣される保健師が使用する救護バックの整備・更新に努める。 

《 主な取組 》 

 君津中央病院企業団負担金 

 富津市地域防災計画に基づく災害時の医療救護活動に関する協定書（君津木更津医師会） 
 

③ 災害時用医薬品等の確保 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○医薬品、医療器具等医療救護活動に必要な物資等を確保するため、薬剤師会等関係機関と協力

し、物資調達体制の整備を図る。 

《 主な取組 》 

 物資調達体制の整備 

 災害時の救護支援活動に関する協定書（君津木更津薬剤師会） 
 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

④ 医療施設の機能充実、ライフライン等の確保 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○指定病院については、災害拠点病院に準じる施設として、災害時の医療確保のための機能の充

実を図るとともに、関係機関と連携して、電気、ガス、水道、医療用ガス等の災害時における

医療施設への円滑な供給体制確保に努める。 

○食料、飲料水、医薬品等の現物備蓄や緊急時における供給体制の整備などの促進を図る。 

○医療施設における災害対応について定期的に調査を実施し、状況の把握に努める。 

《 主な取組 》 

 君津中央病院企業団負担金 
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（道路、港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

⑤ 多重型道路ネットワークの整備 【交通・物流】【建設経済部】 

○行政拠点へのアクセス向上や地域住民の避難経路、緊急車両通行空間の確保、交通分散化によ

る混雑緩和、近隣市との移動の円滑化機能を有するため、計画的に道路の整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 市道浅間山線整備事業 

 市道山王下飯野線整備事業 

 市道湊富士見台線整備事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

市道山王下飯野線整備事業の工事進捗率 
47.6% 

（令和 6 年度） 

60.0% 

（令和 12 年度） 
建設課 

市道浅間山線整備事業の工事進捗率 
38.8% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 11 年度） 
建設課 

市道湊富士見台線整備事業の工事進捗率 
47.5% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 9 年度） 
建設課 

 

⑥ 災害時の道路啓開体制の確保 【交通・物流】【建設経済部】 

○東京電力及び富津市建設関連５団体連合会との連携及び情報共有について、最善の方法を今後

も模索していく。 

○倒木による停電や通信断絶等を防ぐため、計画的な予防伐採を進める。 

《 主な取組 》 

 道路維持事業 
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2-3 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 2-3 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心

理状態の悪化による死者の発生 
 

脆弱性評価  

（避難所運営体制の整備） 

○災害時に開設する避難所の基準となる富津市避難所開設基本方針を必要に応じて改正するとと

もに、太陽光発電、蓄電池、LP ガス発電機等を整備して電力の確保に努めている。また、職員

に対する避難所開設訓練を継続的に実施し、各避難所で必要となる備蓄品の見直しを随時行っ

ている。今後は、地域住民が中心となって生活環境に配慮した避難所運営体制づくりを進める

ことと併せて、災害関連死等を防ぐための避難所の環境改善を図っていく必要がある。 

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

○国、県及び協定先からの流通による支援を考慮しながら市において適切な量の備蓄を進めると

ともに、家庭での備蓄の促進を図っていく必要がある。 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

○福祉避難所の円滑な開設・運営体制の構築を図るため、装備・資機材の充実、各種訓練等によ

る災害対応能力を向上させる必要がある。 

（保健衛生・防疫対策等の強化） 

○避難生活者や被災者からの相談に応じられるよう、全国の事例を参考に発災後における健康管

理面での留意情報などをあらかじめ明らかにし、発災時に実践できるよう平時から情報収集を

する必要がある。 

○避難所へのペットの同行避難に対応するため、狂犬病予防接種率の向上を図るとともに、首輪

と迷子札及びマイクロチップの装着や基本的なしつけの普及・啓発が必要である。 

○広域火葬場整備に伴い４市の火葬が１箇所に集約されたため、大規模災害等が発生した場合に

想定される影響等について整理し、千葉県広域火葬計画など踏まえた上で、その対策について

検討を進めていく必要がある。 

（ボランティア受入体制の整備） 

○ボランティアの受入れやボランティア活動の調整等を迅速かつ円滑に行うための人材育成や運

営体制の強化を進めていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（避難所運営体制の整備） 

① 避難所施設の安全確保、設備の充実 【行政機能／消防等】【総務部】 

○避難所における災害関連死等を防ぐため、非常用電源や避難所に必要な備品等を購入し、避難

所設備の充実強化及び避難生活環境の整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 防災用備品購入 
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② 避難所運営マニュアルに基づく訓練 【行政機能／消防等】【総務部】 

○地域住民や避難者が主体となって円滑な避難所運営ができるよう、地域ぐるみの取組を促進す

る必要があるため、引き続き出前講座等で訓練を実施していく。 

《 主な取組 》 

 出前講座の実施 
 

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

③ 公的備蓄による物資の確保 【行政機能／消防等】【総務部】 

○適切な備蓄量を確保するため、「新物資システム（B-PLo）」を活用した備蓄管理を行う。また、

購入等による備蓄目標を60％（現物備蓄）、国・県や協定締結先からの支援による備蓄目標を

40％（流通備蓄）とし、現物及び流通双方による備蓄に努める。 

《 主な取組 》 

 防災用消耗品購入事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

備蓄用非常食備蓄量 
34,588 食 

（令和 6 年度） 

53,400 食（89,000 食の 60％） 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

備蓄用保存水備蓄量 
（500ml ペットボトル換算） 

36,366 本 

（令和 6 年度） 

53,400 本（89,000 本の 60％） 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

 

④ 市民による備蓄の促進 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○広報紙や出前講座等を活用し、家庭内や事業所等においては、生活必要物資を３日から１週間

程度は備蓄することや、食料・飲料水等はローリングストック法による備蓄を推奨するなど、

市民の備蓄意識を啓発する。また、新生児向け防災グッズの支給を通じた子育て世代の備蓄意

識の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 新生児向け防災グッズ支給事業 
 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

⑤ 福祉避難所の円滑な開設及び運営 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○福祉避難所の設置運営に関する協定については、災害時において適切にその機能が発揮される

よう、装備・資機材の充実のための補助事業を検討するとともに、訓練等の実施により施設と

の連携を強化するなど、福祉避難所機能の充実を図る。 

○避難所運営マニュアルに福祉避難所の運営項目を加え、福祉避難所の円滑な開設・運営体制の

構築を図る。 

《 主な取組 》 

 福祉避難所の運営 
 
 
 
 
 



 

46 

（保健衛生・防疫対策等の強化） 

⑥ 心のケアなどの支援体制の整備・強化 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○災害時には、生命や財産の損害への対応とともに、心のケアの視点が重要となることから、被

災者の健康管理、栄養管理、リハビリテーション、心のケア等の迅速かつ適切な公衆衛生支援

を行うための体制づくりを行うとともに、避難生活者や被災者からの相談対応窓口や、発災後

における健康管理面での留意情報の周知のため、災害時の保健活動、栄養士活動等に対する情

報収集に努める。 

《 主な取組 》 

 公衆衛生支援等の実施 
 

⑦ 広域火葬体制の整備 【環境】【市民部】 

○君津地域４市で共同整備した広域火葬場（きみさらず聖苑）について、大規模災害等が発生し

た場合に想定される影響等を整理し、千葉県広域火葬計画などを踏まえた上で、その対策の検

討を進める。 

《 主な取組 》 

 広域火葬場整備運営事業 
 

⑧ 被災動物（犬・猫）への適切な対応 【環境】【市民部】 

○狂犬病予防注射について、集合注射の実施や、未接種犬の飼い主への指導により、接種を促進

する。 

○市ホームページや広報紙等により、動物の正しい飼い方について周知する。 

《 主な取組 》 

 畜犬登録・狂犬病予防事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

狂犬病予防注射接種率 
（注射交付頭数／登録頭数） 

70.8％ 

（令和 6 年度） 

80.0％ 

（令和 12 年度） 
環境保全課 

 

（ボランティア受入体制の整備） 

⑨ ボランティア受入体制の強化等 【保健医療・福祉】【市民部】 

○災害時、多数のボランティアの受入れやボランティア活動の調整等を迅速かつ円滑に行うため、

人材育成や社会福祉協議会との連携体制の強化を図る。 

《 主な取組 》 

 災害時のボランティアに関連する研修会等への参加 
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2-4 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 2-4 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給

の停止 
 

脆弱性評価  

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

○国、県及び協定先からの流通による支援を考慮しながら市において適切な量の備蓄を進めると

ともに、家庭での備蓄の促進を図っていく必要がある。 

○災害時における緊急車両の優先的な燃料の供給や防災拠点となる施設の燃料の供給確保策とし

て民間団体との間で災害時の優先給油に関する協定を締結している。災害発生時に協定に定め

た人的・物的支援に支障が生じないよう、平常時から点検に努める必要がある。 

○災害発生時に確実に物資を供給できるよう、引き続き民間物流施設の活用、協定の締結や市外

からの物資の応援受入体制を構築するなど、市、県、民間事業者等が連携した物資調達・供給

体制を構築し、実効性を高めていく必要がある。 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

○地域の住民、帰宅困難者等が安全に避難できる場所や消防、警察、自衛隊等の救援部隊が活動

できる拠点が必要となるため、防災拠点としての「道の駅」の整備を進めていく必要がある。 

（水道管の耐震化、応急給水体制の整備） 

○富津市域における上水道の管路（導・送・配水管）の総延長は約 476km であり、令和５年度末

の老朽管比率は 40.6％、耐震管比率は 17.4％となっており、耐震性の低い管路が多く、漏水事

故も多発している。配水場等の貯水施設についても老朽化が進んでいるため、耐震化と合わせ

て早急な施設整備が必要である。 

○合同応急給水訓練の実施等を通じ、かずさ水道広域連合企業団と富津市をはじめとする給水区

域内各市との連携強化を推進していく必要がある。 

（水資源の有効活用） 

○生活用水が不足する事態が想定されるため、地域の生活用水を確保する必要がある。 

（ボランティア受入体制の整備） 

○災害時にボランティアの受入れやボランティア活動の調整等を迅速かつ円滑に行うため、人材

育成や運営体制の強化を図っていく必要がある。 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

○迅速な電力復旧及び道路啓開のため、引き続き協定に基づく情報伝達訓練等の実施による連携

強化を図っていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

① 公的備蓄による物資の確保［再掲］ 【行政機能／消防等】【総務部】 

○適切な備蓄量を確保するため、「新物資システム（B-PLo）」を活用した備蓄管理を行う。また、

購入等による備蓄目標を60％（現物備蓄）、国・県や協定締結先からの支援による備蓄目標を

40％（流通備蓄）とし、現物及び流通双方による備蓄に努める。 
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《 主な取組 》 

 防災用消耗品購入事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

備蓄用非常食備蓄量 
34,588 食 

（令和 6 年度） 

53,400 食（89,000 食の 60％） 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

備蓄用保存水備蓄量 
（500ml ペットボトル換算） 

36,366 本 

（令和 6 年度） 

53,400 本（89,000 本の 60％） 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

 

② 市民による備蓄の促進［再掲］ 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○広報紙や出前講座等を活用し、家庭内や事業所等においては、生活必要物資を３日から１週間

程度は備蓄することや、食料・飲料水等はローリングストック法による備蓄を推奨するなど、

市民の備蓄意識を啓発する。また、新生児向け防災グッズの支給を通じた子育て世代の備蓄意

識の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 新生児向け防災グッズ支給事業 
 

③ 支援物資の調達・供給体制の構築 【行政機能／消防等】【総務部】 

○災害発生時に確実に物資を調達・供給できるよう、「新物資システム（B-PLo）」の活用、民間

物流施設の活用、協定の締結等により、市・県・民間事業者等が連携した物資調達・供給体制

を構築し、迅速かつ効率的な対応に向けて実効性を高める。 

《 主な取組 》 

 物資供給等に係る民間事業者等との協定の締結 
 

④ 石油燃料等の確保 【行政機能／消防等】【総務部】 

○災害時における緊急通行車両や災害拠点病院等へ優先的に燃料の供給を行うため、関係機関と

の協定等に基づく供給体制の整備を図る。 

《 主な取組 》 

 石油燃料等に係る民間事業者等との協定の締結 
 

⑤ 関係機関、民間団体等と連携した緊急輸送体制の整備 【交通・物流】【総務部】 

○民間事業者等との協定の締結により、物資の受入・輸送体制を構築することで、安定的に物資

を調達し必要な場所へ届けることができるよう体制整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 安定的な物資の受入・輸送体制の整備 
 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

⑥ 防災拠点としての「道の駅」の整備 【行政機能／消防等】【企画政策部】 

○災害時の避難場所や救助・応援部隊の活動拠点としての機能を持つ「道の駅」の整備を推進す

る。 
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《 主な取組 》 

 道の駅整備検討事業 
 

（水道管の耐震化、応急給水体制の整備） 

⑦ 水道施設の耐震化 【上水道／下水道】【かずさ水道広域連合企業団】 

○水道施設の広域化を図るため、水道事業の統合広域化に伴う交付金を有効活用して君津市との

連絡管の整備を進めつつ、老朽化した管路の耐震化を推し進める。特に耐震性の低い石綿セメ

ント管及び塩化ビニル管を重点的に耐震管への更新を行っていく。 

○水道施設の統廃合計画に基づき、老朽化した配水場等の貯水施設の整備や耐震化を進め、災害

時における水道水の確保を図る。 

《 主な取組 》 

 水道総合地震対策事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

上水道管路の耐震化 
（老朽管路延長） 

186,029ｍ 

（令和 6 年度） 

0ｍ 

（令和 30 年度） 
かずさ水道広域連合企業団 

 

⑧ 応急給水体制の充実 【上水道／下水道】【かずさ水道広域連合企業団】 

○災害時に迅速かつ的確に応急給水活動が行えるよう、富津市との連携強化の推進を図る。 

《 主な取組 》 

 応急給水体制の充実 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

応急給水訓練や 
情報伝達訓練の実施回数 

4 回／年 

（令和 6 年度） 

4 回以上／年 

（毎年度） 
かずさ水道広域連合企業団 

 

⑨ 水道事業相互応援体制等の整備 【上水道／下水道】【かずさ水道広域連合企業団】 

○相互応援協定に基づく救援部隊や救援物資等の受援体制の整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 相互応援協定の維持 
 

（水資源の有効活用） 

⑩ 災害時協力井戸登録制度の推進 【地域保全】【総務部】 

○市民や企業が所有する井戸を「災害時協力井戸」として事前に登録し、災害が発生したときに

水道施設が復旧されるまでの間、地域へ井戸水を提供して生活用水を確保する制度を推進する。 

《 主な取組 》 

 災害時協力井戸の登録 
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《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

災害時協力井戸登録数 

法人  8 件 

個人 52 件 

（令和 7 年度） 

法人  20 件 

個人 100 件 

（令和 12 年度） 

防災安全課 

 

（ボランティア受入体制の整備） 

⑪ ボランティア受入体制の強化等［再掲］ 【保健医療・福祉】【市民部】 

○災害時、多数のボランティアの受入れやボランティア活動の調整等を迅速かつ円滑に行うため、

人材育成や社会福祉協議会との連携体制の強化を図る。 

《 主な取組 》 

 災害時のボランティアに関連する研修会等への参加 
 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

⑫ 多重型道路ネットワークの整備［再掲］ 【交通・物流】【建設経済部】 

○行政拠点へのアクセス向上や地域住民の避難経路、緊急車両通行空間の確保、交通分散化によ

る混雑緩和、近隣市との移動の円滑化機能を有するため、計画的に道路の整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 市道浅間山線整備事業 

 市道山王下飯野線整備事業 

 市道湊富士見台線整備事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

市道山王下飯野線整備事業の工事進捗率 
47.6% 

（令和 6 年度） 

60.0% 

（令和 12 年度） 
建設課 

市道浅間山線整備事業の工事進捗率 
38.8% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 11 年度） 
建設課 

市道湊富士見台線整備事業の工事進捗率 
47.5% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 9 年度） 
建設課 

 

⑬ 災害時の道路啓開体制の確保［再掲］ 【交通・物流】【建設経済部】 

○東京電力及び富津市建設関連５団体連合会との連携及び情報共有について、最善の方法を今後

も模索していく。 

○倒木による停電や通信断絶等を防ぐため、計画的な予防伐採を進める。 

《 主な取組 》 

 道路維持事業 
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2-5 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 2-5 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による混乱 
 

脆弱性評価  

（帰宅困難者対策の推進） 

○大規模地震が発生し公共交通機関が運行停止となる場合には、通勤・通学や買い物などで外出

している人が帰宅できなくなる可能性があるため、JR 駅などの交通結節点周辺では各事業者と

の協力体制の構築が必要である。 

○県が整備を進めている「帰宅支援ステーション」の市民への一層の周知が必要である。 

○帰宅困難者一時滞在施設については、JR 駅の周辺施設を中心に確保に向けた取組を継続的に進

めていく必要がある。 

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

○国、県及び協定先からの流通による支援を考慮しながら市において適切な量の備蓄を進めると

ともに、家庭での備蓄の促進を図っていく必要がある。 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

○地域の住民、帰宅困難者等が安全に避難できる場所や消防、警察、自衛隊等の救援部隊が活動

できる拠点が必要となるため、防災拠点としての「道の駅」の整備を進めていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（帰宅困難者対策の推進） 

① 帰宅困難者対策の推進 【行政機能／消防等】【総務部】 

○公共交通機関が利用できなくなってしまった場合に備え、駅の最寄りの学校や公共施設等を避

難所として開設するなどして駅での混乱が生じないように努めるとともに、事業者に対して協

力を要請する。 

○市民にとどまらず、本市を訪れた旅行者に対しても周知を図るため、市ホームページにより、

情報収集と日頃からの備えの重要性について継続的に情報を発信する。 

○災害時において臨時バスやタクシーなどの代替輸送手段を確保するため、関係機関や事業者と

の協力体制の確保に努める。 

《 主な取組 》 

 帰宅困難者への情報提供、代替輸送手段の確保 
 

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

② 公的備蓄による物資の確保［再掲］ 【行政機能／消防等】【総務部】 

○適切な備蓄量を確保するため、「新物資システム（B-PLo）」を活用した備蓄管理を行う。また、

購入等による備蓄目標を60％（現物備蓄）、国・県や協定締結先からの支援による備蓄目標を

40％（流通備蓄）とし、現物及び流通双方による備蓄に努める。 

《 主な取組 》 

 防災用消耗品購入事業 
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《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

備蓄用非常食備蓄量 
34,588 食 

（令和 6 年度） 

53,400 食（89,000 食の 60％） 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

備蓄用保存水備蓄量 
（500ml ペットボトル換算） 

36,366 本 

（令和 6 年度） 

53,400 本（89,000 本の 60％） 

（令和 12 年度） 
防災安全課 

 

③ 市民による備蓄の促進［再掲］ 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○広報紙や出前講座等を活用し、家庭内や事業所等においては、生活必要物資を３日から１週間

程度は備蓄することや、食料・飲料水等はローリングストック法による備蓄を推奨するなど、

市民の備蓄意識を啓発する。また、新生児向け防災グッズの支給を通じた子育て世代の備蓄意

識の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 新生児向け防災グッズ支給事業 
 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

④ 防災拠点としての「道の駅」の整備［再掲］ 【行政機能／消防等】【企画政策部】 

○災害時の避難場所や救助・応援部隊の活動拠点としての機能を持つ「道の駅」の整備を推進す

る。 

《 主な取組 》 

 道の駅整備検討事業 
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2-6 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 2-6 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 
 

脆弱性評価  

（情報収集・伝達体制の整備） 

○災害時に孤立のおそれのある集落等への通信手段の確保を推進していくとともに、集落の避難

所となる集会所等の防災機能の強化を推進していく必要がある。 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

○大規模災害による道路ネットワークの分断や地区の孤立を回避するため、緊急輸送路を補完す

る市道の整備による代替経路の確保や中山間地域の計画的な整備による交通難所の解消を進め

るとともに、平時から各道路管理者との連携体制の構築を推進する必要がある。 

○道路の寸断による孤立化に備え、空からの救助・救出や物資の輸送を行う消防防災ヘリコプ

ターをはじめとした、関係機関のヘリコプターとの協力体制を構築していくとともに、迅速か

つ円滑に災害応急対策を実施できるよう、ヘリポートの整備・確保を促進する必要がある。 

（農林業基盤・施設等の整備） 

○災害時の避難路や迂回路としての機能を持つ農道・林道等の適正な維持管理や保全対策を進め

る必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（情報収集・伝達体制の整備） 

① 孤立のおそれがある集落等における通信手段の確保及び集会所等の機能強化 【情報通信】【総務部】 

○災害時に孤立のおそれのある集落等への通信手段の確保を推進するとともに、集落の避難所と

なる集会所等の防災機能の強化を図る。 

《 主な取組 》 

 孤立集落災害対策事業 
 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

② 多重型道路ネットワークの整備［再掲］ 【交通・物流】【建設経済部】 

○行政拠点へのアクセス向上や地域住民の避難経路、緊急車両通行空間の確保、交通分散化によ

る混雑緩和、近隣市との移動の円滑化機能を有するため、計画的に道路の整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 市道浅間山線整備事業 

 市道山王下飯野線整備事業 

 市道湊富士見台線整備事業 
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《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

市道山王下飯野線整備事業の工事進捗率 
47.6% 

（令和 6 年度） 

60.0% 

（令和 12 年度） 
建設課 

市道浅間山線整備事業の工事進捗率 
38.8% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 11 年度） 
建設課 

市道湊富士見台線整備事業の工事進捗率 
47.5% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 9 年度） 
建設課 

 

③ 災害時の道路啓開体制の確保［再掲］ 【交通・物流】【建設経済部】 

○東京電力及び富津市建設関連５団体連合会との連携及び情報共有について、最善の方法を今後

も模索していく。 

○倒木による停電や通信断絶等を防ぐため、計画的な予防伐採を進める。 

《 主な取組 》 

 道路維持事業 
 

④ ヘリポートの整備等 【交通・物流】【総務部、消防本部】 

○令和６年能登半島地震では道路の寸断等により孤立地域が多数発生しており、半島性を有する

本市においても大規模災害時においては孤立地域の発生が想定されることから、災害時におけ

るヘリポートとして活用できる場所の確保・整備を進める。 

○関係機関のヘリコプターとの協力体制を構築していくとともに、迅速かつ円滑に航空応援が行

われるよう、航空応援受援計画の具体化に努め、ヘリポートの整備・確保を推進する。 

《 主な取組 》 

 ヘリポートの確保・整備 
 

（農林業基盤・施設等の整備） 

⑤ 農道橋等の保全対策の推進 【農林水産】【建設経済部】 

○農道橋及び林道橋について長寿命化計画を策定し、計画に基づくメンテナンスサイクルを構築

することにより、安全・安心の確保、トータルコストの縮減を図る。 

《 主な取組 》 

 農道等施設長寿命化計画策定業務 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

農道等施設長寿命化計画策定業務 

農道橋 1 橋 

林道橋 1 橋 

（令和 7 年度） 

農道橋 1 橋 

林道橋 1 橋 

（令和 12 年度） 

農林水産課 
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2-7 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 2-7 大規模な自然災害と感染症との同時発生 
 

脆弱性評価  

（保健衛生・防疫対策等の強化） 

○市では災害時の感染症対策として、消毒薬やマスクを準備しているほか、関係の医療機関や君

津保健所等と密接なネットワークを構築して積極的な情報共有を行っている。今後も重大な感

染症の発生に備え、引き続き迅速な情報の収集・提供、的確な初動体制の構築、人材の養成等

が必要である。 

○避難所における感染症拡大防止のため、避難所の区分けや個室スペース等の確保、受付窓口や

健康観察等での感染兆候の確認による早期発見体制の整備が必要である。 

（下水道施設の機能確保） 

○大規模地震等が発生した場合において、下水道施設が被災した場合でも速やかに下水道機能を

維持・回復する必要がある。 

○下水道施設の老朽化による被害拡大を防止する必要がある。 

（廃棄物処理対策の推進） 

○大規模災害に伴うし尿処理施設の停止に備え、近隣市との協定締結を進めていく必要がある。 

○し尿処理施設の設備の老朽化が散見されるようになってきたため、計画的な整備を行っていく

必要がある。また、合併処理浄化槽への転換促進を図っていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（保健衛生・防疫対策等の強化） 

① 感染症対応体制の整備 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○重大な感染症の発生に備え、迅速な情報の収集・提供、的確な初動体制の構築、人材の養成等

に努める。 

○避難所における感染症拡大防止のため、避難所の区分けや個室スペース等の確保、受付窓口や

健康観察等での感染兆候の確認による早期発見に努める。 

《 主な取組 》 

 感染症拡大を防止するための物資の調達 
 

② 予防接種の促進 【保健医療・福祉】【健康福祉部】 

○各種の病原体に対して免疫を持たない乳幼児に予防接種を行い、感染・発病・重症化予防に努

め、感染症のまん延の予防、健全な育成を図るとともに、抵抗力の弱い高齢者に対しては、重

症化を予防し健康な生活が送れるようインフルエンザ・肺炎球菌等の予防接種を行う。 

《 主な取組 》 

 各種予防接種事業 
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（下水道施設の機能確保） 

③ 下水道 BCP 実施体制の整備 【上水道／下水道】【君津富津広域下水道組合】 

○大規模地震等が発生した場合において、下水道施設が被災した場合でも速やかに下水道機能を

維持・回復する必要があることから、下水道BCPに基づき適切に対応できるよう体制の整備に

努める。また、必要に応じて適宜計画の見直しを図る。 

《 主な取組 》 

 下水道BCP（業務継続計画）事業 
 

④ 下水道ストックマネジメントの推進 【上水道／下水道】【君津富津広域下水道組合】 

○下水道施設の老朽化による被害拡大を防止するため、ストックマネジメント計画に基づいた維

持管理を推進する。 

《 主な取組 》 

 ストックマネジメント事業 
 

（廃棄物処理対策の推進） 

⑤ し尿処理対策の推進 【環境】【市民部】 

○し尿処理施設（富津市クリーンセンター）の計画的な施設整備を実施する。 

○発災時に備え、近隣市との連携による広域的な処理体制の構築を検討する。 

《 主な取組 》 

 クリーンセンター管理運営事業 
 

⑥ 合併処理浄化槽の設置促進 【環境】【市民部】 

○単独処理浄化槽・くみ取り便所から合併処理浄化槽へ転換する場合には補助金を交付すること

により、合併処理浄化槽の設置の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 浄化槽設置促進事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

浄化槽転換事業補助金の交付件数 
5 基 

（令和 6 年度） 

60 基 

（令和 12 年度） 
環境保全課 
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目標３．必要不可欠な行政機能は確保する 
3-1 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 
 

脆弱性評価  

（災害応急活動体制の強化） 

○「富津市業務継続計画」に基づき、大規模災害等が発生した場合でも適切な業務を行い、災害

対策本部の初動体制の充実・強化など機能不全に陥らない体制を整備する必要がある。 

○大規模災害による発災直後は、職員や施設等の資源の制約により行政機能の低下が想定され、

限られた資源の中で各部・各班が自班の災害応急業務を適切に行い、関係機関等を含む様々な

セクションと連携を取る必要があるため、職員全体が防災意識を高め、組織的な災害対応能力

を強化していく必要がある。 

○災害時の相互応援協定に基づく支援・受援の内容や実施の手順、役割分担を庁内及び関係者間

で協議して、個別具体的な受援計画を策定する必要がある。 

（災害復旧・復興体制の整備） 

○職員が不足する中、建物被害調査、り災証明書発行、被災者台帳の整備、支援金等の支給等、

各種支援業務が多数発生するため、被災者の迅速な生活再建支援体制の整備とともに、デジタ

ル技術の活用を推進していく必要がある。 

（地域防災力の強化） 

○各地区の特性に応じた地域（地区）防災訓練を実施しており、引き続き自治会や自主防災会と

連携して、地域が主体となった津波避難訓練の支援や出前講座による災害図上訓練（DIG）な

どを実施していく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（災害応急活動体制の強化） 

① 業務継続体制の整備 【行政機能／消防等】【総務部】 

○災害時に優先的に実施すべき非常時優先業務を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、

継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定めておくことで大規模な災害時においても適切な業

務執行の整備を図る。また、策定後も必要に応じて見直しを行う。 

《 主な取組 》 

 富津市業務継続計画の更新 
 

② 職員の災害対応能力の強化 【行政機能／消防等】【総務部】 

○防災担当課や外部講師による職員研修の実施、また、災害時に編成される各部・各班による自

班の業務研修（グループワーク等）を実施することで、職員全体が防災意識を高め、組織的な

災害対応能力を強化していく。 

《 主な取組 》 

 職員研修の実施 
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③ 相互応援体制及び受援計画の推進 【行政機能／消防等】【総務部】 

○災害時の相互応援協定に基づく支援・受援の内容や実施の手順、役割分担を庁内及び関係者間

で協議し、現在の受援計画をより個別具体的に推進する。 

《 主な取組 》 

 相互応援体制及び受援計画の推進 
 

（災害復旧・復興体制の整備） 

④ デジタル技術を活用した生活再建の推進 【行政機能／消防等】【総務部】 

○発災後は、建物被害調査、り災証明書発行、被災者台帳の整備、支援金等の支給など、各種支

援業務が発生することから、デジタル技術を活用した「被災者生活再建支援システム」による

迅速な被災者支援及び生活の再建を推進する。 

《 主な取組 》 

 被災者生活再建支援システムの活用 
 

（地域防災力の強化） 

⑤ 防災訓練の実施 【行政機能／消防等】【総務部】 

○引き続き自治会や自主防災組織と連携して、地域が主体となった防災訓練の支援や出前講座に

よる地区防災訓練を実施する。また、避難所開設・運営訓練や防災フェスタ等により、市民の

防災意識の高揚を図る。 

《 主な取組 》 

 防災訓練の実施 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

地区防災訓練等出前講座の実施 
25 回／年 

（令和 7 年度） 

25 回／年 

（毎年度） 
防災安全課 
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目標４．経済活動を機能不全に陥らせない 
4-1 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 4-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 
 

脆弱性評価  

（事業継続の取組の推進） 

○サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下を回避するため、富津市中小企業資金融資

制度の活用や県融資制度の周知、農業協同組合等農林水産関係団体との協定締結推進など、サ

プライチェーンの機能維持に係る取組の促進を図る必要がある。 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

○市内の港湾施設は全て県管理であるため、施設の改良や維持修繕について引き続き県に要望し

ていく必要がある。 

○漁港施設は、機能保全計画策定の手引に基づき漁港施設の点検を実施した結果、機能が低下し

ており健全度評価Ａとなった施設が５箇所あり、機能保全計画に基づき、順次、機能保全工事

を実施していく必要がある。また、その他の施設についても、施設の維持・長寿命化並びに将

来の補修・更新コストの平準化・縮減化を図るため同計画に基づき、順次、機能保全工事を実

施する必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（事業継続の取組の推進） 

① 農林水産物・食品等の生産・加工・流通を含むサプライチェーンの機能確保 【産業構造】【建設経済部】 

○被災住民を救助するための食料の調達及び供給に関し、農林水産関係団体との協定締結を推進

するなど、サプライチェーンの機能維持を図る。 

《 主な取組 》 

 関係団体との災害協定の締結の推進 
 

② 中小企業に対する資金調達支援 【産業構造】【建設経済部】 

○大規模な自然災害の場合、中小企業の事業活動に著しい支障が生じることから、資金繰りや復

旧に要する資金を円滑に供給するため、県や金融機関、商工会等と連携し、金融相談体制の充

実と融資制度の周知及び活用を図る。 

《 主な取組 》 

 中小企業資金融資事業 

 セーフティネット保証に係る市町村認定 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

③ 港湾・漁港施設の整備・適正な維持管理 【交通・物流】【建設経済部】 

○港湾施設については、引き続き施設の維持について県に要望していく。 

○漁港施設については、機能保全計画及び中期財政計画に基づき、機能保全工事を実施する。 

《 主な取組 》 

 市営漁港水産物供給基盤機能保全事業 
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4-2 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 4-2 工場や産業施設の火災、爆発に伴う有害物質等の大規模拡散・流出 
 

脆弱性評価  

（二次災害の防止） 

○危険物施設等において大規模自然災害の発生後、施設内で危険物品等の飛散・漏洩により、爆

発及び速燃的な火災が発生し、拡大するおそれがあるため、災害対応体制の強化と関係機関と

の連絡体制の更なる充実を図る必要がある。 

○大規模な危険物災害が発生した場合、事業所単位の対応のみでは被害の拡大を防ぐことが困難

であることが想定されるため、関係機関（消防団／警察／市・県［環境担当等］）との連携した

対応や災害対応体制の強化を図る必要がある。 

○工場等で使用されている有害物質の拡散・流出等が懸念されるため、有害物質流出への対策を

進めていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（二次災害の防止） 

① 危険物施設等の災害時連携体制の確立 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○危険物施設等の警防計画を作成するとともに、施設と合同で訓練を実施し、災害発生時の対応

力向上に努める。また、危険物災害に対応するための化学車等の車両配備計画を策定し、装備

の充実を図る。 

○事業所及び関係機関と連携した実動訓練を行い、危険物施設における大規模な流出、爆発火災

等に対する対処能力の向上を図る。また、危険物災害に適応した消防車両（化学消防車等）の

整備及び資機材（装備品）の拡充を図る。 

《 主な取組 》 

 消防自動車等整備事業（特殊車両） 
 

② 有害物質流出対策の推進 【環境】【市民部】 

○異常水質の発生時や協定等締結事業所での事故発生時等の緊急事態における、関係機関との連

絡体制を定め、有害物質流出等による被害防止を図っているが、大規模災害時には、関係機関

との連絡・通信手段が確保できないことも懸念されることから、引き続き、対応方法等の検討

を行う。 

《 主な取組 》 

 水質汚濁対策事業 
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4-3 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 4-3 食料等の安定供給の停滞に伴う、市民生活・社会経済活動への甚大な影響 
 

脆弱性評価  

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

○災害発生時に確実に物資を供給できるよう、引き続き民間物流施設の活用、協定の締結や市外

からの物資の応援受入体制を構築するなど、市、県、民間事業者等が連携した物資調達・供給

体制を構築し、実効性を高めていく必要がある。 

（水資源の有効活用） 

○限られた水資源を有効に活用する観点から、水資源関連施設のバックアップ体制の確保を行う

必要がある。 

（事業継続の取組の推進） 

○本市の災害協定では、応急給水や物資供給に係る企業等との協定は締結済みであるが、農林水

産関係団体とは未締結であるため、農業協同組合等農林水産関係団体との協定締結推進など、

サプライチェーンの機能維持に係る取組が必要である。 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

○機能保全計画に基づく漁港の機能保全工事を進めていく必要がある。 

（農林業基盤・施設等の整備） 

○基幹農業水利施設については、供用開始後の経年変化等により施設の老朽化が進行しているた

め、計画的な施設の長寿命化対策を進めていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（物資及び防災資機材等の整備・確保） 

① 支援物資の調達・供給体制の構築［再掲］ 【行政機能／消防等】【総務部】 

○災害発生時に確実に物資を調達・供給できるよう、「新物資システム（B-PLo）」の活用、民間

物流施設の活用、協定の締結等により、市・県・民間事業者等が連携した物資調達・供給体制

を構築し、迅速かつ効率的な対応に向けて実効性を高める。 

《 主な取組 》 

 物資供給等に係る民間事業者等との協定の締結 
 

（水資源の有効活用） 

② 水資源関連施設の機能強化と水資源の有効利用等の取組の推進   【上水道／下水道】  

【かずさ水道広域連合企業団】 

○水源であるダムの浚渫や設備の整備等、管理を実施する千葉県に対し負担金を支出するととも

に、調整会議等を通じて実施状況の確認を行う。 

○ダム水源が渇水した場合に地下水源を有効活用するとともに、相互融通の体制を整える。 
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《 主な取組 》 

 亀山ダム及び片倉ダム維持管理費負担金 

 亀山ダム及び片倉ダム共同施設改良更新事業負担金 
 

（事業継続の取組の推進） 

③ 農林水産物・食品等の生産・加工・流通を含むサプライチェーンの機能確保［再掲］ 【産業構造】【建設経済部】 

○被災住民を救助するための食料の調達及び供給に関し、農林水産関係団体との協定締結を推進

するなど、サプライチェーンの機能維持を図る。 

《 主な取組 》 

 関係団体との災害協定の締結の推進 

 

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

④ 港湾・漁港施設の整備・適正な維持管理［再掲］ 【交通・物流】【建設経済部】 

○港湾施設については、引き続き施設の維持について県に要望していく。 

○漁港施設については、機能保全計画及び中期財政計画に基づき、機能保全工事を実施する。 

《 主な取組 》 

 市営漁港水産物供給基盤機能保全事業 
 

（農林業基盤・施設等の整備） 

⑤ 農地・農業水利施設等の適切な保全管理［再掲］ 【農林水産】【建設経済部】 

○農業者等による組織が取り組む水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動、

並びに農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共同活動を支援す

る。 

《 主な取組 》 

 多面的機能支払交付金事業 

 中山間地域等直接支払推進事業 

 農業用施設維持事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

多面的機能支払交付金事業活動面積 
32,908a 

（令和 6 年度） 

32,908a 

（令和 12 年度） 
農林水産課 

中山間地域等直接支払推進事業活動面積 
509ａ 

（令和 6 年度） 

509ａ 

（令和 12 年度） 
農林水産課 

 

⑥ 基幹農業水利施設の老朽化対策 【老朽化対策】【建設経済部】 

○基幹水利施設の管理者である土地改良区等が計画する長寿命化対策について支援を行い、長寿

命化対策の促進を図る。 



 

63 

《 主な取組 》 

 農業生産基盤整備事業（土地改良施設維持管理適正化事業） 
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4-4 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 4-4 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 
 

脆弱性評価  

（水資源の有効活用） 

○限られた水資源を有効に活用する観点から、水資源関連施設のバックアップ体制の確保を行う

必要がある。 

○大規模な災害時に水道が使えず生活用水が不足する事態が想定されるため、地域の生活用水を

確保する取組を進めていく必要がある。 

（農林業基盤・施設等の整備） 

○基幹農業水利施設については、供用開始後の経年変化等により施設の老朽化が進行しているた

め、計画的な施設の長寿命化対策を進めていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（水資源の有効活用） 

① 水資源関連施設の機能強化と水資源の有効利用等の取組の推進［再掲］【上水道／下水道】

【かずさ水道広域連合企業団】 

○水源であるダムの浚渫や設備の整備等、管理を実施する千葉県に対し負担金を支出するととも

に、調整会議等を通じて実施状況の確認を行う。 

○ダム水源が渇水した場合に地下水源を有効活用するとともに、相互融通の体制を整える。 

《 主な取組 》 

 亀山ダム及び片倉ダム維持管理費負担金 

 亀山ダム及び片倉ダム共同施設改良更新事業負担金 
 

（農林業基盤・施設等の整備） 

② 基幹農業水利施設の老朽化対策［再掲］ 【老朽化対策】【建設経済部】 

○基幹水利施設の管理者である土地改良区等が計画する長寿命化対策について支援を行い、長寿

命化対策の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 農業生産基盤整備事業（土地改良施設維持管理適正化事業） 
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4-5 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 4-5 農地・森林等の被害による地域の荒廃 
 

脆弱性評価  

（農林業基盤・施設等の整備） 

○農村地域の災害未然防止や地域保全・多面的機能の確保を推進するため、集中豪雨等による農

地や農業用施設の湛水被害の解消、自然的社会的状況の変化等によって機能低下した農業用排

水施設等の整備・補強を進める必要がある。 

○基幹農業水利施設については、供用開始後の経年変化等により施設の老朽化が進行しているた

め、計画的な施設の長寿命化対策を進めていく必要がある。 

○市内民有林に対して林業事業体が少ないことが課題として存在していることに加え、森林を所

有していることを認知していないことや認知をしているが管理できていない所有者が多いため

荒廃している山林が多いことから、災害防止機能を持つ森林を適切にするため、造林や間伐を

促進する必要がある。 

○農作物の生産量の低下や耕作放棄地の増加防止のため、有害鳥獣被害対策に取り組んでいく必

要がある。 

○地域の将来の農業の在り方について農業者や関係機関が話し合って地域計画を作成し、地域の

将来を担う担い手の経営発展の支援に努めていく必要がある。 

（防災インフラの整備） 

○災害防止機能を持つ森林を適切にするため、造林や間伐を促進するとともに、危険箇所につい

ては、予防治山、地すべり防止などの事業を促進する必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（農林業基盤・施設等の整備） 

① 農地・農業水利施設等の適切な保全管理［再掲］ 【農林水産】【建設経済部】 

○農業者等による組織が取り組む水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動、

並びに農村の構造変化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共同活動を支援す

る。 

《 主な取組 》 

 多面的機能支払交付金事業 

 中山間地域等直接支払推進事業 

 農業用施設維持事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

多面的機能支払交付金事業活動面積 
32,908a 

（令和 6 年度） 

32,908a 

（令和 12 年度） 
農林水産課 

中山間地域等直接支払推進事業活動面積 
509ａ 

（令和 6 年度） 

509ａ 

（令和 12 年度） 
農林水産課 
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② 森林の多面的機能の保全［再掲］ 【農林水産】【建設経済部】 

○「富津市森林整備計画」に基づき、森林資源として多面的機能の発揮のための整備を促進する。

また、森林の所有者や管理状況を県・林業事業体と情報共有し、計画的な森林整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 森林環境整備事業 
 

③ 有害鳥獣被害対策の推進 【農林水産】【建設経済部】 

○鳥獣被害防止対策において被害への軽減に高い効果が得られるとされている「有害獣捕獲、被

害防除及び生息環境管理」の総合的な実施の推進を図る。 

○農作物野生鳥獣被害対策アドバイザー等の専門家からの助言を取り入れながら、個人、地域、

公的機関が連携した獣害に強い支援体制の推進を図る。 

《 主な取組 》 

 農作物被害対策事業（有害鳥獣捕獲事業） 

 農作物被害対策事業（狩猟免許取得促進事業） 

 農作物被害対策事業（鳥獣被害防止事業） 
 

④ 強い農業・担い手づくり 【農林水産】【建設経済部】 

○新規就農者の確保・育成や農業経営の法人化等、多様な担い手の育成に努めるとともに、「地

域計画」の目標地図に位置づけられた者等の農業経営の安定化を図るための機械や施設等の導

入支援を行う。 

《 主な取組 》 

 強い農業づくり総合支援事業 

 産地生産基盤パワーアップ事業 
 

⑤ 基幹農業水利施設の老朽化対策［再掲］ 【老朽化対策】【建設経済部】 

○基幹水利施設の管理者である土地改良区等が計画する長寿命化対策について支援を行い、長寿

命化対策の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 農業生産基盤整備事業（土地改良施設維持管理適正化事業） 
 

（防災インフラの整備） 

⑥ 荒廃地等における治山施設の整備 【地域保全】【建設経済部】 

○災害防止機能を持つ森林を適切にするため、造林や間伐を促進するとともに、山腹崩壊危険地

について相談があった場合は、引き続き区長から要望を提出していただき、市から県へ治山事

業の要望を行い、予防治山、地すべり防止などの事業の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 千葉県治山事業（県事業） 
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目標５．情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の

被害を最小限にとどめるとともに、早期に復旧させる 
5-1 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 5-1 

防災・災害対応に必要な通信インフラの障害等により、災害時に活用する情報

サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・支援が遅

れる事態 
 

脆弱性評価  

（情報収集・伝達体制の整備） 

○防災行政無線のデジタル化の整備は完了している。また、難聴区域や要配慮者への確実な情報

伝達を行うため、戸別受信機の設置、固定電話への架電、FAX 送信、L アラートなどによる情報

発信を実施している。スマートフォン等を持たない高齢者世帯や登下校中の児童・生徒、屋外

で作業をしている者たちに対する情報伝達手段の確保も必要なことから、引き続き屋外スピー

カーや戸別受信機で一斉に通報する同報系の防災行政無線や移動通信設備等の更なる整備を推

進するなど、的確かつ迅速な情報伝達手段の構築・多重化を図る必要がある。 

○災害時に孤立する可能性のある集落等については、避難所となり得る地域の集会施設の防災機

能の強化を図る必要がある。 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

○引き続き非常電源設備の維持管理や予備燃料の確保を行っていくことが重要である。 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

○要配慮者に対する避難支援体制の整備等を行うため、避難行動要支援者名簿の自治会等との共

有及び避難行動要支援者の個別計画作成の取組を一層促進する必要がある。 

○外国人・旅行者にも着実に情報を伝達するため、指定緊急避難場所の看板設置や英語・ローマ

字標記での対応等、災害情報の伝達方法を検討・実施していく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（情報収集・伝達体制の整備） 

① 情報通信基盤の整備、災害情報伝達手段の多様化 【情報通信】【総務部】 

○市民が容易に必要な情報を入手できる環境を構築するため、防災行政無線、富津市安全安心

メール、LINE、SNS、Lアラート配信、防災アプリ等を活用した情報発信力の更なる多様化及び

強化充実を図る。また、難聴区域や要配慮者への確実な情報伝達を行うため、戸別受信機の設

置、固定電話への架電、FAX送信、防災行政無線テレホンサービスの案内を引き続き実施して

いく。 

《 主な取組 》 

 情報伝達手段の拡充・強化 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

富津市安全安心メール登録者数 
15,994 人 

（令和 7 年度） 

17,500 人 

（令和 12 年度） 
防災安全課 
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② 災害情報伝達体制の整備 【行政機能／消防等】【総務部】 

○県やライフライン事業者と連携し、災害情報を一元的に把握しやすいように、災害広報体制の

強化を推進し、時々刻々と変化する被害の状況や災害復旧の見通し等の情報を地域住民に迅速

に提供する。 

《 主な取組 》 

 災害広報体制の強化 
 

③ 孤立のおそれがある集落等における通信手段の確保及び集会所等の機能強化［再掲］ 【情報通信】【総務部】 

○災害時に孤立のおそれのある集落等への通信手段の確保を推進するとともに、集落の避難所と

なる集会所等の防災機能の強化を図る。 

《 主な取組 》 

 孤立集落災害対策事業 
 

（防災拠点施設等の整備・機能強化） 

④ 電源途絶に対する予備電源の確保 【行政機能／消防等】【消防本部】 

○消防防災センター及び消防署天羽分署は、非常電源設備及び予備燃料を備えており電源途絶に

ついては72時間以上の対応が可能となっており、引き続き設備の維持管理に努める。 

《 主な取組 》 

 非常電源設備の維持管理 
 

（要配慮者等の安全確保対策の強化） 

⑤ 避難行動要支援者避難支援体制の充実 【保健医療・福祉】【総務部】 

○真に避難支援が必要な方を掲載した避難行動要支援者名簿とするため、引き続き名簿の精査を

実施するとともに、個別避難計画の作成支援及び更新を実施していく。 

《 主な取組 》 

 避難行動要支援者制度事業 
 

⑥ 外国人・旅行者にも対応した災害情報の伝達 【情報通信】【総務部、建設経済部】 

○ハザードマップその他の防災情報を多言語化した資料の作成及び情報提供に努め、外国人が利

用する集客施設、飲食店、宿泊施設等における防災情報資料の活用を促す。また、多言語に対

応した災害情報アプリや多言語音声翻訳アプリ等の周知を図る。 

《 主な取組 》 

 外国人・旅行者にも対応した災害情報の伝達、観光振興 
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5-2 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 5-2 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガ

ス等の長期間にわたる機能の停止 
 

脆弱性評価  

（ライフライン事業者等との連携強化） 

○風害等により電力設備への大きな被害が想定されることから、重要施設への電力供給が確保さ

れるよう電力会社と協力して計画的に予防伐採を実施している。災害発生後の電力や石油等の

早期供給体制を構築するため、引き続き各ライフライン事業者との連携強化を図っていく必要

がある。 

（地域防災力の強化） 

○災害時における電力供給の遮断は、生活インフラの停止や、情報伝達の遮断など様々な問題を

引き起こすことが懸念されるため、脱炭素化促進にも寄与する住宅用設備等に対し補助金を交

付するなど、分散型エネルギーの導入促進を図っていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（ライフライン事業者等との連携強化） 

① 大規模災害発生後の電力や石油等の早期供給体制の構築 【行政機能／消防等】【総務部】 

○市及び地域住民への影響を最小限に抑えるべく、ライフライン各事業者の対策との連携強化を

図り、実効性の高い協定とするために運用方法を随時見直していく。 

○倒木による停電や通信断絶等を防ぐため、計画的な予防伐採を進める。 

《 主な取組 》 

 ライフラインに係る民間事業者との協定締結、予防伐採の実施 
 

（地域防災力の強化） 

② 地域における自立・分散型エネルギー等の導入促進 【産業構造】【市民部】 

○家庭における地球温暖化対策の推進に加え、電力の強靱化を図るため、千葉県住宅用設備等脱

炭素化促進事業補助金を活用し、今後も普及啓発に努め、住宅用蓄電池等の更なる導入促進を

図る。 

《 主な取組 》 

 地球温暖化対策事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金の
延べ交付件数 

34 件 

（令和 6 年度） 

175 件 

（令和 12 年度） 
環境保全課 
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5-3 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 5-3 上下水道施設の長期間にわたる機能停止 
 

脆弱性評価  

（水道管の耐震化、応急給水体制の整備） 

○富津市域における上水道の管路（導・送・配水管）の総延長は約 476km であり、令和５年度末

の老朽管比率は 40.6％、耐震管比率は 17.4％となっており、耐震性の低い管路が多く、漏水事

故も多発している。配水場等の貯水施設についても老朽化が進んでいるため、耐震化と合わせ

て早急な施設整備が必要である。 

○合同応急給水訓練の実施等を通じ、かずさ水道広域連合企業団と富津市をはじめとする給水区

域内各市との連携強化を推進していく必要がある。 

（下水道施設の機能確保） 

○大規模地震等が発生した場合において、下水道施設が被災した場合でも速やかに下水道機能を

維持・回復する必要がある。また、施設の老朽化による被害拡大を防止する必要がある。 

（廃棄物処理対策の推進） 

○大規模災害に伴うし尿処理施設の停止に備え、近隣市との協定締結を進めていく必要がある。 

○し尿処理施設の設備の老朽化が散見されるようになってきたため、計画的な整備を行っていく

必要がある。また、合併処理浄化槽への転換促進を図っていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（水道管の耐震化、応急給水体制の整備） 

① 水道施設の耐震化［再掲］ 【上水道／下水道】【かずさ水道広域連合企業団】 

○水道施設の広域化を図るため、水道事業の統合広域化に伴う交付金を有効活用して君津市との

連絡管の整備を進めつつ、老朽化した管路の耐震化を推し進める。特に耐震性の低い石綿セメ

ント管及び塩化ビニル管を重点的に耐震管への更新を行っていく。 

○水道施設の統廃合計画に基づき、老朽化した配水場等の貯水施設の整備や耐震化を進め、災害

時における水道水の確保を図る。 

《 主な取組 》 

 水道総合地震対策事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

上水道管路の耐震化 
（老朽管路延長） 

186,029ｍ 

（令和 6 年度） 

0ｍ 

（令和 30 年度） 
かずさ水道広域連合企業団 

 

② 応急給水体制の充実［再掲］ 【上水道／下水道】【かずさ水道広域連合企業団】 

○災害時に迅速かつ的確に応急給水活動が行えるよう、富津市との連携強化の推進を図る。 

《 主な取組 》 

 応急給水体制の充実 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

応急給水訓練や 
情報伝達訓練の実施回数 

4 回／年 
（令和 6 年度） 

4 回以上／年 
（毎年度） 

かずさ水道広域連合企業団 
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③ 水道事業相互応援体制等の整備［再掲］ 【上水道／下水道】【かずさ水道広域連合企業団】 

○相互応援協定に基づく救援部隊や救援物資等の受援体制の整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 相互応援協定の維持 
 

（下水道施設の機能確保） 

④ 下水道 BCP 実施体制の整備［再掲］ 【上水道／下水道】【君津富津広域下水道組合】 

○大規模地震等が発生した場合において、下水道施設が被災した場合でも速やかに下水道機能を

維持・回復する必要があることから、下水道BCPに基づき適切に対応できるよう体制の整備に

努める。また、必要に応じて適宜計画の見直しを図る。 

《 主な取組 》 

 下水道BCP（業務継続計画）事業 
 

⑤ 下水道ストックマネジメントの推進［再掲］ 【上水道／下水道】【君津富津広域下水道組合】 

○下水道施設の老朽化による被害拡大を防止するため、ストックマネジメント計画に基づいた維

持管理を推進する。 

《 主な取組 》 

 ストックマネジメント事業 
 

（廃棄物処理対策の推進） 

⑥ し尿処理対策の推進［再掲］ 【環境】【市民部】 

○し尿処理施設（富津市クリーンセンター）の計画的な施設整備を実施する。 

○発災時に備え、近隣市との連携による広域的な処理体制の構築を検討する。 

《 主な取組 》 

 クリーンセンター管理運営事業 
 

⑦ 合併処理浄化槽の設置促進［再掲］ 【環境】【市民部】 

○単独処理浄化槽・くみ取り便所から合併処理浄化槽へ転換する場合には補助金を交付すること

により、合併処理浄化槽の設置の促進を図る。 

《 主な取組 》 

 浄化槽設置促進事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

浄化槽転換事業補助金の交付件数 
5 基 

（令和 6 年度） 

60 基 

（令和 12 年度） 
環境保全課 
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5-4 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 5-4 交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 
 

脆弱性評価  

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

○大規模災害による道路ネットワークの分断や地区の孤立を回避するため、道路ネットワークを

形成する国・県・市の各道路管理者が平時から連携体制を構築し、災害時の情報共有、迂回路

の設定、応急復旧での応援など、相互に協力して対応する体制を整備する必要がある。 

○複数の輸送ルートの確保を図るため、緊急輸送路を補完する市道の整備を推進し、代替経路の

確保による道路ネットワークを整備する必要がある。 

○中山間地域は、多くの交通難所があり、全ての解消には多大な費用と時間を要するため、地域

の実情を踏まえて緊急性の高い箇所から計画的に整備を進める必要がある。 

○定期点検（５年ごと）による道路法面の状況や道路橋梁、舗装、トンネル、道路付属物の状況

を把握するとともに、長寿命化修繕計画に基づき、長寿命化と修繕に係る費用の縮減を図り、

効率的な維持管理を行う必要がある。 

○災害発生時の安全円滑な通行を確保するため、道路の地下構造物の老朽化対策・耐震対策等の

計画的な推進及び道路占用物件の埋設位置・老朽化対策・耐震対策等、占用者に対して適切な

指導を徹底する必要がある。 

○市内の港湾施設は、全て県管理であるため、施設の改良や維持修繕について引き続き県に要望

していく必要がある。 

○漁港施設は、機能保全計画策定の手引に基づき漁港施設の点検を実施した結果、機能が低下し

ており健全度評価Ａとなった施設が５箇所あり、機能保全計画に基づき、順次、機能保全工事

を実施していく必要がある。また、その他の施設についても、施設の維持・長寿命化並びに将

来の補修・更新コストの平準化・縮減化を図るため同計画に基づき、順次、機能保全工事を実

施する必要がある。 

（農林業基盤・施設等の整備） 

○災害時の避難路や迂回路としての機能を持つ農道・林道等の適正な維持管理や保全対策を進め

る必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（道路・港湾等の整備、交通ネットワークの確保） 

① 多重型道路ネットワークの整備［再掲］ 【交通・物流】【建設経済部】 

○行政拠点へのアクセス向上や地域住民の避難経路、緊急車両通行空間の確保、交通分散化によ

る混雑緩和、近隣市との移動の円滑化機能を有するため、計画的に道路の整備を推進する。 

《 主な取組 》 

 市道浅間山線整備事業 

 市道山王下飯野線整備事業 

 市道湊富士見台線整備事業 
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《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

市道山王下飯野線整備事業の工事進捗率 
47.6% 

（令和 6 年度） 

60.0% 

（令和 12 年度） 
建設課 

市道浅間山線整備事業の工事進捗率 
38.8% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 11 年度） 
建設課 

市道湊富士見台線整備事業の工事進捗率 
47.5% 

（令和 6 年度） 

100% 

（令和 9 年度） 
建設課 

 

② 地下構造物の耐震化、点検、修復等 【交通・物流】【建設経済部】 

○災害発生時の安全円滑な通行を確保するため、今後も道路の地下構造物の老朽化対策・耐震対

策等の計画的な推進及び道路占用物件の埋設位置・老朽化対策・耐震対策等の、占用者に対す

る適切な指導を行っていく。 

《 主な取組 》 

 道路維持事業 
 

③ 道路法面防災等の推進 【交通・物流】【建設経済部】 

○「富津市法面長寿命化修繕計画」に基づく計画的な修繕を推進する。 

《 主な取組 》 

 法面長寿命化修繕事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

修繕を要する法面の箇所数 
13 箇所 

（令和 6 年度） 

8 箇所 

（令和 12 年度） 
建設課 

 

④ 道路、橋梁の耐震化、長寿命化対策 【老朽化対策】【建設経済部】 

○定期点検（５年ごと）による道路橋梁、舗装、トンネル、道路付属物の状況を把握するととも

に、「富津市橋梁長寿命化修繕計画」及び「富津市舗装長寿命化修繕計画」「富津市トンネル長

寿命化修繕計画」「富津市道路付属物長寿命化修繕計画」を策定して長寿命化と修繕に係る費

用の縮減を図り、効率的な維持管理を行う。 

《 主な取組 》 

 富津市橋梁長寿命化修繕事業 

 富津市舗装長寿命化修繕事業 

 富津市トンネル長寿命化修繕事業 

 富津市道路付属物長寿命化修繕事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

修繕を要する橋梁数 
31 箇所 

（令和 6 年度） 

16 箇所 

（令和 11 年度） 
建設課 

修繕を要するトンネルの箇所数 
4 箇所 

（令和 6 年度） 

0 箇所 

（令和 11 年度） 
建設課 
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⑤ 港湾・漁港施設の整備・適正な維持管理［再掲］ 【交通・物流】【建設経済部】 

○港湾施設については、引き続き施設の維持について県に要望していく。 

○漁港施設については、機能保全計画及び中期財政計画に基づき、機能保全工事を実施する。 

《 主な取組 》 

 市営漁港水産物供給基盤機能保全事業 
 

（農林業基盤・施設等の整備） 

⑥ 農道橋等の保全対策の推進［再掲］ 【農林水産】【建設経済部】 

○農道橋及び林道橋について長寿命化計画を策定し、計画に基づくメンテナンスサイクルを構築

することにより、安全・安心の確保、トータルコストの縮減を図る。 

《 主な取組 》 

 農道等施設長寿命化計画策定業務 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

農道等施設長寿命化計画策定業務 

農道橋 1 橋 

林道橋 1 橋 

（令和 7 年度） 

農道橋 1 橋 

林道橋 1 橋 

（令和 12 年度） 

農林水産課 
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目標６．社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
6-1 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 6-1 
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョンや地域合意の欠如

等により、復興が大幅に遅れ地域が衰退する事態 
 

脆弱性評価  

（災害復旧・復興体制の整備） 

○復興に向けて必要となる基本的なデータの整備など事前準備を推進していく必要がある。な

お、災害後の復旧・復興を円滑に進めるためには土地境界を明確にしておくことが重要となる

が、市内の地籍調査の進捗率は 12％となっているため、地籍調査の更なる取組の推進が必要で

ある。 

 
 

推進方針 
 

  

（災害復旧・復興体制の整備） 

① 地籍調査の推進 【地域保全】【建設経済部】 

○地籍調査は、地籍を明確にすることにより被災後の迅速な復旧・復興に寄与するものであるた

め、早期完了に向けて効率的に推進する。 

《 主な取組 》 

 地籍調査事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

地籍調査実施面積 
23.65 ㎢ 

（令和 6 年度） 

25.31 ㎢ 

（令和 12 年度） 
建設課 
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6-2 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 6-2 

災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランティ

ア、NPO、企業、労働者、地域に精通した技術者等）の不足等により復興できな

くなる事態 
 

脆弱性評価  

（二次被害の防止） 

○職員の被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士の登録、判定資機材の備蓄、情

報連絡網の更新等、体制の維持・充実に努めているが、震災時に速やかな対応を可能とするた

め技術者の育成・確保が必要である。 

（災害復旧・復興体制の整備） 

○被災時に他地区からの応援や民間判定士を受け入れる体制を整備する必要がある。 

○住家被害認定調査の円滑な実施に向け、協力体制の拡充（人員増）並びに調査員スキルの平準

化を推進していく必要がある。 

○職員が不足する中、建物被害調査、り災証明書発行、被災者台帳の整備、支援金等の支給等、

各種支援業務が多数発生するため、被災者の迅速な生活再建支援体制の整備とともに、デジタ

ル技術の活用を推進していく必要がある。 

（ボランティア受入体制の整備） 

○災害時にボランティアの受入れやボランティア活動の調整等を迅速かつ円滑に行うため、人材

育成や運営体制の強化を図っていく必要がある。 

（地域防災力の強化） 

○地域の防災リーダーとなる人材の育成や自主防災組織への資機材の交付継続による自主防災組

織の充実・強化を図っていく必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（二次被害の防止） 

① 被災建築物・宅地の応急危険度判定体制の整備［再掲］ 【住宅・都市】【建設経済部】 

○被災建築物応急危険度判定を迅速かつ円滑に行うため、千葉県建築士会君津支部及び千葉県建

築士事務所協会君津支部との「地震災害発生時における応急対策活動に関する協定書」に基づ

く協力体制による、連絡体制の維持や受入体制の整備に努める。 

○千葉県被災宅地危険度判定連絡協議会を通じ、判定士の研修訓練に努めるとともに、自治体相

互の応援・連絡体制をとることで、迅速な判定ができるよう努める。 
 

（災害復旧・復興体制の整備） 

② 建物被害認定体制の充実 【行政機能／消防等】【市民部】 

○調査体制（協力体制）を複数の部局へ拡充・増員し、組織化を明確にすることと併せて、調査

員スキルの向上を図るため、必要な研修の受講枠を確保し、できるだけ多くの調査員の参加に

努める。 
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○被災者生活再建支援システムを活用することで、効率的な建物被害認定調査を行い、迅速的な

り災証明書発行に努める。 

《 主な取組 》 

 建物被害認定に関連する研修会への参加 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

建物被害認定に関連する研修会への受講回数 
2 回 

（令和 6 年度） 

3 回 

（毎年度） 
課税課 

 

③ デジタル技術を活用した生活再建の推進［再掲］ 【行政機能／消防等】【総務部】 

○発災後は、建物被害調査、り災証明書発行、被災者台帳の整備、支援金等の支給など、各種支

援業務が発生することから、デジタル技術を活用した「被災者生活再建支援システム」による

迅速な被災者支援及び生活の再建を推進する。 

《 主な取組 》 

 被災者生活再建支援システムの活用 
 

（ボランティア受入体制の整備） 

④ ボランティア受入体制の強化等［再掲］ 【保健医療・福祉】【市民部】 

○災害時、多数のボランティアの受入れやボランティア活動の調整等を迅速かつ円滑に行うため、

人材育成や社会福祉協議会との連携体制の強化を図る。 

《 主な取組 》 

 災害時のボランティアに関連する研修会等への参加 
 

（地域防災力の強化） 

⑤ 自主防災組織の充実・強化［再掲］ 【ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ】【総務部】 

○地域の防災リーダーとなる人材を育成するため、災害対策コーディネーター養成講座や防災研

修会の実施、自主防災組織への資機材の交付など、人と物の両面で自主防災組織の充実・強化

を推進し、地域防災力の向上を図る。 

《 主な取組 》 

 自主防災組織促進事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

自主防災組織の設置率 
（設立団体数／自治会数） 

87.9％ 

（令和 7 年度） 

100％ 

（令和 10 年度） 
防災安全課 
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6-3 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 6-3 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 
 

脆弱性評価  

（廃棄物処理対策の推進） 

○袖ケ浦市、木更津市、君津市、富津市及び㈱かずさクリーンシステムで、定期的に会議を開催

し、発災時の対応等について情報共有を図っており、継続してごみ焼却能力の確保を図ってい

く必要がある。 

○災害廃棄物を迅速かつ適切に処理するため、関係機関等と協力して情報共有する体制を整備す

るとともに、仮置き場の候補地の場所及び運営方法を想定しておくなど、発災前からの備えを

進める必要がある。 

 
 

推進方針 
 

  

（廃棄物処理対策の推進） 

① ごみ焼却能力の確保 【環境】【市民部】 

○第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業の推進により、安定したごみ処理を行う。 

《 主な取組 》 

 第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業 
 

② 災害廃棄物処理体制の整備 【環境】【市民部】 

○「富津市災害廃棄物処理計画」に基づき、災害廃棄物の適正かつ円滑な処理を進める。 

《 主な取組 》 

 富津市災害廃棄物処理計画の推進 
 

③ 災害廃棄物を仮置きするストックヤードの整備 【環境】【市民部】 

○「富津市災害廃棄物処理計画」に基づき、被害状況に合わせて仮置場を設置する。 

《 主な取組 》 

 富津市災害廃棄物処理計画の推進 
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6-4 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 6-4 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に

遅れる事態 
 

脆弱性評価  

（災害復旧・復興体制の整備） 

○住家被害認定調査の円滑な実施に向け、協力体制の拡充（人員増）並びに調査員スキルの平準

化を推進していく必要がある。 

○応急仮設住宅候補地台帳の整備や一時入居可能な市営住宅の整備・確保を進め、被災者へ住宅

を供給できるよう対応する必要がある。 

○災害後の復旧・復興を円滑に進めるためには土地境界を明確にしておくことが重要となるが、市内

の地籍調査の進捗率は12％となっているため、地籍調査の更なる取組の推進が必要である。 

 
 

推進方針 
 

  

（災害復旧・復興体制の整備） 

① 建物被害認定体制の充実［再掲］ 【行政機能／消防等】【市民部】 

○調査体制（協力体制）を複数の部局へ拡充・増員し、組織化を明確にすることと併せて、調査

員スキルの向上を図るため、必要な研修の受講枠を確保し、できるだけ多くの調査員の参加に

努める。 

○被災者生活再建支援システムを活用することで、効率的な建物被害認定調査を行い、迅速的な

り災証明書発行に努める。 

《 主な取組 》 

 建物被害認定に関連する研修会への参加 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

建物被害認定に関連する研修会への受講回数 
2 回 

（令和 6 年度） 

3 回 

（毎年度） 
課税課 

 

② 被災者の住宅確保 【住宅・都市】【建設経済部】 

○応急仮設住宅建設候補地の利活用の変化への対応や浸水等の各種ハザードマップの整備状況に

伴い、候補地台帳の更新整備に努める。 

○県の協定を通じ、民間の賃貸型応急仮設住宅へ速やかな入居ができるよう努める。 
 

③ 地籍調査の推進［再掲］ 【地域保全】【建設経済部】 

○地籍調査は、地籍を明確にすることにより被災後の迅速な復旧・復興に寄与するものであるた

め、早期完了に向けて効率的に推進する。 

《 主な取組 》 

 地籍調査事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

地籍調査実施面積 
23.65 ㎢ 

（令和 6 年度） 

25.31 ㎢ 

（令和 12 年度） 
建設課 
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6-5 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 6-5 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無

形の文化の衰退・損失 
 

脆弱性評価  

（文化財保護対策の推進） 

○文化財の災害に対する備えの重要性の啓発を行うとともに、天然記念物等、風雨の影響を受け

やすい文化財に対する覆い・固定等の備えや収蔵庫の防災管理の徹底を図っていく必要があ

る。 

○風水害、火災による遺物の流出、焼失等に対応するため、文化財のデジタルアーカイブ化を推

進する必要がある。 

（社会の混乱防止） 

○災害時における公共の安全と秩序の維持を図るため、防犯灯や防犯カメラの整備を推進すると

ともに、地域団体による防犯パトロール体制を整備し、地域における防犯力の一層の強化を図

る必要がある。 

○警察と連携して、避難所の治安確保に必要な体制や装備・資機材の充実強化を図る必要があ

る。 

 
 
 

推進方針 
 

  

（文化財保護対策の推進） 

① 文化財の保護対策の推進 【教育・文化】【教育部】 

○樹木が隣接する住宅付近まで伸びている史跡について、計画的に伐採を実施し、災害時の被害

予防に努める。 

○デジタルアーカイブ上に文化財資料等を記録・公開し、災害時の復旧活動や文化財の修復、記

録の継承に努める。 

《 主な取組 》 

 文化財環境整備事業 

 デジタルアーカイブ事業 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

史跡内にある樹木の予防伐採 
0 箇所 

（令和 7 年度） 

1 箇所 

（令和 9 年度） 
生涯学習課 

デジタルアーカイブ上に公開する文化財 
0 件 

（令和 7 年度） 

10 件 

（令和 9 年度） 
生涯学習課 
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（社会の混乱防止） 

② 地域における防犯体制の構築 【行政機能／消防等】【総務部】 

○市内の自治会組織を中心とした自主防犯団体への活動支援を行うとともに、防犯カメラの設置

を推進し、地域防犯力の向上を図る。また、災害時における地域や避難所の治安を守るため、

平時から警察との連携を強化する。 

《 主な取組 》 

 防犯事業 
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6-6 

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ 6-6 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、失業・倒産等による地域経済等への

甚大な影響 
 

脆弱性評価  

（社会の混乱防止） 

○市民の命と暮らしを守る情報を、迅速かつ的確に伝達するため、各部との連携を図り、情報の

収集、共有に努める必要がある。また、大規模災害による行政職員の被災等の非常事態におけ

る情報発信体制を確保する必要がある。 

○災害等に起因する環境汚染等による農水産物の風評被害を防止するため、国や県等と連携した

適切な情報を発信する体制構築の検討を進める必要がある。 

（災害復旧・復興体制の整備） 

○現状では、公費解体、応急修理、災害支援金及び義援金等の住宅に関する制度、貸付事業、生

活困窮者住居確保事業等の生活に関する制度について、庁内の連携を図り、被災者に必要な情

報提供に努めている。引き続き、生活再建関連施策に関する情報提供や生活の復興に向けた相

談体制を整備する必要がある。 

（事業継続の取組の推進） 

○食の安全の問題等、消費者への情報提供や積極的な対話を行い、食に関する消費者と生産者の

信頼関係を構築するとともに、食の安全・安心を追求した農産物生産体制の充実を図る必要が

ある。 

 
 

推進方針 
 

  

（社会の混乱防止） 

① 風評被害防止のための情報発信体制の整備 【情報通信】【総務部、建設経済部】 

○情報の収集、伝達を迅速かつ的確に行うため、その手段の多様化を図り、正確な情報を迅速か

つ確実に発信する。 

○現状、県において県産農産物の放射性物質モニタリング検査を行い、検査結果を県ホームペー

ジで公開しており、今後も発生した事案に対応する対策を県等の関係機関と連携して講じる。 

《 主な取組 》 

 ふっつの魅力発信事業（広報ふっつ、ホームページ、SNS、フッツアー（観光ガイドブッ

ク）の活用） 

《 重要業績指標 》 

指標名 現状 目標等 所管課 

LINE 公式アカウントの「友だち」人数 
9,714 人 

（令和 7 年度） 

10,600 人 

（令和 12 年度） 
秘書広報課 

X のフォロワー数 
1,831 人 

（令和 7 年度） 

2,300 人 

（令和 12 年度） 
秘書広報課 
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（災害復旧・復興体制の整備） 

② 生活再建支援体制の整備 【保健医療・福祉】【健康福祉部、建設経済部】 

○引き続き、適正な情報提供に努めるとともに、生活の復興に向けた相談支援体制の充実を図る。 

《 主な取組 》 

 被災者生活再建支援制度（災害援護資金）による支援 
 

（事業継続の取組の推進） 

③ 産地ブランド力の向上 【農林水産】【建設経済部】 

○国や千葉県が実施しているGAP認証制度等について、農業者に周知を行い、活用することで食

の安心・安全確保を図っていく。 

《 主な取組 》 

 千葉県農業生産工程管理推進事業 
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２ 施策分野ごとの推進方針・取組 

計画の実効性を確保し、国土強靱化の取組を着実に推進するため、13の施策分野ごとの推進

方針として整理するとともに、推進方針に基づき実施する主な取組について、資料「施策分野

ごとの施策・取組一覧」で施策分野ごとに整理する。 

なお、各分野の推進方針は、脆弱性評価の結果を踏まえ、必要な対応を施策の分野ごとにま

とめたものであり、それぞれの分野間には相互依存関係があるため、各分野における施策の推

進に当たっては、所管部署を明確にした上で、全庁的な推進体制を構築して関連する情報や進

捗管理を共有し、また、必要に応じて関係する他の機関等と積極的に協議するなど、施策の実

効性・効率性が確保できるよう十分に配慮するものとする。 

３ 施策の重点化 

（１）重点化の考え方 

大規模自然災害の発生に備えた防災・減災に係る施策を、限られた人員・予算の中で効率

的・効果的に推進していくためには、「起きてはならない最悪の事態」（リスクシナリオ）が回

避されなかった場合の影響の大きさや重要性等を考慮した上で施策の重点化を図ることが必要

であり、国土強靱化地域計画の策定に関する国の指針においては、「地域特性を踏まえつつ重点

化を行うことが重要」とされている。 

本市では、大規模な地震が発生した場合、これまでに経験したことがないような甚大な被害

が想定されていること、また、本市には浸水想定区域や土砂災害警戒区域が広く指定されてお

り、人命に関わる被害が想定されていることから、本計画では、回避を優先する事態を「人命

保護に直接関わる事態」とし、これに関する施策を重点化の対象とする。 

また、平成28年４月の熊本地震では、被災により基礎自治体の行政機能が大きく妨げられる

事態が発生した場合、危機管理の総括や関係機関との総合調整、市民生活の迅速な復旧・復興

に大きな支障をきたすことが明らかとなったことから、「行政機能の大幅な低下につながる事態」

も併せて回避を優先する事態とし、これに関する施策を重点化の対象とする。 

■ 重点的に対応すべき事態を選定する要素 

① 人命の保護に直接関わる事態 

② 行政機能の大幅な低下につながる事態 
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（２）重点化する施策 

重点化の考え方を踏まえ、次の11の「起きてはならない最悪の事態」（リスクシナリオ）に関

する施策を重点化の対象とする。 

なお、計画策定後の状況変化等に機動的に対応するため、計画期間中においても、必要に応

じて重点化プログラムの見直しや新たな設定を行うものとする。 

■ 重点化すべきプログラムに係る起きてはならない最悪の事態 

【人命保護に直接関わる事態】（９事態） 

1-1 
大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合的・大規模倒壊による

多数の死傷者の発生 

1-2 地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

1-3 広域にわたる大規模津波による多数の死傷者の発生 

1-4 突発的又は広域的な洪水・高潮に伴う長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

1-5 大規模な土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 

2-2 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ

る医療機能の麻痺 

2-3 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪

化による死者の発生 

2-4 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

5-1 
防災・災害対応に必要な通信インフラの障害等により、災害時に活用する情報サービスが

機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態 

【行政機能の大幅な低下につながる事態】（２事態） 

2-1 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

 

 

 

 



 

86 

第４章 計画の推進と進捗管理 

 

１ 推進体制 

本計画の推進については、計画の進捗管理と見直しを行うための体制を整備するとともに、

市をはじめ、国、県、民間事業者、NPO団体、市民等の英知を結集し、本市の総力をあげた体制

で、各々が単独又は連携して取り組むものとする。 

また、市域を超えた広域での地域計画の策定が課題になると考えられることから、これを念

頭に置いて連携を図るものとする。 

 

２ 計画の進捗管理と見直し 

本計画による強靱化施策を着実に推進するため、施策分野別及びリスクシナリオごとの施策

の取組状況及び指標の現状を把握し、今後の効果的な施策推進につなげるものとする。 

本計画は、今後の社会経済情勢の変化、国及び県の強靱化施策並びに市の各種分野別・個別

計画の取組状況などを考慮し、適宜、見直しを行う。 

■ 国土強靱化地域計画における PDCA サイクル ■ 

 

 

Plan 

計画的に実施 

Do 

結果の評価 

Check Action 

見直し・改善 

⑤ 対応方策についての重点化・優先順位づけ 

④ リスクへの対応方策の検討 

③ 脆弱性の分析・評価、課題の検討 

② リスクシナリオ（最悪の事態）、施策分野の設定 

① 地域を強靱化する上での目標の明確化 
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資料 施策分野ごとの施策・取組一覧 

１ 行政機能／消防等 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 取組の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
業務継続体制の整

備 

○災害時に優先的に実施すべき非常時優先業務を

特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、

継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定めて

おくことで大規模な災害時においても適切な業務

執行の整備を図る。また、策定後も必要に応じて

見直しを行う。 

富津市業務継続計画

の更新 

災害時における業務継続計画に

基づく非常時優先業務を着実に実

行する。 

総務部 

防災安全課 
3-1) 

2 
職員の災害対応能

力の強化 

○防災担当課や外部講師による職員研修の実施、

また、災害時に編成される各部・各班による自班

の業務研修（グループワーク等）を実施すること

で、職員全体が防災意識を高め、組織的な災害

対応能力を強化していく。 

職員研修の実施 

防災担当課や外部講師による職員

研修や各部・各班による自班の業

務研修（グループワーク等）を実施

する。 

総務部 

防災安全課 
3-1) 

3 
相互応援体制及び

受援計画の推進 

○災害時の相互応援協定に基づく支援・受援の内

容や実施の手順、役割分担を庁内及び関係者間

で協議し、現在の受援計画をより個別具体的に推

進する。 

相互応援体制及び受

援計画の推進 

個別具体的な事項を示した受援計

画実施マニュアルの策定 

総務部 

総務課 
3-1) 

4 
災害情報伝達体制

の整備 

○県やライフライン事業者と連携し、災害情報を一

元的に把握しやすいように、災害広報体制の強

化を推進し、時々刻々と変化する被害の状況や

災害復旧の見通し等の情報を地域住民に迅速に

提供する。 

災害広報体制の強化 

市民が必要とする災害情報を一元

的に把握できる広報体制を構築す

るため、平時から、迅速な情報伝

達手段の研究や災害時に発信す

る情報内容等を想定し、必要な訓

練を実施する。 

総務部 

防災安全課 
5-1) 

5 
避難所施設の安全

確保、設備の充実 

○避難所における災害関連死等を防ぐため、非常

用電源や避難所に必要な備品等を購入し、避難

所設備の充実強化及び避難生活環境の整備を

推進する。 

防災用備品購入 
避難所の生活環境改善に必要な

各種備品の購入を進める。 

総務部 

防災安全課 
2-3) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 取組の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

6 
避難所運営マニュ

アルに基づく訓練 

○地域住民や避難者が主体となって円滑な避難所

運営ができるよう、地域ぐるみの取組を促進する

必要があるため、引き続き出前講座等で訓練を実

施していく。 

出前講座の実施 
出前講座による避難所開設・運営

訓練等を実施する。 

総務部 

防災安全課 
2-3) 

7 
公的備蓄による物

資の確保 

○適切な備蓄量を確保するため、「新物資システ

ム（B-PLo）」を活用した備蓄管理を行う。また、

購入等による備蓄目標を 60％（現物備蓄）、国・

県や協定締結先からの支援による備蓄目標を

40％（流通備蓄）とし、現物及び流通双方による

備蓄に努める。 

防災用消耗品購入事

業 
備蓄用非常食、保存水等の購入 

総務部 

防災安全課 

2-3) 

2-4) 

2-5) 

8 
支援物資の調達・

供給体制の構築 

○災害発生時に確実に物資を調達・供給できるよ

う、「新物資システム（B-PLo）」の活用、民間

物流施設の活用、協定の締結等により、市・県・

民間事業者等が連携した物資調達・供給体制を

構築し、迅速かつ効率的な対応に向けて実効性

を高める。 

物資供給等に係る民

間事業者等との協定

の締結 

物資供給等に係る民間事業者等と

の協定の締結による体制整備を図

る。 

総務部 

防災安全課 

2-4) 

4-3) 

9 石油燃料等の確保 

○災害時における緊急通行車両や災害拠点病院

等へ優先的に燃料の供給を行うため、石油商業

組合や石油連盟との協定等に基づく供給体制の

整備を図る。 

石油燃料等に係る民

間事業者等との協定

の締結 

石油燃料等に係る民間事業者等と

の協定の締結による体制整備を図

る。 

総務部 

防災安全課 
2-4) 

10 
消防活動拠点の耐

災害性強化 

○富津市津波・高潮ハザードマップの津波浸水予

想域内に設置されている消防施設を適地に移転

新築し、その他の消防施設は改築や補修等によ

り適切な維持管理に努め、防災拠点施設としての

機能の維持を図る。 

消防団詰所等整備事

業 

第３分団第２部詰所改築工事（令

和９年度） 

消防本部 

消防総務課 
2-1) 

11 
消防の情報通信施

設の強化 

○耐災害性の強化による安定運用と障害発生時に

おける代替通信手段の整備と早期復旧体制の構

築に努めるとともに、デジタル無線機固定局及び

消防救急デジタル無

線機の更新 
更新計画の作成 

消防本部 

消防総務課 
2-1) 
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1 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 取組の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

移動局等設備の更新を関係機関と協力し、計画

的に推進する。 

12 
電源途絶に対する

予備電源の確保 

○消防防災センター及び消防署天羽分署は、非常

電源設備及び予備燃料を備えており電源途絶に

ついては 72 時間以上の対応が可能となってお

り、引き続き設備の維持管理に努める。 

非常電源設備の維持

管理 
定期的な点検の実施 

消防本部 

消防総務課 
5-1) 

13 
防災拠点としての

「道の駅」の整備 

○災害時の避難場所や救助・応援部隊の活動拠点

としての機能を持つ「道の駅」の整備を推進する。 
道の駅整備検討事業 道の駅の整備促進 

企画政策部 

政策推進課 

2-4) 

2-5) 

14 
津波避難体制の推

進 

○富津市地域防災計画に基づく津波避難に対す

る周知や訓練等を推進し、津波対策の強化

を図る。 

津波避難体制の推進 
津波避難に対する周知や訓練

等を推進する。 

総務部 

防災安全課 
1-3) 

15 
津波避難路・避難

場所等の整備 

○新たな避難場所や津波避難ビルの指定を引き続

き進めていく。また、総合防災マップを活用した出

前講座や地区防災訓練等を通じて指定緊急避難

場所だけでなく、地域の避難場所、避難経路の確

認等の呼びかけを実施していく。 

指定緊急避難場所・津

波避難ビルの指定、出

前講座の実施 

新たな指定緊急避難場所・津波避

難ビルを指定する。また、各種出前

講座等を継続的に実施し、地域の

避難場所・避難経路の確認を促

す。 

総務部 

防災安全課 
1-3) 

16 

南海トラフ地震防

災対策計画作成対

象施設における計

画策定の促進 

○浸水想定区域の施設（要配慮者利用施設を含

む。）に対して、避難計画策定の必要性を説明

し、避難場所や情報伝達などについて説明するこ

とで支援する。 

南海トラフ地震防災対

策計画の策定の周知 

南海トラフ地震防災対策推進地域

に指定されているため、リーフレット

や各種媒体を通じた南海トラフ地

震防災対策計画の策定の周知を

図る。 

総務部 

防災安全課 
1-3) 

17 
ハザードマップの

作成・活用 

○引き続き土砂災害（特別）警戒区域や津波災害警

戒区域の指定、気象庁が発表する防災気象情報

の変更等を踏まえ、新たな総合防災マップの作成

を推進するとともに、更新したハザードマップの配

布やハザードマップを活用した出前講座を実施

することで住民への浸透を図り、災害への備えと

適切な避難行動がとれるよう啓発に努める。また、

冊子だけでなくスマートフォン等からでも各種ハ

ザードを確認できるよう Web 版防災ハザードマッ

プの活用を推進する。 

富津市総合防災マッ

プの作成・配布・活用 

各種防災情報を更新した冊子型の

ハザードマップを作成する。 

総務部 

防災安全課 

1-3) 

1-4) 

1-5) 



 

 

9
2 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 取組の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

18 
警戒避難体制の整

備 

○ハザードマップの活用方法について出前講座を

実施するなど、危険箇所を認識してもらい、避難

場所・避難所への経路の確認等の啓発に努める

とともに、公的施設だけではなく、安全な親戚・知

人宅や地域の集会所等への避難も有効な手段で

あることの周知啓発を行う。 

出前講座の実施 

出前講座を活用して地域における

危険箇所及び避難に関する啓発

を行う。 

総務部 

防災安全課 

1-3) 

1-4) 

1-5) 

19 
住宅用火災警報器

等の設置奨励 

○令和６年度において、富津市火災予防条例に

基づき住宅用火災警報器を設置している条例

適合世帯率は 46％であったことから、引き続

き富津市独自に住宅用火災警報器配布事業を

推進し、条例適合率の向上を図る。また、設

置から 10 年以上経過した感知器を交換する認

識が普及していないことから、市の広報紙等

を活用し、認知度の向上を図る。 

富津市高齢者等住宅

用火災警報器設置事

業 

富津市高齢者等住宅用火災警報

器設置事業実施要綱 

消防本部 

予防課 
1-2) 

20 

不特定多数が利用

する施設への消防

用設備等の適正な

設置促進 

○消防用設備の設置指導、違反是正を推進するた

めには、消防法、建築基準法、火災予防条例等

の専門的知識が必要なことから予防技術資格者

（消防職員）を育成し、違反是正の徹底や防火管

理体制の強化を図る。 

教育訓練計画に基づ

く人材育成 

千葉県消防学校の専門教育課程

（予防査察科）への入校、予防技

術検定合格 

消防本部 

予防課 
1-2) 

21 

ヘリコプターによる

救急搬送体制の確

保 

○各地区の離発着場の空洞化を避けるため、新た

な離発着場の確保に努め、災害時において迅速

な救急搬送体制が取れるよう、ヘリコプター離発

着場の拡充を図る。 

ヘリコプター離発着場

整備 

災害時において迅速な対応を図る

ためのヘリコプター離発着場拡充

整備 

消防本部 

消防署 
2-2) 

22 
救急救命士及び指

導救命士の養成等 

○経験豊富な救急救命士の昇格等で救急車に乗

車しない救急救命士が段階的に増え、現場救急

救命士の人員不足が懸念されることから、救急救

命士の養成及び断続的な採用に努める。また、

大学及び専門学校を卒業した若年層の救急救命

士が増え、救急活動の円滑化、知識、技術の向

上を目的とするため、教養及び訓練計画を担う指

導的立場である指導救命士の養成を図る。 

救急高度化推進計画

に基づく人材育成 

常に最新の情報や手技取得のた

め、講習及び実習を計画的に行

い、救急救命士の養成及び資格

取得者（見込みを含む）の新規採

用に努めるとともに、円滑な救急活

動や教養訓練の充実を担う指導救

命士の養成に努める。 

消防本部 

消防署 
2-1) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 取組の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

23 消防力の強化 

○多数の経験豊富な職員の定年退職に備え、各種

教育訓練により高度な知識と技術を備えた消防

職員の養成に努める。 

○引き続き、訓練等の充実に努めるとともに、消防

施設をはじめ、緊急車両・資機材の計画的な更新

を進め、消防体制の充実強化を図る。 

○千葉県消防広域化基本計画に基づき、近隣消防

本部との消防広域化への協議を推進し、不足す

る消防力の充実を図る。 

千葉県消防広域化基

本計画の推進 

広域化推進期限が令和６年４月１

日に延長されたことを受け、平成

31年３月に「県推進計画」を再策定

し、小規模な消防本部の広域化

に、重点的に取り組んだ。令和６年

３月 29 日に基本指針が一部改正

され広域推進期限が令和11年４月

1 日に延長された。今回の改定で

は、県内消防本部の連携・協力関

係を基礎として、消防広域化を目

指す。 

消防本部 

消防総務課 

2-1) 

教育訓練計画に基づ

く人材育成 

千葉県消防学校の各種専門教育

課程への入校計画 

消防本部 

消防総務課 

富津市消防本部受援

計画の更新 
定期的に見直し、改正作業を行う。 

消防本部 

消防総務課 

24 
消防広域応援体制

の整備推進 

○緊急消防援助隊及び千葉県消防広域応援隊受

援計画を基に、受援時の連携体制の強化や援助

隊の円滑な運用体制の構築を図る。 

応援隊登録車両更新

計画の更新 

緊急消防援助隊登録車両：消防ポ

ンプ車２台・救急車１台・後方支援

車１台 

千葉県消防広域応援隊登録車両：

上記車両に救急車１台増車 

消防本部 

消防総務課 
2-1) 

25 
消防水利の整備推

進 

○本市の上水道を管理する「かずさ水道広域連合

企業団」の配水管改良工事計画に併せ、市内消

火栓の新設改良工事が実施され、老朽した消火

栓の機能回復が進んでいる一方、大規模地震発

生時には市内各所において断水が予想され、消

火栓は使用不可となることから、耐震性防火水槽

の増設に努め、自然水利（海・河川・堰等）を含め

た消防水利の整備を図る。 

消火栓負担金 

消火栓の修理や私有地に設置さ

れた公設消火栓の移設、撤去要望

等に対する臨時工事の負担金（富

津市 500 万円／年） 

消防本部 

消防総務課 

1-2) 
消火栓新設改良負担

金 

かずさ水道広域連合企業団が計

画する水道管拡張・改良工事計画

内の消火栓新設・改良工事負担金 

消防本部 

消防総務課 

耐震性防火水槽設置 

消防水利の配置バランスを考慮

し、地震等においても使用できる耐

震性防火水槽を市内各所に設置

する。 

消防本部 

消防総務課 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 取組の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

26 
消防団の充実・強

化 

○消防団員を確保するため、機能別団員制度の活用

や女性を含めた若者の入団促進に努める。 

○自主防災組織等と連携を深めるため定期的に訓練

を実施するとともに、老朽した車両や資器材及び個

人装備の更新と、団員の安全を確保するための安

全管理マニュアルの更新に努める。 

消防団車両更新・装備

品貸与 

老朽した車両を操作性が向上した

車両に更新し、消防団員の安全確

保に配慮した装備品を貸与するこ

とで消防団活動への参加を促進す

る。 

消防本部 

消防総務課 
2-1) 

27 防災訓練の実施 

○引き続き自治会や自主防災組織と連携して、地

域が主体となった防災訓練の支援や出前講座に

よる地区防災訓練を実施する。また、避難所開

設・運営訓練や防災フェスタ等により、市民の防

災意識の高揚を図る。 

防災訓練の実施 

地域が主体となった防災訓練の支

援や出前講座による地区防災訓練

を実施する。また、避難所開設・運

営訓練や防災フェスタを実施す

る。 

総務部 

防災安全課 
3-1) 

28 

大規模災害発生後

の電力や石油等の

早期供給体制の構

築 

○市及び地域住民への影響を最小限に抑えるべ

く、ライフライン各事業者の対策との連携強化を図

り、実効性の高い協定とするために運用方法を随

時見直していく。 

○倒木による停電や通信断絶等を防ぐため、計画

的な予防伐採を進める。 

ライフラインに係る民間

事業者との協定締結、

予防伐採の実施 

ライフラインに係る民間事業者との

協定締結による体制整備を図る。

また、ライフライン事業者と連携し

た予防伐採を進めていく。 

総務部 

防災安全課 
5-2) 

29 
帰宅困難者対策の

推進 

○公共交通機関が利用できなくなってしまった場合

に備え、駅の最寄りの学校や公共施設等を避難

所として開設するなどして駅での混乱が生じない

ように努めるとともに、事業者に対して協力を要請

する。 

○市民にとどまらず、本市を訪れた旅行者に対して

も周知を図るため、市ホームページにより、情報

収集と日頃からの備えの重要性について継続的

に情報を発信する。 

○災害時において臨時バスやタクシーなどの代替

輸送手段を確保するため、関係機関や事業者と

の協力体制の確保に努める。 

帰宅困難者への情報

提供、代替輸送手段

の確保 

Web 版防災ハザードマップによる

避難所開設情報や道路通行止め

情報を発信する。また、災害時の

代替輸送手段を確保するための事

業者等との協力体制を構築する。 

総務部 

防災安全課 
2-5) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 取組の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

30 

危険物施設等の災

害時連携体制の確

立 

○危険物施設等の警防計画を作成するとともに、施

設と合同で訓練を実施し、災害発生時の対応力

向上に努める。また、危険物災害に対応するため

の化学車等の車両配備計画を策定し、装備の充

実を図る。 

○事業所及び関係機関と連携した実動訓練を行

い、危険物施設における大規模な流出、爆発火

災等に対する対処能力の向上を図る。また、危険

物災害に適応した消防車両（化学消防車等）の整

備及び資機材（装備品）の拡充を図る。 

消防自動車等整備事

業（特殊車両） 

災害対応特殊化学消防ポンプ自

動車Ⅱ型 １台導入 

災害対応特殊屈折はしご付消防ポ

ンプ車 １台導入 

消防本部 

予防課 
4-2) 

31 
地域における防犯

体制の構築 

○市内の自治会組織を中心とした自主防犯団体へ

の活動支援を行うとともに、防犯カメラの設置を推

進し、地域防犯力の向上を図る。また、災害時に

おける地域や避難所の治安を守るため、平時から

警察との連携を強化する。 

防犯事業 

市内の自主防犯団体へ防犯資機

材の交付や青色回転灯防犯パト

ロールカーの貸出し等を実施 

総務部 

防災安全課 
6-5) 

32 

デジタル技術を活

用した生活再建の

推進 

○発災後は、建物被害調査、り災証明書発行、被

災者台帳の整備、支援金等の支給など、各種支

援業務が発生することから、デジタル技術を活用

した「被災者生活再建支援システム」による迅速

な被災者支援及び生活の再建を推進する。 

被災者生活再建支援

システムの活用 

被災者生活再建支援システムを活

用した職員研修・訓練を実施する。 

総務部 

防災安全課 

3-1) 

6-2) 

33 
建物被害認定体制

の充実 

○調査体制（協力体制）を複数の部局へ拡充・増員

し、組織化を明確にすることと併せて、調査員スキ

ルの向上を図るため、必要な研修の受講枠を確

保し、できるだけ多くの調査員の参加に努める。 

○被災者生活再建支援システムを活用することで、

効率的な建物被害認定調査を行い、迅速的なり

災証明書発行に努める。 

建物被害認定に関連

する研修会への参加 

国・県等が主催する研修会に参加

し、建物被害認定（現地調査）を行

う調査員のスキル向上を図る。ま

た、協力体制が拡充され、依頼を

受けた課は確実に受講する。 

市民部 

課税課 

6-2) 

6-4) 
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２ 住宅・都市 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
住宅・民間建築物

の耐震化 

○防災・安全交付金を活用し、木造住宅の耐震

化、及び危険ブロック塀等の除却事業を推進

する。 

わが家の耐震相談会（住

宅・建築物安全ストック形成

事業） 

住宅の所有者に対し耐震化の啓

発を行い、耐震診断・改修の必要

性を理解してもらう。 

建設経済部 

都市政策課 

1-1) 

富津市木造住宅耐震診断

事業（住宅・建築物安全ス

トック形成事業） 

木造住宅の耐震診断を行い、住宅

の耐震化を促進する。 

建設経済部 

都市政策課 

富津市木造住宅耐震改修

事業補助金（住宅・建築物

安全ストック形成事業） 

木造住宅の耐震性能の向上を図る

所有者に対し、その費用の一部を

補助する。 

建設経済部 

都市政策課 

富津市危険ブロック塀等除

却事業補助金（住宅・建築

物安全ストック形成事業） 

通学路及び緊急輸送道路に指定

された道路沿いに現存する危険ブ

ロック塀等に対し、その除却工事に

係る費用の一部を補助する。 

建設経済部 

都市政策課 

2 
既存建築物等の総

合的な安全対策 

○国・県の交付金・補助金制度を活用し、各種

市有施設の対策を行うとともに、助成制度を通

じて民間建築物の耐震化、アスベスト対策、危

険ブロック塀対策等を推進する。 

住宅・建築物安全ストック形

成事業 

防災・安全社会資本整備総合交付

金を活用し、耐震化や天井対策、ア

スベスト対策等を行う。 

建設経済部 

都市政策課 
1-1) 

3 空家対策の推進 

○空家等対策計画に基づき管理が不十分な空

家等について、所有者等へ適正な管理を促

す。 

空家等対策事業 

管理が不十分な空き家等の所有

者に対し助言・指導等を行うことに

より、適正な管理の促進を図る。 

建設経済部 

都市政策課 
1-1) 

4 
内水浸水対策の推

進 

○排水施設の修繕を行い、排水経路の適切な

管理に努める。 
道路維持事業 

市内の排水施設について、必要に

応じ修繕、改修を行う。 

建設経済部 

建設課 
1-4) 

5 防火地域等の指定 

○建築物が密集し災害時に多くの被害が生じる

おそれのある地域においては、市街地におけ

る延焼防止を図るため、防火地域及び準防火

地域等の指定による耐火建築物又は準耐火

建築物の建築の促進が必要であるため、当該

指定を継続する。 

  建設経済部 

都市政策課 
1-2) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

6 密集市街地の改善 

○都市計画区域における都市施設の設定や用

途地域を定めることだけではなく、人口減少・

少子高齢化に伴い、都市機能等の集約などを

踏まえたコンパクトなまちづくりの推進を図り、

密集市街地における様々なリスクの低減に努

める。 

  
建設経済部 

都市政策課 
1-2) 

7 

被災建築物・宅地

の応急危険度判定

体制の整備 

○被災建築物応急危険度判定を迅速かつ円滑

に行うため、千葉県建築士会君津支部及び千

葉県建築士事務所協会君津支部との「地震災

害発生時における応急対策活動に関する協

定書」に基づく協力体制による、連絡体制の

維持や受入体制の整備に努める。 

○千葉県被災宅地危険度判定連絡協議会を通

じ、判定士の研修訓練に努めるとともに、自治

体相互の応援・連絡体制をとることで、迅速な

判定ができるよう努める。 

  建設経済部 

都市政策課 

1-1) 

6-2) 

8 被災者の住宅確保 

○応急仮設住宅建設候補地の利活用の変化へ

の対応や浸水等の各種ハザードマップの整備

状況に伴い、候補地台帳の更新整備に努め

る。 

○県の協定を通じ、民間の賃貸型応急仮設住

宅へ速やかな入居ができるよう努める。 

  建設経済部 

都市政策課 
6-4) 

 

 



 

 

9
8 

３ 上水道／下水道 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 水道施設の耐震化 

○水道施設の広域化を図るため、水道事業の統

合広域化に伴う交付金を有効活用して君津市と

の連絡管の整備を進めつつ、老朽化した管路

の耐震化を推し進める。特に耐震性の低い石綿

セメント管及び塩化ビニル管を重点的に耐震管

への更新を行っていく。 

○水道施設の統廃合計画に基づき、老朽化した

配水場等の貯水施設の整備や耐震化を進め、

災害時における水道水の確保を図る。 

水道総合地震対策事業 

老朽化した管路、特に耐震性の

低い石綿セメント管及び塩化ビニ

ル管を重点的に耐震管への更新

を行う。 

かずさ水道広域

連合企業団 

工務課  

2-4) 

5-3) 

2 
応急給水体制の充

実 

○災害時に迅速かつ的確に応急給水活動が行え

るよう、富津市との連携強化の推進を図る。 
応急給水体制の充実 

応急給水訓練や情報伝達訓練

の実施を通じて応急給水体制の

拡充を図る。 

かずさ水道広域

連合企業団 

計画課  

2-4) 

5-3) 

3 
水道事業相互応援

体制等の整備 

○相互応援協定に基づく救援部隊や救援物資等

の受援体制の整備を推進する。 
相互応援協定の維持 

連絡担当者の更新や定期的な

訓練を実施する。 

かずさ水道広域

連合企業団 

計画課  

2-4) 

5-3) 

4 
下水道 BCP 実施体

制の整備 

○大規模地震等が発生した場合において、下水

道施設が被災した場合でも速やかに下水道機

能を維持・回復する必要があることから、下水道

BCP に基づき適切に対応できるよう体制の整備

に努める。また、必要に応じて適宜計画の見直

しを図る。 

下水道 BCP（業務継続

計画）事業 

大規模地震等が発生した場合に

おいて、下水道施設が被災した

場合でも速やかに下水道機能を

維持・回復する必要があることか

ら、下水道 BCP に基づき適切に

対応できるよう体制の整備に努め

る。また、必要に応じて適宜計画

の見直しを図る。 

君 津富 津 広域

下水道組合 

建設課 

2-7) 

5-3) 

5 
下水道ストックマネジ

メントの推進 

○下水道施設の老朽化による被害拡大を防止す

るため、ストックマネジメント計画に基づいた維

持管理を推進する。 

ストックマネジメント事業 
ストックマネジメント計画に基づく

改修・修繕 下水道組合管内 

君 津富 津 広域

下水道組合 

建設課 

2-7) 

5-3) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

6 

水資源関連施設の

機能強化と水資源の

有効利用等の取組

の推進 

○水源であるダムの浚渫や設備の整備等、管理を

実施する千葉県に対し負担金を支出するととも

に、調整会議等を通じて実施状況の確認を行

う。 

○ダム水源が渇水した場合に地下水源を有効活

用するとともに、相互融通の体制を整える。 

亀山ダム及び片倉ダム

維持管理費負担金 

亀山ダム及び片倉ダムの共同施

設の管理及び管理事務を千葉県

が行っており、維持管理費用を

負担割合に応じて支払う。 

かずさ水道広域

連合企業団 

計画課  
4-3) 

4-4) 
亀山ダム及び片倉ダム

共同施設改良更新事業

負担金 

亀山ダム及び片倉ダムの共同施

設の管理及び管理事務を千葉県

が行っており、改良更新事業費

用を負担割合に応じて支払う。 

かずさ水道広域

連合企業団 

計画課 

 



 

 

1
0
0
 

４ 保健医療・福祉 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 

児童福祉施設等

の 防 災 ・ 減 災 対

策 

○富津市こども計画（第Ⅲ期富津市子ども・子育て支

援事業計画）に基づく地域子ども・子育て支援事業

を利用する児童やその保護者、職員の安全・安心

を守るため、児童福祉施設等の耐震性の向上を図

るとともに、防災・減災機能の強化に努める。 

児童福祉施設等整

備事業 

児童福祉施設等の改築や新築時に合

わせ、耐震化等の整備を行う。 

※富津市こども計画（第Ⅲ期富津市子

ども・子育て支援事業計画）68 ページ 

 「4-10.こども・若者の居場所づくりや

保護者が過ごしやすい環境の整備」 

健康福祉部 

こども家庭課 
1-1) 

2 

幼 児教 育 ・ 保 育

施設等の災害対

策の強化 

○市立保育所再配置計画に基づき存続する保育所

については、今後策定する個別施設計画に沿った

老朽化対策等による施設・設備の整備を実施する。

また、私立保育園等についても建築年が経過して

いる施設もあり、施設・設備の老朽化に懸念がある

ことから、交付金等を活用して施設等の整備を実施

する。 

幼児教育・保育施設

等整備事業 

幼児教育・保育施設等の施設・設備の

整備を行う。 

健康福祉部 

保育課 
1-1) 

3 

医療施設の機能

充実、ライフライ

ン等の確保 

○指定病院については、災害拠点病院に準じる施設

として、災害時の医療確保のための機能の充実を

図るとともに、関係機関と連携して、電気、ガス、水

道、医療用ガス等の災害時における医療施設への

円滑な供給体制確保に努める。 

○食料、飲料水、医薬品等の現物備蓄や緊急時にお

ける供給体制の整備などの促進を図る。 

○医療施設における災害対応について定期的に調

査を実施し、状況の把握に努める。 

君津中央病院企業

団負担金 

君津地域４市で適正な運営費を支払

い、運営していくことで、市民の健康推

進に寄与していると考える。今後、施

設の修理や増改築、大佐和分院の建

替えなども含めた運営について、構成

４市と企業団において経営改革に取り

組んでいく。 

健康福祉部 

健康づくり課 
2-2) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

4 
医療救護体制の

強化 

○君津木更津医師会・君津中央病院企業団等医療

関係機関と連携し、負傷者への迅速かつ適切な医

療救護活動を実施するため、初期医療体制及び後

方医療体制等の整備充実を図る。 

○医療救護活動に従事する医師等、又は医薬品・医

療器具が不足する場合に備え、君津木更津医師

会・歯科医師会・薬剤師会と協定を締結し、応援要

請体制の整備を図る。 

○避難所開設時に避難所に派遣される保健師が使

用する救護バックの整備・更新に努める。 

君津中央病院企業

団負担金 

君津地域４市で適正な運営費を支払

い、運営していくことで、市民の健康推

進に寄与していると考える。今後、施

設の修理や増改築、大佐和分院の建

替えなども含めた運営について、構成

４市と企業団において経営改革に取り

組んでいく。 

健康福祉部 

健康づくり課 

2-2) 

富津市地域防災計

画に基づく災害時の

医療救護活動に関

する協定書 

（ 君 津 木 更 津 医 師

会） 

市内で医療活動の必要な災害が発生

した場合に迅速な医療救護活動を行

うため、医療救護班の派遣要請や救

護所の設置等の事項を定めている。 

健康福祉部 

健康づくり課 

5 
災害時用医薬品

等の確保 

○医薬品、医療器具等医療救護活動に必要な物資

等を確保するため、薬剤師会等関係機関と協力

し、物資調達体制の整備を図る。 

物資調達体制の整

備 

医薬品、医療器具等医療救護活動に

必要な物資等を確保するため、薬剤

師会等関係機関と協力し、物資調達

体制の整備を図る。 

健康福祉部 

健康づくり課 

2-2) 
災害時の救護支援

活動に関する協定書 

（君津木更津薬剤師

会） 

君津地域で医療活動の必要な災害が

発生した場合に迅速な救護支援活動

を行うため、薬剤師等の派遣要請や救

護所の設置等の事項を定めている。 

健康福祉部 

健康づくり課 

6 
感染症対応体制

の整備 

○重大な感染症の発生に備え、迅速な情報の収集・

提供、的確な初動体制の構築、人材の養成等に努

める。 

○避難所における感染症拡大防止のため、避難所の

区分けや個室スペース等の確保、受付窓口や健康

観察等での感染兆候の確認による早期発見に努め

る。 

感染症拡大を防止

するための物資の調

達 

マスク、手指消毒液などの医薬品や消

耗品を調達し、感染症拡大防止に寄

与する。 

健康福祉部 

健康づくり課 
2-7) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

7 

心のケアなどの支

援 体 制 の 整 備 ・

強化 

○災害時には、生命や財産の損害への対応とともに、

心のケアの視点が重要となることから、被災者の健

康管理、栄養管理、リハビリテーション、心のケア等

の迅速かつ適切な公衆衛生支援を行うための体制

づくりを行うとともに、避難生活者や被災者からの相

談対応窓口や、発災後における健康管理面での留

意情報の周知のため、災害時の保健活動、栄養士

活動等に対する情報収集に努める。 

公衆衛生支援等の

実施 

被災者の健康管理、栄養管理、リハビリ

テーション、心のケア等の迅速かつ適

切な公衆衛生支援を行うための体制づ

くりを行うとともに、避難生活者や被災

者からの相談対応窓口や、発災後にお

ける健康管理面での留意情報周知に努

める。 

健康福祉部 

健康づくり課 
2-3) 

8 予防接種の促進 

○各種の病原体に対して免疫を持たない乳幼児に予

防接種を行い、感染・発病・重症化予防に努め、感

染症のまん延の予防、健全な育成を図るとともに、

抵抗力の弱い高齢者に対しては、重症化を予防し

健康な生活が送れるようインフルエンザ・肺炎球菌

等の予防接種を行う。 

各種予防接種事業 

感染のおそれがある疾病の発生及び

まん延を予防するため、予防接種法に

基づく定期予防接種を実施する。 

健康福祉部 

健康づくり課 
2-7) 

9 

避難行動要支援

者避難支援体制

の充実 

○真に避難支援が必要な方を掲載した避難行動要

支援者名簿とするため、引き続き名簿の精査を実

施するとともに、個別避難計画の作成支援及び更

新を実施していく。 

避難行動要支援者

制度事業 

自身では避難が難しい高齢者や障害

者を、地域の中で支え合って避難する

仕組みづくりを行う。 

総務部 

防災安全課 
5-1) 

10 

福祉避難所の円

滑な開設及び運

営 

○福祉避難所の設置運営に関する協定については、

災害時において適切にその機能が発揮されるよう、

装備・資機材の充実のための補助事業を検討する

とともに、訓練等の実施により施設との連携を強化

するなど、福祉避難所機能の充実を図る。 

○避難所運営マニュアルに福祉避難所の運営項目を

加え、福祉避難所の円滑な開設・運営体制の構築

を図る。 

福祉避難所の運営 

避難所の運営を担当する職員も認識

する必要があるため、避難所運営マ

ニュアルの一部に、福祉避難所の運

営について記載する。 

健康福祉部 

社会福祉課 
2-3) 

11 

要配慮者利用施

設等の避難確保

計画の作成等 

○河川・高潮浸水想定区域、土砂災害警戒区域及び

津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設等に対

して、避難計画を作成する必要があることを周知

し、内閣府が作成した避難行動判定フローやマイタ

イムライン等を活用して計画作成の支援を行う。 

避難確保計画の作

成支援 

要配慮者利用施設に計画の作成を働

きかけるとともに計画作成のための相

談や助言を行う。 

総務部 

防災安全課 

1-3) 

1-4) 

1-5) 



 

 

1
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

12 
ボランティア受入

体制の強化等 

○災害時、多数のボランティアの受入れやボランティ

ア活動の調整等を迅速かつ円滑に行うため、人材

育成や社会福祉協議会との連携体制の強化を図

る。 

災害時のボランティ

アに関連する研修会

等への参加 

県等が主催する災害ボランティア地域

ミーティング等の研修会へ参加し、関

係機関との連携体制の強化を図るとと

もに、災害時における迅速かつ的確に

対応できる人材の育成と、実践的な対

応力の向上に努める。 

市民部 

市民課 

2-3) 

2-4) 

6-2) 

13 
生活再建支援体

制の整備 

○引き続き、適正な情報提供に努めるとともに、生活

の復興に向けた相談支援体制の充実を図る。 

被災者生活再建支

援制度（災害援護資

金）による支援 

災害が発生した際に、被災者の生活

が少しでも早く復興できるよう支援を行

う。 

健康福祉部 

社会福祉課 

 

建設経済部 

都市政策課 

6-6) 
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５ 教育・文化 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
学校施設の災害

対策の強化 

○老朽化が進んだ施設については、「富津

市学校施設整備基本計画」に基づき、長

期的な使用を想定した長寿命化改修や非

構造部材の耐震化を補助事業等を活用し

ながら実施していく。また、屋内運動場や

特別教室など、空調設備が整備されてい

ない教室等に対し、計画的に空調設備を

整備していく。 

大規模改造（空調）事

業 
屋内運動場等への空調設備設置 

教育部 

教育総務課 

1-1) 防災機能強化事業 非構造部材の耐震化 
教育部 

教育総務課 

長寿命化改良事業（長

寿命化事業・予防改修

事業） 

老朽化した学校施設の長寿命化 
教育部 

教育総務課 

2 

公民館等の施設

整備、危機管理

対策の推進 

○社会教育施設の適切な管理と、老朽化し

た設備の改善工事や修繕を実施し、避難

者が安全で安心して利用できる環境を整

備する。また、万が一事故や災害が起きて

しまった場合の様々なリスクをあらかじめ把

握し、危機管理対策を講じる。 

公民館（市民会館）管

理運営事業 

公民館（市民会館）施設内の消防設備、音響

設備、浄化槽設備の点検業務をはじめ警

備、清掃、管理業務、建物管理（修繕）を行

う。 

教育部 

公民館 
1-1) 

3 
文化財の保護対

策の推進 

○樹木が隣接する住宅付近まで伸びている

史跡について、計画的に伐採を実施し、災

害時の被害予防に努める。 

○デジタルアーカイブ上に文化財資料等を

記録・公開し、災害時の復旧活動や文化

財の修復、記録の継承に努める。 

文化財環境整備事業 
史跡（内裏塚古墳群、弁天山古墳ほか）の倒

木予防伐採 

教育部 

生涯学習課 

6-5) 

デジタルアーカイブ事

業 

デジタル技術を用いて、文化財資料等を保

存、公開していく（令和７年度～令和９年度） 

教育部 

生涯学習課 
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６ 情報通信 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 

情報通信基盤の

整備、災害情報

伝達手段の多様

化 

○市民が容易に必要な情報を入手できる環境を構

築するため、防災行政無線、富津市安全安心

メール、LINE、SNS、L アラート配信、防災アプリ等

を活用した情報発信力の更なる多様化及び強化

充実を図る。また、難聴区域や要配慮者への確

実な情報伝達を行うため、戸別受信機の設置、固

定電話への架電、FAX 送信、防災行政無線テレ

ホンサービスの案内を引き続き実施していく。 

情報伝達手段の拡充・強

化 

防災行政無線、富津市安全安心

メール、LINE、SNS、L アラート配

信、防災アプリ等を活用した情報

発信力の更なる多様化及び強化

充実を図る。 

総務部 

防災安全課 

秘書広報課 

5-1) 

2 

孤立のおそれが

ある集落等にお

ける通信手段の

確保及び集会所

等の機能強化 

○災害時に孤立のおそれのある集落等への通信手

段の確保を推進するとともに、集落の避難所とな

る集会所等の防災機能の強化を図る。 

孤立集落災害対策事業 

孤立可能性集落の通信手段の確

保及び県補助金を活用した避難所

となる集会所等の防災機能強化対

策を推進する。 

総務部 

防災安全課 

2-6) 

5-1) 

3 

外 国人 ・ 旅 行 者

にも対応した災害

情報の伝達 

○ハザードマップその他の防災情報を多言語化し

た資料の作成及び情報提供に努め、外国人が利

用する集客施設、飲食店、宿泊施設等における

防災情報資料の活用を促す。また、多言語に対

応した災害情報アプリや多言語音声翻訳アプリ等

の周知を図る。 

外国人・旅行者にも対応

した災害情報の伝達、観

光振興 

ハザードマップその他の防災情報

を多言語化した資料の作成、多言

語に対応した災害情報アプリ等の

周知など、外国人観光客受入態勢

の強化を図る。 

総務部 

防災安全課 

 

建設経済部 

商工観光課 

5-1) 

4 

風評被害防止の

ための情報発信

体制の整備 

○情報の収集、伝達を迅速かつ的確に行うため、そ

の手段の多様化を図り、正確な情報を迅速かつ

確実に発信する。 

○現状、県において県産農産物の放射性物質モニ

タリング検査を行い、検査結果を県ホームページ

で公開しており、今後も発生した事案に対応する

対策を県等の関係機関と連携して講じる。 

ふっつの魅力発信事業

（広報ふっつ、ホームペー

ジ、SNS、フッツアー（観光

ガイドブック）の活用） 

地域の魅力を再発見し、その魅力

を地域内外の人々に発信すること

による地域への愛着の醸成 

総務部 

秘書広報課 

 

建設経済部 

農林水産課 

6-6) 
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７ 産業構造 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 

農 林水 産 物・ 食

品 等 の 生 産・ 加

工・流通を含むサ

プライチェーンの

機能確保 

○被災住民を救助するための食料の調達及び供給

に関し、農林水産関係団体との協定締結を推進

するなど、サプライチェーンの機能維持を図る。 

関係団体との災害協定

の締結の推進 

関係団体との災害協定の締結の推

進 

建設経済部 

農林水産課 

4-1) 

4-3)  

2 
中小企業に対す

る資金調達支援 

○大規模な自然災害の場合、中小企業の事業活動

に著しい支障が生じることから、資金繰りや復旧

に要する資金を円滑に供給するため、県や金融

機関、商工会等と連携し、金融相談体制の充実と

融資制度の周知及び活用を図る。 

中小企業資金融資事業 

中小企業者及び創業者が、事業に

要する資金を円滑に調達できるよう、

千葉県信用保証協会及び取扱金融

機関と連携して行う融資制度 

建設経済部 

商工観光課 

4-1) 

セーフティネット保証に

係る市町村認定 

中小企業信用保険法に基づく千葉

県のセーフティネット保証制度にお

いて、災害、業況の悪化等により、経

営の安定に支障をきたしている中小

企業が市町村の認定を受けること

で、一般保証とは別枠で利用できる

保証制度 

建設経済部 

商工観光課 

3 

地域における自

立・分散型エネル

ギー等の導入促

進 

○家庭における地球温暖化対策の推進に加え、電

力の強靱化を図るため、千葉県住宅用設備等脱

炭素化促進事業補助金を活用し、今後も普及啓

発に努め、住宅用蓄電池等の更なる導入促進を

図る。 

地球温暖化対策事業 
富津市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）P.36 《基本施策４》１ 

市民部 

環境保全課 
5-2) 
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８ 交通・物流 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
多重型道路ネット

ワークの整備 

○行政拠点へのアクセス向上や地域住民の避

難経路、緊急車両通行空間の確保、交通分

散化による混雑緩和、近隣市との移動の円

滑化機能を有するため、計画的に道路の整

備を推進する。 

市道浅間山線整備

事業 

事業箇所 富津市湊地先から更和地先 

事業延長 L=1.8km 幅員 W=9.0ｍ 

建設経済部 

建設課 

2-2) 

2-4) 

2-6) 

5-4) 

市道山王下飯野線

整備事業 

事業箇所 富津市下飯野地先 

事業延長 L=1.3km 幅員 W=12.0m 

建設経済部 

建設課 

市道湊富士見台線

整備事業 

事業箇所 富津市湊地先 

事業延長 L=0.92km 幅員 W=4.5ｍ 

建設経済部 

建設課 

2 
災害時の道路啓

開体制の確保 

○東京電力及び富津市建設関連５団体連合

会との連携及び情報共有について、最善の

方法を今後も模索していく。 

○倒木による停電や通信断絶等を防ぐため、

計画的な予防伐採を進める。 

道路維持事業 
道路機能を維持するため、必要に応じて修繕

等を行っていく。 

建設経済部 

建設課 

2-2) 

2-4) 

2-6) 

3 

地下構造物の耐

震化、点検、修復

等 

○災害発生時の安全円滑な通行を確保するた

め、今後も道路の地下構造物の老朽化対

策・耐震対策等の計画的な推進及び道路占

用物件の埋設位置・老朽化対策・耐震対策

等の、占用者に対する適切な指導を行って

いく。 

道路維持事業 市が管理する道路の適切な維持管理 
建設経済部 

建設課 
5-4) 

4 
道路法面防災等

の推進 

○「富津市法面長寿命化修繕計画」に基づく

計画的な修繕を推進する。 

法面長寿命化修繕

事業 

【富津市法面長寿命化修繕計画】に基づき、

計画的に修繕を行う。 

建設経済部 

建設課 
5-4) 
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No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

5 
ヘリポートの整備

等 

○令和６年能登半島地震では道路の寸断等に

より孤立地域が多数発生しており、半島性を

有する当市においても大規模災害時におい

ては孤立地域の発生が想定されることから、

災害時におけるヘリポートとして活用できる

場所の確保・整備を進める。 

ヘリポートの確保・整

備 

富津市地域防災計画 

地震・津波編 第３章 災害応急対策計画 

ヘリコプター場外離着陸場適地 

総務部 

防災安全課 

2-6) 

○関係機関のヘリコプターとの協力体制を構

築していくとともに、迅速かつ円滑に航空応

援が行われるよう、航空応援受援計画の具

体化に努め、ヘリポートの整備・確保を推進

する。 

ヘリポートの確保・整

備 

千葉県緊急消防援助隊航空部隊受援計画 

第２章 事前計画 

11 ランディングポイント設定 

資料６ ヘリコプター離着陸可能場所一覧表 

消防本部 

消防総務課 

6 

港 湾・ 漁港 施 設

の整備・適正な維

持管理 

○港湾施設については、引き続き施設の維持

について県に要望していく。 

○漁港施設については、機能保全計画及び中

期財政計画に基づき、機能保全工事を実施

する。 

市営漁港水産物供

給基盤機能保全事

業 

施設の維持・長寿命化並びに将来の補修・

更新コストの平準化・縮減化を図るため同計

画に基づき、順次、機能保全工事を実施す

る。 

建設経済部 

農林水産課 

4-1) 

4-3) 

5-4) 

7 

関係機関、民間

団体等と連携した

緊急輸送体制の

整備 

○民間事業者等との協定の締結により、物資

の受入・輸送体制を構築することで、安定的

に物資を調達し必要な場所へ届けることが

できるよう体制整備を推進する。 

安定的な物資の受

入・輸送体制の整備 

物資供給等に係る民間事業者等との協定の

締結による体制整備を図る。 

総務部 

防災安全課 
2-4) 

 



 

 

1
0
9
 

９ 農林水産 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
森林の多面的機

能の保全 

○「富津市森林整備計画」に基づき、森林資源と

して多面的機能の発揮のための整備を促進

する。また、森林の所有者や管理状況を県・林

業事業体と情報共有し、計画的な森林整備を

推進する。 

森林環境整備事業 

市内の森林の整備状況の管理や所有者

の管理を実施し、適切な森林整備が行わ

れるよう推進する。 

建設経済部 

農林水産課 

1-5) 

4-5) 

2 

農 地・ 農業 水 利

施設等の適切な

保全管理 

○農業者等による組織が取り組む水路の泥上げ

や農道の路面維持等の地域資源の基礎的保

全活動、並びに農村の構造変化に対応した

体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共

同活動を支援する。 

多面的機能支払交付

金事業 

農業・農村の多面的機能の発揮のための

地域活動や営農の継続等に対する支援

を行い、多面的機能が今後とも適切に発

揮されるようにするとともに、担い手の育成

等構造改革を後押ししていく。 

建設経済部 

農林水産課 

1-4) 

4-3) 

4-5) 

中山間地域等直接支

払推進事業 

農業生産条件が不利な中山間地域等に

おける農業生産の維持を図りながら、農

地・農業施設の持つ洪水や土砂崩れの防

止、水源の涵養、自然環境の保全等と

いった多面的機能を確保する。 

建設経済部 

農林水産課 

農業用施設維持事業 

農道で整備したが、生活圏道路として利

用されている農道について適正な維持を

図り通行の安全を確保する。さらに、農業

用排水路等の維持を適正に実施し、排水

機能等の維持を図る。 

建設経済部 

農林水産課 

3 
農道橋等の保全

対策の推進 

○農道橋及び林道橋について長寿命化計画を

策定し、計画に基づくメンテナンスサイクルを

構築することにより、安全・安心の確保、トータ

ルコストの縮減を図る。 

農道等施設長寿命化

計画策定業務 

市管理の農道橋及び林道橋について長

寿命化計画を策定する。 

農道橋 １橋 

林道橋 １橋 

建設経済部 

農林水産課 

2-6) 

5-4) 



 

 

1
1
0
 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

4 
有害鳥獣被害対

策の推進 

○鳥獣被害防止対策において被害への軽減に

高い効果が得られるとされている「有害獣捕

獲、被害防除及び生息環境管理」の総合的な

実施の推進を図る。 

○農作物野生鳥獣被害対策アドバイザー等の

専門家からの助言を取り入れながら、個人、地

域、公的機関が連携した獣害に強い支援体

制の推進を図る。 

農作物被害対策事業

（有害鳥獣捕獲事業） 

富津市鳥獣被害防止計画にて有害鳥獣

指定している獣種に対して、捕獲を行った

者へ捕獲報奨金として支払うことで捕獲

活動を支援する。 

建設経済部 

農林水産課 

4-5) 

農作物被害対策事業

（狩猟免許取得促進事

業） 

市内で活動する捕獲従事者を増やすた

め、わな猟狩猟免許の新規取得に対し、

取得に係る経費の一部を補助する。 

建設経済部 

農林水産課 

農作物被害対策事業

（鳥獣被害防止事業） 

農作物被害対策を対象に、有害獣による

被害を防護する柵の設置、有害獣を効率

的に捕獲するわなの購入などの経費に対

する補助を行う。 

地域全体で被害防止対策に取り組むため

の体制を整備するため、専門家による講

習会、講演会などを開催し、地域における

鳥獣被害対策活動を支援する。 

建設経済部 

農林水産課 

5 
強い農業・担い手

づくり 

○新規就農者の確保・育成や農業経営の法人

化等、多様な担い手の育成に努めるとともに、

「地域計画」の目標地図に位置づけられた者

等の農業経営の安定化を図るための機械や

施設等の導入支援を行う。 

強い農業づくり総合支

援事業 

地域の担い手が実施する農業用機械等

の導入を支援する。 

建設経済部 

農林水産課 

4-5) 

産地生産基盤パワー

アップ事業 

収益力強化に計画的に取り組む産地に

対し、農業者等が行う高性能な機械、施

設の導入や、栽培体系の転換等に対して

総合的に支援する。 

建設経済部 

農林水産課 

6 
産地ブランド力の

向上 

○国や千葉県が実施している GAP 認証制度等

について、農業者に周知を行い、活用すること

で食の安心・安全確保を図っていく。 

千葉県農業生産工程

管理推進事業 

GAP 認証取得に取り組む農業者を支援

し、農業者の取組結果を千葉県が確認し

評価・認証する。 

建設経済部 

農林水産課 
6-6) 



 

 

1
1
1
 

10 地域保全 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
大規模盛土造成

地の耐震対策 

○国から、第二次スクリーニングが完了するまでに相当な

期間や多大な費用を要するため、第二次スクリーニン

グによる安全性の確認が完了していない盛土に対して

は「経過観察」を実施し、安全性が確保されていること

を把握する必要があるとされ、「大規模盛土造成地の

経過観察マニュアル」が示されたことを踏まえ、当該マ

ニュアルに沿った大規模盛土の状況把握に努める。 

  建設経済部 

都市政策課 
1-1) 

2 
河川管理施設の

整備推進 

○準用河川の現状を把握し、河川として管理すべき箇所

を検討したのち、準用河川の指定を見直す。 

○見直し後の準用河川について、必要に応じ、施設の維

持補修や改修を行う。 

河川維持事業 
市内の準用河川について、必

要に応じ修繕、改修を行う。 

建設経済部 

建設課 

1-3) 

1-4) 

3 

荒廃地等におけ

る治山施設の整

備 

○災害防止機能を持つ森林を適切にするため、造林や

間伐を促進するとともに、山腹崩壊危険地について相

談があった場合は、引き続き区長から要望を提出して

いただき、市から県へ治山事業の要望を行い、予防治

山、地すべり防止などの事業の促進を図る。 

千 葉 県 治 山 事 業 （ 県 事

業） 

山腹崩壊危険地について、

保安林に指定し予防治山や

復旧治山工事を行う。 

建設経済部 

農林水産課 
4-5) 

4 

土砂災害の危険

性のある個所の

指定促進 

○引き続き、がけ崩れのおそれのある箇所の「急傾斜地

崩壊危険区域」への指定等、土砂災害を起こすおそれ

のある箇所の指定を県に働きかけていく。 

  建設経済部 

建設課 
1-5) 

5 
災害時協力井戸

登録制度の推進 

○市民や企業が所有する井戸を「災害時協力井戸」とし

て事前に登録し、災害が発生したときに水道施設が復

旧されるまでの間、地域へ井戸水を提供して生活用水

を確保する制度を推進する。 

災害時協力井戸の登録 

広報ふっつ、安全安心メー

ル、回覧、出前講座等通じて

災害時協力協力井戸の登録

を推進していく。 

総務部 

防災安全課 
2-4) 

6 地籍調査の推進 

○地籍調査は、地籍を明確にすることにより被災後の迅

速な復旧・復興に寄与するものであるため、早期完了

に向けて効率的に推進する。 

地籍調査事業 

地籍測量、一筆地調査の結

果について、地籍図・地籍簿

に取りまとめ、成果の認証を

得た後、登記所に成果を送付

し登記記録が改められ、地籍

図が地図とし て備え 付けら

れ、災害復旧の迅速化につ

ながる。 

建設経済部 

建設課 

6-1) 

6-4) 



 

 

1
1
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11 環境 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
広域火葬体制の

整備 

○君津地域４市で共同整備した広域火葬場（きみ

さらず聖苑）について、大規模災害等が発生し

た場合に想定される影響等を整理し、千葉県広

域火葬計画などを踏まえた上で、その対策の検

討を進める。 

広域火葬場整備運営事業 

木更津市、君津市、富津市及び袖

ケ浦市による広域火葬場の整備を

行い、４市広域によるスケールメリッ

トを活かした効率的・効果的な火葬

場の共同運営を行う。 

市民部 

環境保全課 
2-3) 

2 

被 災 動 物 （ 犬 ・

猫）への適切な対

応 

○狂犬病予防注射について、集合注射の実施

や、未接種犬の飼い主への指導により、接種を

促進する。 

○市ホームページや広報紙等により、動物の正し

い飼い方について周知する。 

畜犬登録・狂犬病予防事業 

狂犬病の発生予防を目指すため、

犬を飼育する市民に対し犬の登

録、予防注射等を実施する。また、

犬・猫等の適正飼育推進を目指

し、飼育者のマナー向上を図る。 

市民部 

環境保全課 
2-3) 

3 
ごみ焼却能力の

確保 

○第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業

の推進により、安定したごみ処理を行う。 

第２期君津地域広域廃棄物

処理施設整備事業 

木更津市、君津市、富津市、袖ケ

浦市、鴨川市、南房総市及び鋸南

町の共同事業として、次期施設の

整備を行う。 

市民部 

環境保全課 
6-3) 

4 
し尿処理対策の

推進 

○し尿処理施設（富津市クリーンセンター）の計画

的な施設整備を実施する。 

○発災時に備え、近隣市との連携による広域的な

処理体制の構築を検討する。 

クリーンセンター管理運営

事業 

富津市クリーンセンター運営に係る

各種業務委託や施設の維持管理

を実施する。 

市民部 

環境保全課 

2-7) 

5-3) 

5 
合併処理浄化槽

の設置促進 

○単独処理浄化槽・くみ取り便所から合併処理浄

化槽へ転換する場合には補助金を交付すること

により、合併処理浄化槽の設置の促進を図る。 

浄化槽設置促進事業 

単独処理浄化槽やくみ取り便所か

ら合併処理浄化槽へ転換する場合

に補助金を交付することにより、合

併処理浄化槽の設置の促進を図

る。 

市民部 

環境保全課 

2-7) 

5-3) 

6 
災害廃棄物処理

体制の整備 

○「富津市災害廃棄物処理計画」に基づき、災害

廃棄物の適正かつ円滑な処理を進める。 

富津市災害廃棄物処理計

画の推進 

「富津市災害廃棄物処理計画」に

基づき、災害廃棄物の適正かつ円

滑な処理を進める。 

市民部 

環境保全課 
6-3) 

7 

災害廃棄物を仮

置きするストック

ヤードの整備 

○「富津市災害廃棄物処理計画」に基づき、被害

状況に合わせて仮置場を設置する。 

富津市災害廃棄物処理計

画の推進 

「富津市災害廃棄物処理計画」に

基づき、被害状況に合わせて仮置

場を設置する。 

市民部 

環境保全課 
6-3) 



 

 

1
1
3
 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

8 
有害物質流出対

策の推進 

○異常水質の発生時や協定等締結事業所での事

故発生時等の緊急事態における、関係機関と

の連絡体制を定め、有害物質流出等による被

害防止を図っているが、大規模災害時には、関

係機関との連絡・通信手段が確保できないこと

も懸念されることから、引き続き、対応方法等の

検討を行う。 

水質汚濁対策事業 

各工場等の排水について調査を

実施し、協定値の超過や過去の調

査結果と比べて異常値が認められ

た場合には、原因の究明、改善及

び指導等を行っている。 

市民部 

環境保全課 
4-2) 

 

 



 

 

1
1
4
 

12 リスクコミュニケーション 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
自主防災組織の

充実・強化 

○地域の防災リーダーとなる人材を育成

するため、災害対策コーディネーター

養成講座や防災研修会の実施、自主

防災組織への資機材の交付など、人と

物の両面で自主防災組織の充実・強化

を推進し、地域防災力の向上を図る。 

自主防災組織促進事

業 

地域の防災リーダーとなる人材を養成するため

の「自主防災実務者講習会（災害対策コーディ

ネーター養成講座）」を実施 

総務部 

防災安全課 

2-1) 

6-2) 

自主防災組織の設立・育成のための防災資機材

を交付 

地域防災力の向上のための防災アドバイザーに

よる防災研修会を実施 

2 
地区防災計画の

策定促進 

○自治会や自主防災組織のように地域単

位で活動している団体に対して、その

地域の実情に合った計画の策定を促

進するため、計画策定の助言などの支

援を行う。 

地区防災計画の策定

支援 

地域の実情にあった計画策定の助言、外部講師

による研修会の実施 

総務部 

防災安全課 
2-1) 

3 企業防災の促進 

○企業に対して、災害時に企業の果たす

役割を認識してもらい、また、業務継続

計画（BCP）の策定に努めるよう推進す

るとともに、事業所における防災訓練の

実施など防災活動の普及に努める。 

BCP の策定及び防災

訓練の普及 

BCP の策定に努めるよう推進するとともに、事業

所における防災訓練の実施など防災活動の普

及に努める。 

総務部 

防災安全課 
2-1) 

4 

防 災 意 識 の 高

揚、家具固定の

促進 

○学校における防災教育や家庭内備蓄

等の防災啓発を推進するとともに、出

前講座や防災フェスタ等により家具転

倒防止の必要性を啓発し、各家庭にお

いて取り組んでもらうことで被害を軽減

できるよう努める。 

出前講座・防災フェス

タの実施 

出前講座や防災フェスタ等を通じて家具転倒防

止の必要性を啓発する。 

総務部 

防災安全課 
1-1) 



 

 

1
1
5
 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

5 

津波避難意識の

向上及び訓練の

実施 

○沿岸地域においては、直ちに海から離

れた高さのある場所へ避難することなど

を、出前講座を活用して啓発するととも

に、地区防災訓練などを通じて避難場

所までの避難経路の確認を行うことで

人的被害を防ぐよう努める。 

津波避難訓練の実施 

出前講座による津波避難意識の向上を図るとと

もに津波避難訓練を通じて避難場所までの経路

の確認等を行う。 

総務部 

防災安全課 
1-3) 

6 災害リスクの周知 

○富津市総合防災マップや Web 版防災

ハザードマップの更新を進め、出前講

座や地区防災訓練を通じて地域にお

ける災害リスクを認識してもらうととも

に、各家庭において日頃から取り組む

ことができる備え等について分かりやす

く伝えていく。 

ハ ザ ー ド マ ッ プ の 周

知・出前講座の実施 

様々な機会を通じてハザードマップの周知を図

るとともに継続的に出前講座を実施する。 

総務部 

防災安全課 

1-3) 

1-4) 

1-5) 

7 
市 民に よ る備 蓄

の促進 

○広報紙や出前講座等を活用し、家庭内

や事業所等においては、生活必要物

資を３日から１週間程度は備蓄すること

や、食料・飲料水等はローリングストック

法による備蓄を推奨するなど、市民の

備蓄意識を啓発する。また、新生児向

け防災グッズの支給を通じた子育て世

代の備蓄意識の促進を図る。 

新生児向け防災グッズ

支給事業 

出前講座等を通じて家庭内備蓄の必要性を啓

発する。また、新生児のいる世帯に対し、防災

グッズを支給するなど、子育て世代を含む市民

の備蓄意識の促進を図る。 

総務部 

防災安全課 

2-3) 

2-4) 

2-5) 

 



 

 

1
1
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13 老朽化対策 

No. 推進施策 施策の概要 主な取組 事業の概要又は関連計画 所管部署 
ﾘｽｸ 

ｼﾅﾘｵ 

1 
基幹農業水利施

設の老朽化対策 

○基幹水利施設の管理者である土地改

良区等が計画する長寿命化対策につ

いて支援を行い、長寿命化対策の促進

を図る。 

農業生産基盤整備事

業（土地改良施設維持

管理適正化事業） 

土地改良施設の整備補修は、本来土地改良区

等の施設管理者自ら行うべきものであるが、農村

地域の都市化、混住化の進展等の社会的諸条

件の変化に伴い、施設の機能の保持と対応年数

の確保を図るため、土地改良施設維持管理適正

化事業を摘要し、土地改良区等の施設管理者

及び組合の意識の高揚を図る。 

建設経済部 

農林水産課 

4-3) 

4-4) 

4-5) 

2 
道路、橋梁の耐震

化、長寿命化対策 

○定期点検（５年ごと）による道路橋梁、

舗装、トンネル、道路付属物の状況を

把握するとともに、「富津市橋梁長寿命

化修繕計画」及び「富津市舗装長寿命

化修繕計画」「富津市トンネル長寿命

化修繕計画」「富津市道路付属物長寿

命化修繕計画」を策定し、長寿命化と

修繕に係る費用の縮減を図り、効率的

な維持管理を行う必要がある。 

富津市橋梁長寿命化

修繕事業 

【富津市橋梁長寿命化修繕計画】に基づき、計

画的に修繕を実施する。 

「富津市橋梁長寿命化修繕計画」令和６年度策

定 

建設経済部 

建設課 

5-4) 

富津市舗装長寿命化

修繕事業 

【富津市舗装長寿命化修繕計画】に基づき、計

画的に修繕を実施する。 

「富津市舗装長寿命化修繕計画」令和４年度策

定 

建設経済部 

建設課 

富津市トンネル長寿命

化修繕事業 

【富津市トンネル長寿命化修繕計画】に基づき、

計画的に修繕を実施する。 

「富津市トンネル長寿命化修繕計画」令和６年度

策定 

建設経済部 

建設課 

富津市道路付属物長

寿命化修繕事業 

【富津市道路付属物長寿命化修繕計画】に基づ

き、計画的に修繕を実施する。 

「富津市道路付属物長寿命化修繕計画」未策定 

建設経済部 

建設課 
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